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第１ 自衛防災組織等のあらまし 

 

１ 自衛防災組織等 

 

1.1 自衛防災組織 

 石油や高圧ガスを多量に貯蔵し、取り扱い又は処理している地域は、石油コンビナート等

特別防災区域として指定され、当該区域内において石油や高圧ガスを一定量以上貯蔵し、取

り扱い又は処理している事業所は、その量により第一種事業所と第二種事業所に区分される。

第一種事業所及び第二種事業所には、事業所における災害の発生又は拡大を防止するために

必要な業務を行う自衛防災組織の設置が義務付けられている。 

 自衛防災組織は、その事業所における施設、設備等の種類、規模等に基づき備え付けるべ

き防災資機材等の種類、数量や防災要員の人数が決められており、防災要員は事業所におけ

る災害の発生に備え、24 時間体制でその任務にあたっている。 

 

1.2 共同防災組織 

 一の石油コンビナート等特別防災区域において、二以上の事業所が共同して自衛防災組織

の業務の一部を行うために設けるのが、共同防災組織である。共同防災組織を設ける場合、

陸上防災及び海上防災を総合して組織することが望ましいが、立地条件等により、これらを

別々に組織することも差し支えない。陸上防災においては、一の共同防災組織の業務範囲は

おおむね直径 5km 程度の範囲である。 

 共同防災組織は、自衛防災組織の業務の一部を行うので、自衛防災組織の備えるべき防災

資機材や防災要員の一部を受け持つこととなる。このことにより、自衛防災組織は、備える

べき防災資機材等や防災要員を減ずることができる。 

 共同防災組織の防災要員は、自衛防災組織と一体となって構成事業所の防災業務に従事す

るものであり、自衛防災組織と同様に 24 時間体制で災害の発生に備えている。 

 

1.3 広域共同防災組織 

 二以上の特別防災区域にわたる区域で、地理的条件、交通事情、災害発生のおそれ、特定

事業所の集中度及びその他の事情を勘案して、石油コンビナート等災害防止法施行令で定め

る第 1 から第 12 の地区に所在する特定事業所の全部又は一部が、自衛防災組織の業務のう

ち、大容量泡放水砲及び大容量泡放水砲用防災資機材等を用いて行う防災活動を共同して行

うために設けるのが、広域共同防災組織である。 

 

 

 

（注 1） （注 2） 

（注 3） （注 4） 
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注 1 石油コンビナート等特別防災区域 

(ｱ) 第一種事業所となる事業所を含む 2 以上の事業所が所在し、かつ、 

当該区域の石油の貯蔵・取扱量の合計  当該区域の高圧ガスの処理量 

10 万㎘           2,000 万 m³ 

  となる区域 

  石油の貯蔵・取扱量  高圧ガスの処理量 

     10 万㎘      2,000 万 m³ 

(ｳ) (ｱ)又は(ｲ)に該当することとなると認められる区域 

 

注 2 石油コンビナート等特別防災区域の指定状況 

平成 25 年 4 月 1 日現在 33 道府県 85 地区 

 

注 3 第一種事業所 

石油の貯蔵・取扱量  高圧ガスの処理量 

1 万㎘       200 万 m³ 

 

注 4 第二種事業所 

石油の貯蔵・取扱量  高圧ガスの処理量  第 1,2,3,5,6 類の危険物の貯蔵・取扱量 

1,000 ㎘       20 万 m³          2,000t 

石油以外の第 4 類危険物の貯蔵・取扱量  指定可燃物のうち可燃性固体類の貯蔵・取扱量 

2,000 ㎘                1 万 t 

指定可燃物のうち可燃性液体類の貯蔵・取扱量  高圧ガス以外の可燃性ガスの貯蔵・取扱・処理量 

1 万 m³                20 万 m³ 

毒物の貯蔵・取扱・処理量  劇物の貯蔵・取扱・処理量 

20t            200t 

が 1 以上となる事業所で、都道府県知事が指定するもの 
  

＋ が１以上 

＋ が１以上となる事業所の区域 (ｲ) 

＋ が１以上となる事業所 

＋ ＋ 

＋ ＋ 

＋ ＋ 

＋ ＋ 
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２ 自衛防災組織の防災資機材等と防災要員 

 

2.1 防災資機材等 

⑴ 大型化学消防車、大型高所放水車、泡原液搬送車（三点セット） 

 屋外貯蔵タンク（送泡設備付きタンクを除く。）の型、直径及び貯蔵する石油の種類に応

じて、次の基準により備え付けるべき台数のうち、最も多い台数を備え付ける。 

タンクの型 
貯蔵する石油の 
種 類 

タンクの直径 
備え付けるべき 
数 量 

浮き蓋付きの屋外貯蔵タンク

のうち、浮き蓋が屋根を兼ねる

もの（注 1） 
石   油 34m 以上 各 1 台 

浮き蓋付きの屋外貯蔵タンク

のうち、浮き蓋が屋根を兼ねる

もの以外のもので、浮き蓋が金

属材質で造られ、かつ、浮き蓋

の浮力が浮きによるもの（注 2） 

石   油 

34m以上50m未満 各 1 台 

50m 以上 各 2 台 

その他の屋外貯蔵タンク（注 3） 

消防法別表に掲

げる第一石油類

又は第二石油類 

24m以上34m未満 各 1 台 
34m以上50m未満 各 2 台 
50m以上60m未満 各 3 台 

60m 以上 各 4 台 

消防法別表に掲

げる第三石油類 
又は第四石油類 

34m以上50m未満 各 1 台 

50m 以上 各 2 台 

注 1 浮き蓋付きの屋外貯蔵タンクのうち、浮き蓋が屋根を兼ねるもの（以下「浮き屋根

式屋外貯蔵タンク」という。） 

 例 外部浮き屋根型タンク（フローティングルーフタンク） 

 

 

 

 

 

 

 

     ポンツーン型             ダブルデッキ型 
  

落とし蓋状の屋根 
（鋼鉄製） 環状の浮き 

浮き蓋全体が 
浮き構造 
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注 2 浮き蓋付きの屋外貯蔵タンクのうち、浮き蓋が屋根を兼ねるもの以外のもので、浮

き蓋が金属材質で造られ、かつ、浮き蓋の浮力が浮きによるもの 

 例 内部浮き屋根型タンク（インナーフローティングタンク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 3 その他の屋外貯蔵タンク 

 例 1 コーンルーフ型タンク         ドームルーフ型タンク 

 

 

 

 

 

 例 2 浮力が浮きによらない構造の浮き蓋を有するタンク 

 

 

 

 

 

 

 

  

環状の浮き 鋼板 
浮き蓋全体が 
浮き構造 

いわゆるポンツーン型 いわゆるダブルデッキ型 

  

アルミニウム板 

チューブ状アルミニウム製の浮き 箱型アルミニウム製の浮き 

  

  
いわゆるパン型 いわゆるバルクヘッド型 

鋼板 
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 なお、屋外タンク貯蔵所に送泡設備（災害の発生又は拡大の防止の用に供されるものに

限る。）が設置されているタンク（以下「送泡設備付きタンク」という。）がある場合、以

下の要件を満たすように、大型化学消防車又は甲種普通化学消防車及び発泡器を備え付け

る。 

ア 送泡設備付きタンクに送水する泡水溶液の量は、発泡器が有効に機能する使用圧力の

範囲に大型化学消防車又は甲種普通化学消防車の放水圧力を維持し、泡水溶液を送水す

る場合において、送泡設備付きタンクの水平断面積 1m2につき、4L/min 以上 8L/min 以

下の量となるようにすること。 

イ 備え付ける大型化学消防車又は甲種普通化学消防車及び発泡器の数は、アの方法によ

り送泡設備付きタンクに泡水溶液を送水する場合に、それぞれの泡放出口からおおむね

量の等しい泡を放出することができる数とすること。 

 

 

 

写真 1-1 三点セット（左上：泡原液搬送車、左下：大型化学消防車、右：大型高所放水車） 

出典：千葉市ホームページ 
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⑵ 甲種普通化学消防車 

 石油の貯蔵・取扱量及び第 4 類危険物の取扱量に応じて、次の基準により備え付けるべ

き台数のうち、最も多い台数を備え付ける。 

事 業 所 の 区 分 備え付けるべき台数 
石油の貯蔵・取扱量が 1 万㎘以上 1 台 
石油の貯蔵量が指定数量の 10 万倍以上 1,000 万倍未満 1 台 

〃 1,000 万倍以上 2,000 万倍未満 2 台 
〃 2,000 万倍以上 4,000 万倍未満 3 台 
〃 4,000 万倍以上 4 台 

指定施設における第 4 類危険物の取扱量が指定数量の  
 3,000 倍以上 12 万倍未満 1 台 
〃 12 万倍以上 24 万倍未満 2 台 
〃 24 万倍以上 48 万倍未満 3 台 
〃 48 万倍以上 4 台 

注 4 指定施設とは、第 4 類の危険物を取り扱う製造所、移送取扱所又は一般取扱所のうち、

次のもの以外のものをいう。（危険物の規制に関する政令第 30 条の 3 第 1 項） 

・ ボイラー、バーナーその他これらに類する装置で危険物を消費する一般取扱所 

・ 車両に固定されたタンクその他これに類するものに危険物を注入する一般取扱所 

・ 容器に危険物を詰め替える一般取扱所 

・ 油圧装置、潤滑油循環装置その他これらに類する装置で危険物を取り扱う一般取扱

所 

・ 鉱山保安法の適用を受ける製造所、移送取扱所又は一般取扱所 

・ 特定移送取扱所（危険物を移送するための配管の延長が 15km を超えるもの又は危

険物を移送するための配管に係る最大常用圧力が 0.95MPa 以上であって、かつ、危険

物を移送するための配管の延長が 7km 以上のもの）以外の移送取扱所 

・ 特定移送取扱所のうち、当該移送取扱所に係る配管の延長のうち海域に設置される

部分以外の部分に係る延長が 7km 未満のもの  
  

（注 4） 
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⑶ 普通消防車、小型消防車、普通高所放水車、乙種普通化学消防車 

 事業所の規模及び設備に応じて、次の基準により備え付ける。 

防災資機材等 事業所の区分 備え付けるべき台数 
普通消防車 第一種事業所 1 台 

小型消防車 
石油の貯蔵量・取扱量  高圧ガスの処理量 

10,000 ㎘     200 万 m³ 
1 台 

普通高所放水車 
20m 以上の高所で石油を貯蔵・取扱う施設の

ある第一種事業所又は高さが 15m 以上の屋

外貯蔵タンクのある第一種事業所（注 5） 
1 台 

乙種普通化学 
消  防  車 

第 4 類危険

物を指定数

量以上取扱

う特定移送

取扱所（注 6） 

配管の延長が 15km 以下 1 台 
配管の延長が 15km を越え、

移送基地から半径 50km の円

内にとどまるもの 
2 台 

配管の延長が 15km を越え、

移送基地から半径 50km の円

内にとどまらないもの 

2 台に半径 50km を

越えた部分が半径

50km の円ごとに 1
台を追加した台数 

注 5 上記⑵の表の左欄に該当する事業所 

注 6 海域に設置される部分以外の配管の延長が 7km 未満のものを除く特定移送取扱所 

 

⑷ 大型化学高所放水車 

 大型化学高所放水車を備え付けている場合は、大型化学消防車、大型高所放水車、甲種

普通化学消防車、普通消防車、小型消防車及び普通高所放水車各 1 台を備え付けているこ

とと見なされる。 

 

⑸ 普通泡放水砲 

 大型高所放水車を 2 台以上備え付けなければならない事業所において、大型高所放水車

又は大型化学高所放水車に加えて、これを備え付けた場合、普通泡放水砲 1 基につき、備

え付けるべき大型高所放水車のうち、1 台を備え付けていることと見なされる。 
  

＋ ≧0.5 
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⑹ 大容量泡放射システム 

 大容量泡放射システムとは、主として大型の浮き屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災の消

火に用いる資機材で、大容量泡放水砲、動力消防ポンプ、混合装置、ホース、泡消火薬剤、

泡消火薬剤搬送のための資機材及び必要となる水量の水利を確保する遠距離送水のための

資機材の総称をいう。 

 特定事業所で、直径が 34m 以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクがある場合、自衛防災組織

は、次の放水能力を満たすように備え付ける。 

浮き屋根式屋外貯蔵タンクの直径 基準放水能力 
34m 以上 45m 未満  毎分 1 万ℓ 
45m 以上 60m 未満  毎分 2 万ℓ 
60m 以上 75m 未満  毎分 4 万ℓ 
75m 以上 90m 未満  毎分 5 万ℓ 
90m 以上 100m 未満  毎分 6 万ℓ 

100m 以上   毎分 8 万ℓ 

 

 

 
写真 1-2 大容量泡放射システム 

出典：総務省消防庁ホームページ 
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⑺ 泡消火薬剤 

ア 備え付けるべき台数の大型化学消防車、甲種普通化学消防車、乙種普通化学消防車又

は大型化学高所放水車が、同時に 120 分継続して泡水溶液を放水するものとした場合に

必要な量を備え付ける。 

イ 送泡設備付きタンクを設ける場合は、次に定める時間継続して泡水溶液を送水できる

だけの量の送泡設備用泡消火薬剤を備え付ける。 

送泡設備付きタンクの区分 時間 
一気圧における引火点が 40 度以上の石油を当該石油の

引火点未満の温度で貯蔵する送泡設備付きタンク 
30 分 

一気圧における引火点が 40 度未満の石油を貯蔵する送

泡設備付きタンク又は石油を当該石油の引火点以上の温

度で貯蔵する送泡設備付きタンク 
55 分 

ウ 大容量泡放射システムを備え付ける事業所は、大容量泡放射システムの使用時におい

て、120 分継続して適正な濃度の泡水溶液を放水できるだけの量の大容量泡放水砲用泡

消火薬剤を備え付ける。 

 

 
写真 1-3 大容量泡放水砲用泡消火薬剤 
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⑻ 可搬式放水銃、可搬式泡放水砲、耐熱服、空気呼吸器、酸素呼吸器 

 備え付けるべき防災資機材等の区分に応じて、当該防災資機材等 1 台につき次の基準に

より備え付ける。 

可搬式放水銃等 防災資機材等 備え付けるべき数量 

可搬式放水銃 

甲種普通化学消防車 
乙種普通化学消防車 

普通消防車 
小型消防車 

1 基 

可搬式泡放水砲 
（3,000 ℓ型） 

大型化学高所放水車 
大型高所放水車 

1 基 

可搬式泡放水砲 
（2,000 ℓ型） 

普通高所放水車 1 基 

耐熱服 
（注 7） 

大型化学高所放水車 
大型化学消防車 
大型高所放水車 
普通高所放水車 

甲種普通化学消防車 
乙種普通化学消防車 

普通消防車 
小型消防車 
普通泡放水砲 

1 着 

空気呼吸器 
又は酸素呼吸器 

（注 7） 
1 個 

注 7 大容量泡放水砲を備え付ける場合は、1 着（1 個）に、当該大容量泡放水砲に他のポ

ンプを介さずに結合されるポンプ 1 台につき、1 着（1 個）を加算した数量を備え付

ける。 

 

写真 1-4 可搬式放水銃 

出典：JX 日鉱日石石油基地㈱ホームページ 
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⑼ オイルフェンス、オイルフェンス展張船、油回収船、油回収装置 

 第一種事業所が海域に接している場合又は係留施設を使用して石油を取扱う場合に、石

油の貯蔵・取扱量に応じて、次の基準により備え付ける。 

防災資機材等 石油の貯蔵・取扱量 備え付けるべき数量 

オイルフェンス 
1 万㎘以上 10 万㎘未満 1,080m 

10 万㎘以上 100 万㎘未満 1,620m 
100 万㎘以上  2,160m 

オイルフェンス展張船 1 万㎘以上  必要な隻数（注 8） 
油回収船又は 

油回収装置（注 9） 
100 万㎘以上  必要な数量（注 10） 

注 8 備え付けるべきオイルフェンスを 1 時間以内に展張することができる隻数 

注 9 油回収船（油回収装置の場合は、当該油回収装置を積載して海面に漏えいした石油

を回収できる補助船）は、次の要件を満たす必要がある。 

(ｱ) 自力で推進することができること。 

(ｲ) 石油を回収する速さに応じた石油の貯蔵及び移送を行うことができること。 

(ｳ) 固形浮遊物の混在する石油を回収することができること。 

注 10 次の条件下において、毎時 30 ㎘以上の速さで石油を回収することができる数量 

(ｱ) 海面の状態 波高 30cm、波長 10m 

(ｲ) 油種 B 重油 

(ｳ) 油層厚 6mm 

(ｴ) 回収作業位置と陸揚げ箇所との距離 300m 

(ｵ) 回収作業海面の固形浮遊物最大浮遊密度 海面 1 ㎡につき 20kg 

 

 

写真 1-5 オイルフェンス展張船 
出典：一般社団法人 日本作業船協会ホームページ 
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⑽ 省力化された防災資機材等 

 省力化された防災資機材等とは、防災活動における作業の省力化に資する装置又は機械

器具（自動化システム、遠隔操作装置、ホース延長用資機材、低反動ノズル及び携帯無線

機をいう。）を搭載した大型高所放水車、普通高所放水車、大型化学消防車、甲種普通化学

消防車又は大型化学高所放水車をいう。 

ア 自動化システム 

 大型化学高所放水車等の泡混合操作及び送水操作等を自動化するシステムをいい、自

動ドレンシステム、自動揚水システム、自動泡吐出システム、自動流量制御システム、

自動圧力制御システム、自動混合システム、タンク残量監視システム及び操作パネルか

ら構成される。 

イ 遠隔操作装置 

 大型化学高所放水車等の起塔操作を自動的に行い、かつ、離れた位置において放水操

作を行うための装置をいう。 

ウ ホース延長用資機材 

 あらかじめ、消火活動に必要となる本数のホースを、ホースカーに折りたたんで収納

し、消火活動時に防災要員が 1 人でホースカーを引き、ホースを引き落としながら迅速

に延長できるようにしたものをいう。 

エ 低反動ノズル 

 放水又は泡放射をする際に、防災要員が受ける反動力を有効に減少させることができ

るノズルをいう。 

オ 携帯無線機 

 消火活動時に、防災要員相互間の通信を行うための機器をいう。 

防災活動における作業の省力化に資する装置又は機械器具と、消防車両との組み合わせ

によって、消防車両 1 台につき必要となる防災要員は次のようになる。 

 防災要員 
の人数 

防災活動における省力化に資する装置又は機械器具 

遠隔操作装置 ホース延長用 
資機材 低反動ノズル 携帯無線機 

大型高所放水車 
普通高所放水車 

2 人     
1 人 ○    

大型化学消防車 
甲種普通化学消防車 

5 人     
4 人  ○ ○  
3 人  ○ ○ ○ 

大型化学高所放水車 
5 人 注 11    
4 人 注 11 ○ ○  
3 人 注 11 ○ ○ ○ 

注 11 自動化システム及び遠隔操作装置を備え付けることが望ましい。 
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2.2 防災要員 

⑴ 次の防災資機材を備え付けなければならない自衛防災組織は、それぞれ次の基準により

防災要員を置く。 

 また、大型化学消防車、甲種普通化学消防車、乙種普通化学消防車又は大型化学高所放

水車を 2 台以上備え付ける場合は、指揮者である防災要員 1 人を置く。 

防災資機材等 
各 1 台、各 1 基又は各 1 隻 
について必要な防災要員数 

大型化学消防車 5 人 
大型高所放水車 2 人 
泡原液搬送車 1 人 

甲種普通化学消防車 5 人 
普通消防車 5 人 
小型消防車 4 人 

普通高所放水車 2 人 
乙種普通化学消防車 5 人 
大型化学高所放水車 5 人 

普通泡放水砲 1 人 
オイルフェンス展張船 乗組船舶職員等のほか 2 人 

油回収船 乗組船舶職員等のほか 2 人 

油回収装置 
補助船に係る乗組船舶職員 
等のほか各一式につき 2 人 

 

⑵ 大容量泡放射システムを備え付けなければならない自衛防災組織は、次の基準により防

災要員を置く。 

大容量泡放水砲等を用いて行う防災活動を統括する 1 人の防災要員 

大容量泡放水砲各 1 基につき 1 人の防災要員 

大容量泡放水砲等を用いて行う防災活動を円滑、かつ的確に行うために必要な防災要員 

・ 動力消防ポンプ各 1 台につき 2 人 
・ 混合装置各 1 台につき 2 人 
・ 大容量泡放水砲用屋外給水施設から浮き屋根式屋外貯蔵タンクまでホースを延長し 

た場合におけるホースの長さ÷200m に相当する人数（1 未満の端数は切り上げる。） 

 

⑶ ⑴に掲げる防災資機材等及び⑵に掲げる大容量泡放射システムを必要としないものに 

あっては、2 人以上の防災要員を置く。 
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３ 共同防災組織の防災資機材等と防災要員 

 

3.1 防災資機材等 

⑴ 大型化学消防車、大型高所放水車、泡原液搬送車（三点セット） 

 共同防災組織を構成する各事業所（以下「構成事業所」という。）に備え付けなければな

らない事業所がある場合、構成事業所の自衛防災組織ごとに備え付けるべき台数のうち、

最も多い台数に相当する台数を備え付ける。 

⑵ 甲種普通化学消防車 

 構成事業所に備え付けなければならない事業所がある場合、構成事業所の自衛防災組織

ごとに備え付けるべき台数のうち、最も多い台数に相当する台数を備え付ける。 

⑶ 普通消防車、小型消防車 

 構成事業所のうちにいずれかを備え付けなければならない事業所がある場合、それぞれ

1 台を備え付ける。 

⑷ 普通高所放水車 

 構成事業所のうちに備え付けなければならない事業所がある場合、1 台を備え付ける。 

⑸ 大容量泡放射システム 

 構成事業所のうちに備え付けなければならない事業所がある場合、その放水能力の合計

が構成事業所の自衛防災組織ごとの基準放水能力のうち、最も大きい基準放水能力以上に

相当する数の大容量泡放水砲及び大容量泡放水砲用防災資機材等を備え付ける。 

⑹ 泡消火薬剤 

ア 備え付けるべき台数の大型化学消防車、甲種普通化学消防車又は大型化学高所放水車

が、同時に 120分継続して泡水溶液を放水するものとした場合に必要な量を備え付ける。 

イ 構成事業所のうちに送泡設備付きタンクを設ける事業所がある場合、構成事業所の自

衛防災組織ごとに備え付けるべき送泡設備用泡消火薬剤の量のうち、最も多い量に相当

する送泡設備用泡消火薬剤を備え付ける。 

ウ 構成事業所のうちに大容量泡放射システムを備え付ける事業所がある場合、構成事業

所の自衛防災組織ごとに備え付けるべき大容量泡放水砲用泡消火薬剤のうち、最も多い

量に相当する大容量泡放水砲用消火薬剤を備え付ける。 

⑺ 可搬式放水銃、可搬式泡放水砲、耐熱服、空気呼吸器、酸素呼吸器 

 備え付けるべき防災資機材等の区分に応じて、当該防災資機材等 1 台につき前２、2.1、

⑻に示す基準により備え付ける。（乙種普通化学消防車を除く。） 
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⑻ オイルフェンス、オイルフェンス展張船、油回収船 

 構成事業所のうちにその敷地の全部若しくは一部が海域に接するもの又は係留施設を使

用して石油を取り扱うものの石油の貯蔵・取扱量が 1 万㎘以上の第一種事業所がある場合、

前２、2.1、⑻に示す基準により備え付ける。 

 なお、オイルフェンスは、それぞれの事業所に備え付けるべきオイルフェンスのうち、

長さが最も長いものの 2 分の 1 に相当する長さのオイルフェンスを備え付ける。 

  

3.2 防災要員 

 備え付けるべき防災資機材等に応じて、前２、2.2、⑴及び同⑵に示す基準により防災要員

を置く。 

 なお、備え付ける防災資機材等が 2 台以上である場合は、指揮者 1 人を置く。 
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3.3 共同防災組織を設置した場合の自衛防災組織 

 構成事業所が 3.1 及び 3.2 の基準により共同防災組織に防災資機材等を備え付け、かつ、

防災要員を置いた場合、各構成事業所の自衛防災組織に備え付けるべき防災資機材等及び置

くべき防災要員は、前２、2.1 及び同 2.2 の基準によらず次のとおりとなる。 

⑴ 甲種普通化学消防車及び乙種普通化学消防車 

防災資機材等 要     件 
備え付けるべき 
数 量 

甲種普通化学消防車 
（注 1） 

① 

共同防災組織を設置していないものとし、かつ、当

該構成事業所に送泡設備付きタンクがあるときに

は、当該送泡設備付きタンクに送泡設備が設置され

ていないものとみなした場合に、当該構成事業所の

自衛防災組織に備え付けるべき大型化学消防車若し

くは甲種普通化学消防車又はこれらを合計した台数

が 2 台又は 3 台であるとき 

1 台 

② 
①と同要件で、当該構成事業所の自衛防災組織に備

え付けるべき大型化学消防車若しくは甲種普通化学

消防車又はこれらを合計した台数が 4 台であるとき 

2 台 

③ 
当該構成事業所の第 4 類危険物の取扱量が指定数量

の 3,000 倍以上 24 万倍未満であるとき 
1 台 

④ 
当該構成事業所の第 4 類危険物の取扱量が指定数量

の 24 万倍以上であるとき 
2 台 

乙種普通化学消防車 

当該構成事業所に指定施設である移送取扱所があるとき

で、以下の要件による。 
 

① 
危険物を移送するための配管の延長が 15km 以下で

あるとき 
1 台 

② 
危険物を移送するための配管の延長が 15km を越え

かつ、当該配管の経路が移送基地を中心として半径

50km の円の範囲内にとどまるとき 

2 台 

③ 
危険物を移送するための配管の延長が 15km を越え

かつ、当該配管の経路が移送基地を中心として半径

50km の円の範囲外に及ぶとき 

2 台＋範囲外に

ある配管経路を

半径 50km の円

の範囲内に包含

する場所 1 箇所

につき 1 台を加

えた台数 

注 1 ①又は②に掲げる場合及び③又は④に掲げる場合のいずれにも該当する場合は、いず

れか多い台数 
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⑵ 泡消火薬剤及び可搬式放水銃等 
防災資機材等 備え付けるべき数量 

泡消火薬剤 

⑴の基準により備え付けるべき台数の甲種普通化学消防車

又は乙種普通化学消防車（以下「普通化学消防車」という。）

が、同時に 120 分継続して泡水溶液を放水するものとした

場合に必要な量 
可搬式放水銃 

⑴の基準により備え付けるべき台数の普通化学消防車ごと

にそれぞれ 1 基、1 着、1 個 
耐熱服 

空気呼吸器又は酸素呼吸器 

 

⑶ 防災要員 

 ⑴の基準により備え付けるべき台数の普通化学消防車各 1 台につき 5 人を置き、備え付

けるべき普通化学消防車が 2 台以上の場合は、別に指揮者 1 人を置く。 
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４ 広域共同防災組織の防災資機材と防災要員 

 

4.1 防災資機材等 

⑴ 大容量泡放射システム 

 その放水能力の合計が、当該広域共同防災組織の各構成事業所の自衛防災組織のうち、

基準放水能力が最も大きい自衛防災組織の基準放水能力以上に相当するように備え付ける。 

⑵ 大容量泡放水砲用泡消火薬剤 

 当該広域共同防災組織の各構成事業所の自衛防災組織に備え付けなければならないとさ

れる大容量泡放水砲用泡消火薬剤のうち、最も多い量に相当する量を備え付ける。 

⑶ 耐熱服、空気呼吸器又は酸素呼吸器 

 ⑴により備え付けた大容量泡放水砲ごとに 1 着（1 個）に、当該大容量泡放水砲に他の

ポンプを介さずに結合されるポンプ 1 台につき、1 着（1 個）を加算した数量を備え付け

る。 

 

4.2 防災要員 

 前２、2.2、⑵の基準により防災要員を置く。 

 

4.3 広域共同防災組織を設置した場合の自衛防災組織 

 構成事業所が 4.1 及び 4.2 の基準により広域共同防災組織に防災資機材等を備え付け、か

つ、防災要員を置いた場合、各構成事業所の自衛防災組織に備え付けるべき防災資機材等及

び置くべき防災要員のうち、大容量泡放射システムに係る防災資機材等及び防災要員につい

ては、それぞれ備え付け、置くべきことを必要としない。 
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第２ 防災活動 

 

 自衛防災組織等が防災活動を行う場合において、特に留意するよう指導すべき事項は、次のと

おりである。 

 

１ 共通事項 

 

1.1 消防機関への通報 

⑴ 火災又は漏えい事故等が発生した場合は、消防機関へ直ちに通報するために次の事項に

留意する。 

ア 発見者は、直ちに消防機関へ通報する。 

イ 発見者が事業所内のあらかじめ定められた部署に連絡することとされている事業所に

あっては、当該部署は一箇所にしておく。 

ウ イの連絡を受けた部署の関係者は、直ちに消防機関へ通報する。 

エ 消防機関への非常通報体制については、常に見直しを行う。 

オ 消防機関への通報を実施したことを、通報責任者が確認する体制を確立する。 

⑵ 消防機関への通報は、少なくとも次の事項について行う。この場合、判明した項目につ

いて直ちに第 1 報として通報することとし、以後、判明し次第、逐次、第 2 報、第 3 報と

して通報する。 

ア 事故、異常現象等の種別（火災、爆発、危険物の漏えい等の別及び燃焼又は漏えいし

ている物質の種類等） 

イ 事故が発生した事業所の名称及び所在地 

ウ 事故、異常現象等が発生した施設の名称（同一名称の事業所の敷地が道路等により分

割されている場合は、事故、異常現象等が発生した施設の明確な位置） 

エ 事故、異常現象等が発生した施設の区分（危険物施設、高圧ガス施設又は高危混在施

設等の別） 

オ 事故、異常現象等の規模及び態様 

カ 死傷者及び要救助者の有無 

キ 消防機関が進入すべき事業所の入門口及び誘導員の配置状況 

 

1.2 関係機関等に対する情報提供 

 消防機関をはじめとする関係機関等が事故、異常現象等の発生現場に到着した場合は、防

災活動を円滑にするために必要な情報を提供するが、事業所内の配置等については、あらか

じめ関係機関等に確認してもらう等、平時から情報の共有に努めることも有効である。 

⑴ 防災活動を円滑にするために必要な情報としては、次のようなものが考えられる。 
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ア 事故形態及び被害状況 

イ 要救助者の有無（有りの場合は、その状況） 

ウ 燃焼及び漏えいしている又は異常現象を呈している危険物、高圧ガス、可燃性ガス等

（以下「危険物等」という。）の名称及びその性状 

エ 事故等の発生した機器の位置、箇所及び名称 

オ 緊急停止措置及び応急措置等の実施状況 

カ 周辺施設及び敷地外への災害波及の有無（有りの場合は、その状況及びそれに対する

応急措置の状況） 

キ 二次災害発生の危険性の有無（有りの場合は、具体的な危険性及びそれに対する応急

措置の状況） 

ク 周辺施設への被害状況 

ケ 消火設備等の設置及び作動状況 

コ 自衛防災組織等の活動状況 

サ 防災資機材等の集結状況 

シ 注水の可否、呼吸保護具の必要性等、防災活動上の留意事項 

⑵ 情報提供にあたっては、図面等の資料（事業所図面、施設図面、施設フロー、P&ID 等）

を有効に活用する。 

⑶ 情報提供及び情報の共有化を的確に実施するために、防災関係機関等に対して情報を提

供し、質問事項等に回答する責任者を定めておくことも有効であると考えられる。 

【情報提供等に係る責任者制度（例）】 

 神奈川県川崎市においては、従前から 「消防技術説明者制度」の導入を特定事業者に

指導している。消防技術説明者は、事業所長から選任され、予防規程・防災規程の中で届

出されている者であり、その任務としては、公設消防現場指揮本部において情報の提供、

回答を行うとともに、公設消防本部からの指示事項、協議事項を自衛防災現場指揮本部へ

伝達し、その結果報告を行うこと等がある。 

 また、最近大きな事故を経験した地域では、石油コンビナート等防災計画の見直しが行

われている。例えば、兵庫県石油コンビナート等防災計画では、「特定事業所は災害時の

防災関係機関との 連携責任者 を定め、必要な情報の提供や説明を行う」旨を明記してお

り、山口県と広島県にまたがる岩国・大竹地区石油コンビナート等防災計画では、「現地

連絡室 を事業所内に設置」とし、情報提供責任者 をあらかじめ定めるとしている。 

 

1.3 指揮本部の設置 

 自衛防災組織等は、事故等が発生した施設及び現場活動が把握できる風上等の安全な位置

に、できる限り早期に指揮本部を設けるものとし、消防機関が現場指揮本部を設置する場合
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には、当該指揮本部に隣接して指揮本部を設置する。この場合、次の事項に留意する。 

⑴ 指揮最高責任者を明示する。 

⑵ 事業所関係の指揮系統を一元化する。 

⑶ 消防活動について、消防機関と十分に協議する。 

⑷ 消防機関からの指示事項は、各任務分担者に直ちに周知徹底する。 

⑸ 消防機関と連絡にあたる要員は、腕章を着用する等、伝達要員であることを明確にする。 

⑹ 指揮本部には、目印となるその旨の標識を掲げる。 

⑺ 指揮本部には、次に掲げる設備を備えておくことが望ましい。 

ア 加入電話又は加入電話が設置されている場所と連絡できる通信設備 

イ 一斉放送用の拡声設備又は当該放送が可能な場所と連絡できる通信設備 

ウ 連絡用車両 

エ 広報用掲示板 

 

1.4 安全管理 

⑴ 危険性に関する情報を収集し、関係者で共有する。 

⑵ 活動にあたっては、二次爆発、延焼拡大、ボイルオーバー、スロップオーバー、BLEVE

等の発生及び構造物の倒壊等の危険性を考慮し、安全確保に十分配慮した活動態勢をとる。 

⑶ 危険物火災は、一般に相当な輻射熱の影響下で活動することとなるため、耐熱服、空気

呼吸器及び酸素呼吸器等の呼吸保護具、水幕設備等を活用する。（輻射熱の影響について

は、参考資料１「タンク火災等の基礎知識」、５輻射熱の影響を参照。） 

 なお、呼吸保護具の活用にあたっては、残量に配慮し、安全率も勘案して退避できるよ

うにしておく。 

⑷ 筒先において相当の熱さを感じた場合は、自己に対する放水や援護放水を受けることも

必要であるが、耐熱服の内部で熱を感じた場合は、装備の能力を超えていることが考えら

れることから、燃焼物に接近しすぎない。 

⑸ 大量の泡放射により発災現場一面が泡で覆われた状況下においては、活動する防災要員

等は移動、転戦時の障害物による転倒及び負傷等に留意する。 

⑹ 有毒物質及び有毒性ガスに対する措置 

 人体に対して有毒又は有毒性のガスを発生させる危険物等が漏えいした場合は、次の点

に留意して活動を実施する。 

ア 空気呼吸器及び酸素呼吸器等の呼吸保護具を確実に着装する。 

イ 有毒性ガスが発生している又は発生するおそれのある場所等での活動は、単独で実施

せず、互いに安全確認ができるように複数で実施する。 

ウ 適宜ガス検知を行い、有毒性ガスの状況把握に努める。 

エ 有毒物質及び有毒性ガス等に暴露した場合は、直ちに応急措置をとり、公設消防機関

（注 1） （注 2） 
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に搬送の要請を行う。 

オ 漏えいした危険物等が有毒性ガスを発生する場合は、発生するガスに応じた吸着剤、

中和剤等の除害剤を活用する。 

 なお、除害剤を活用した場合は、除害剤による二次汚染に十分留意する。 

注 1 ボイルオーバーとは、原油や重質油の火災で、燃焼が継続して高温の重質層がタン

ク底部に達したとき、底部に水分があると、この水分が熱せられて沸騰し、一気に油

を押し上げて巨大な炎を吹き上げるとともに、多量の油をタンク外に放出する現象を

いう。 

注 2 スロップオーバーとは、タンク内の高温となった燃焼油面に、泡消火剤や冷却放水

の水分が入ると、水の沸騰により油が泡状となって溢流して（溢れ出て）、広範囲に火

面が拡大する現象をいう。 

 

1.5 関係機関等との連携・協力 

 後述する大容量泡放射システムを活用する屋外タンク全面火災のような大規模な災害にお

いては、石油コンビナート等防災本部を中心として、特定事業者、道府県、市町村、特定地

方行政機関、自衛隊及び関係公共機関等（以下、「防災関係機関等」という。）が一体となっ

て災害に対処する必要がある。 

 災害発生時に連携・協力が求められる防災関係機関等及びそれらの機関が担う業務は、お

おむね次のとおりである。より有効な防災活動を展開するためには、各機関の業務を十分理

解したうえで、災害情報や防災活動内容の共有等、積極的に連携を図っていくことが望まし

い。 

 

⑴ 特定事業者 

 特定事業者は、特定事業所における災害の発生及び拡大の防止について、第一次的責任

を有することから、相互に連携・共同して、一体的な防災体制の確立に努める。 

ア 自衛防災組織 

イ 共同防災組織 

ウ 広域共同防災組織 

⑵ 道府県（石油コンビナート等防災本部） 

ア 特定事業者及び防災関係機関等が実施する防災対策が総合的かつ効果的に行われるよ

う、調整を図る。 

イ 災害広報 

⑶ 関係市町村 

ア 関係市町村は、防災関係機関等と緊密な連携のもとに有効かつ適切な応急対策活動を
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実施する。 

イ 災害広報 

⑷ 消防機関 

 消防機関（管轄消防本部、道府県内消防応援隊、緊急消防援助隊等）は、防災関係機関

等と緊密な連携のもとに、有効かつ適切な防災活動を行う。 

ア 情報の収集及び伝達 

イ 被害状況及び災害原因調査 

ウ 被災者の医療機関等への搬送 

エ 火災等の災害防ぎょ及び拡大防止 

オ 災害広報 

⑸ 特定地方行政機関 

 特定地方行政機関は、防災体制の整備、充実を図るとともに、積極的な防災活動を実施

する。 

ア 管区警察局 

(ｱ) 管区内各県警察の災害警備活動及び相互援助の指導・調整 

(ｲ) 他管区警察局との連携 

(ｳ) 管区内防災関係機関等との連携 

(ｴ) 管区内各県警察及び防災関係機関等からの情報収集並びに報告・連絡 

(ｵ) 警察通信の確保及び統制 

イ 産業保安監督部 

(ｱ) 災害に関する情報の収集及び伝達 

(ｲ) 災害原因調査及び災害再発防止対策の指導 

ウ 管区海上保安本部 

(ｱ) 海上における被災者の救援・救助 

(ｲ) 海上災害の防ぎょ活動 

(ｳ) 海上災害に係る船舶の安全確保 

(ｴ) 情報の収集及び伝達 

(ｵ) 災害原因調査 

(ｶ) 災害広報 

(ｷ) 災害発生通報 

エ 道府県労働局 

(ｱ) 災害原因調査 

(ｲ) 災害の再発防止対策の指導 

(ｳ) 情報の収集及び伝達 

(ｴ) 労災保険給付の迅速かつ適正な処理 
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オ 地方整備局 

(ｱ) 所管施設の災害防止 

(ｲ) 情報の収集及び伝達 

(ｳ) 道路の警戒、応急復旧による交通確保 

(ｴ) 港湾施設及び港湾内の災害復旧 

⑹ 地方気象台 

 気象等に関する予報、警報の発表及び伝達 

⑺ 自衛隊 

 災害派遣の実施 

ア 人命又は財産保護のため、緊急に行う必要のある応急救援又は応急復旧 

イ 災害救助のため、防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

⑻ 道府県警察本部 

 道府県警察本部は、防災関係機関等と緊密な連携のもとに、災害警備活動を実施する。 

ア 避難の指示及び誘導 

イ 負傷者の救出・救助 

ウ 広報 

エ 交通規制 

オ 情報の収集及び伝達 

カ 被害状況の把握 

キ 事故原因の究明 

⑼ 経済産業局 

 復旧資材等、防災関係物資の適正な価格による円滑な供給確保 

⑽ 関係公共機関 

ア 日本赤十字社地方支部 

 被災者に対する医療救護活動 

イ 道府県医師会 

 被災者に対する医療救護活動 

ウ 日本放送協会地方放送局 

 災害情報等の広報 

エ 電力会社 

 電力施設の保全及び応急復旧 

オ 通信会社 

 電気通信施設の保全及び応急復旧 

カ ガス会社 

 ガス施設の保全及び応急復旧 
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キ トラック協会等 

 緊急物資、大容量泡放射システムの輸送活動 

ク 高速道路関係会社 

 高速道路施設の保全及び応急復旧 
  

～地域住民等への情報発信～ 

特別防災区域内で災害が発生し、又は周辺に災害が波及するおそれがある場合は、

地域住民等の安全確保を図る必要もあることから、迅速な情報発信が求められている

といえます。 

【情報発信のポイント】 

① 情報発信の内容（例） 

・ 災害発生の日時、場所 

・ 災害の状況 

・ 防災活動の状況（現状、対応方法等の情報） 

・ 避難に関する情報（屋内避難の要否、避難所等の情報） 

・ 住民の安全・安心に関する情報（事態の見通し、危険箇所の範囲、煙や臭気の

影響、給水車等の巡回情報等の情報） 

・ その他必要事項 

② 広報車や放送設備の活用。状況により、マスコミ等の報道機関を活用し、正確な

情報を迅速に発信することにも配慮。 

③ 情報発信は、災害状況の変化や防災活動の進展等がない場合でも定期的に実施。 

 情報発信は、市町村や消防機関が実施するべきですが、災害の規模等によっては一

刻を争うこともあり、市町村等による広報が間に合わないことも考えられます。この

ような場合に備え、必要に応じて市町村等の要請に基づいて事業者が情報発信を行う

ことを想定しておくことも対応方策の一つといえます。 
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２ 施設別事項 

 

2.1 貯蔵施設 

 屋外貯蔵タンクにおける火災、漏えい事故等の発生時には、事故形態に応じて、おおむね

次の事項に留意して防災活動を実施する。 

 また、消防機関の到着後は、その指示に基づき（石油コンビナート等災害防止法第 25 条

第 1 項）、連携を十分にとって有効な防災活動となるように配意する。 

 なお、以下に掲げる対応は一例であり、実際の活動はこれに限るものではない。防災活動

は災害の状況に応じた対応が必要であり、安全管理を第一にした活動が必要である。 

 

⑴ 火災に対する応急措置及び防災活動 

ア 受入れの停止及び他タンクへの移送 

(ｱ) 受入れ中の場合は、受入れを即時に停止する。 

(ｲ) 火災が発生したタンク内の危険物を他のタンクへ移送する場合は、空気の流入等に

より火勢が強まる等、消火活動が困難にならないよう配意する。 

イ 防油堤の水抜弁等の閉止確認 

 タンクから防油堤内への危険物等の漏えいに備え、防油堤の水抜弁及び流出油等防止

堤に設けられた水門、仕切弁等の遮断装置の閉止状況を確認する。 

ウ 緊急車両入門口等の開門 

 閉鎖されている緊急車両入門口がある場合、消防隊等が進入すべき入門口や隣接事業

所との間に設けられた連絡道路の出入口等の開門を実施する。 

エ 緊急車両以外の車両の事業所内への進入制限 

 防災活動を円滑なものとするため、緊急車両以外の車両が事業所内へ進入しないよう

措置をとる。 

オ タンクの冷却 

(ｱ) 出火タンクが長時間燃焼することにより、タンク側板の座屈危険が生じるほか、内

容物が高温となり、放射された消火泡が破壊されやすくなる。 

 また、原油や重油の場合、油中の揮発成分のみが燃焼し、残った非揮発成分が高温

の重質層を形成して次第に下降（ヒートウェーブ現象）し、タンク底部の滞水層と接

触してボイルオーバーを起こす危険性があることから、タンク側板部を冷却して座屈

の防止を図るとともに、内容物の油温上昇の抑止、タンク下方への熱伝搬の抑止を図

る。 

(ｲ) 消防車両等による放水冷却を実施する場合は、タンク内へ水が流入すると、消火泡

の破壊やスロップオーバーの原因になることから、タンク内に放水することのないよ

う留意しながら、可能な限り側板の頂部に放水する。 
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(ｳ) 隣接するタンクについては、隣接するタンクの側板の塗装に変色が認められる場合

は直ちに、変色が認められない場合であっても、必要に応じて側板への放水等による

蒸気発生の有無等により受熱状況を確認し、それぞれ熱影響を受ける部分の冷却を実

施する。 

(ｴ) 出火タンクを冷却した場合であっても、ボイルオーバーやスロップオーバーの危険

性がなくなるわけではない。滞水層の厚みの予測やタンク側板の示温塗料の観察、熱

画像装置等の活用による高温重質層の位置確認を行う等、危険予知態勢の維持が必要

となる。 

カ 固定泡消火設備及び消防車両等による消火活動 

 タンクに設けられている固定泡消火設備及び自衛防災組織等が保有する消防車両等に

より消火活動にあたる際には、次の点に留意する。 

(ｱ) 消火活動は風上（やむを得ない場合は風横）から行う。 

(ｲ) 泡消火は、泡の放射量が多いほど消火効果が高くなることから、消防力の不足する

場合は、個別的な泡放射は行わず、周囲への延焼阻止及び冷却作業を重点とし、固定

泡消火設備及び消防車両等による泡放射態勢を整えた後、一斉に泡放射を実施するこ

とにより、火勢の一挙鎮圧を図る。 

(ｳ) 固定泡消火設備の作動にあたっては、バルブの誤操作を防止するため、バルブ操作

者以外の者による確認をする。 

(ｴ) 消防車両の部署にあたっては、後続の消防車両等の通行を考慮した位置に部署する。 

(ｵ) 消防車両が貯水槽を水源とする消火栓に水利部署する場合は、水量が不足する事態

に備え、海、河川等からの取水についても考慮する。 

(ｶ) 長時間の泡放射に備え、泡消火薬剤を継続的に補給できる態勢を整える。 

(ｷ) 消防車両による泡放射の射程内に入らない等の状況が生じた場合は、可搬式泡放水

砲や可搬式放水銃を積極的に活用する。 

(ｸ) タンク全面火災等の大規模な火災では、泡消火薬剤が不足し、同一の火災対象に対

して異なる種類の泡消火薬剤を併用することも考えられる。この場合、異なる種類の

泡消火薬剤の組み合わせによる消火効果の減衰等に配慮する必要がある。（参考資料

１「タンク火災等の基礎知識」、６異種泡消火薬剤の使用上の留意事項を参照。） 

キ 大容量泡放射システムによる消火活動 

 屋外貯蔵タンクの全面火災が発生した場合又は発生が予想される場合は、速やかに広

域共同防災組織等に対して大容量泡放射システムの出動を要請する。 

 大容量泡放射システムに係る活動概要は、後述の「４ 大容量泡放射システム」の項

による。 

ク 防油堤内の排水 

 活動中、防油堤内に消火残水及び冷却水が滞水した場合は、適宜、防油堤外に排水す
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る。 

ケ 制御下における燃焼 

発災箇所だけで被害をとどめることを念頭に、周辺への延焼危険を排除しておき、制

御された状態で自然鎮火するまで燃やしてしまうという戦術もある。一般的にガスタン

ク火災の際に用いられる戦術であるが、石油タンク火災の場合であっても、大規模地震

等により公設消防機関の到着が見込めない場合や、防災資機材等の不足によって消火作

業が現実的でない場合等にはこの戦術をとることも検討する必要がある。 

 この場合、出火タンクからのボイルオーバーやスロップオーバーの危険性を排除する

ための冷却活動及び隣接タンク等に対する冷却、内容物の移送等に配意する必要がある。 

 

⑵ 漏えい事故に対する応急措置及び防災活動 

ア 受入れの停止及び他タンクへの移送 

(ｱ) 受入れ中の場合は、受入れを即時に停止する。 

(ｲ) 事故が発生したタンク内の危険物を他のタンクへ移送する場合は、事故が発生した

タンクの通気能力及び受入れるタンクの通気能力及び貯蔵能力を十分勘案し、安全に

配意する。 

イ 防油堤の水抜弁等の閉止確認 

防油堤の水抜弁及び流出油等防止堤に設けられた水門、仕切弁等の遮断装置の閉止状

況を確認する。 

ウ 漏えい防止の応急措置 

(ｱ) タンクの損傷箇所に対して応急措置が可能である場合は、応急措置を実施する。 

 なお、漏えい物に引火する危険性がある場合は、その安全が確かめられる場合に限

る。 

(ｲ) タンクの側板下部又は底板から少量の危険物が漏えいしている場合は、危険物の性

質に応じて、水等による置換措置を検討する。 

 なお、置換措置を実施する場合は、置換する水等の量が危険物の漏えい量と見合う

程度となるように調整する。 

エ 漏えい範囲の拡大防止措置 

 漏えいした危険物の拡大を防止するため、次の点に留意する。 

(ｱ) 防油堤の損傷箇所の有無を確認し、防油堤外部への漏えいに備えるとともに、防油

堤内に滞留する状況となった場合は、防油堤から外周地盤への浸出に備えるために防

油堤外周の警戒を実施する。 

(ｲ) 漏えいの範囲が防油堤内に留まっている場合は、油水系、雨水系の排水溝末端を閉

鎖する準備をし、防油堤外に漏えいした場合は、直ちに排水系統への流入防止措置を

講じ、状況に応じて、油水系、雨水系を問わず排水溝末端を閉鎖する。 
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(ｳ) 土のう又は築堤で囲う等、漏えい範囲の局限化を図る。 

地震等により、防油堤等の目地部にひび割れや開口等が認められた場合、土のう単

体では止液性能が不十分であることから、防水シート（自着性改質アスファルトシー

ト）、不乾性パテ等を併用する。 

なお、この際、耐熱性への配慮や耐油性についても考慮する必要があること等にも

留意すべきである。 

防水シートや不乾性パテは、軽量かつ施工性に優れ、耐油性も一定時間の効果があ

り、単体で用いた場合においても高い止液性能を有する。なお、これらの資機材は、

構内道路が液状化により資機材の運搬車両が通行できなくなった場合も人力によって

運搬が可能である。 

(ｴ) 海上又は河川に漏えいするおそれがある場合は、あらかじめオイルフェンスを展張

する。また、状況に応じてオイルフェンスを二重に展張するほか、油処理剤、油吸着

剤等の準備をする。 

オ 引火防止措置 

 漏えいした危険物に対する引火を防止するため、次の点に留意する。 

(ｱ) 火気使用の中止 

 漏えいした危険物が低引火点のものである場合は、事業所内の火気及び火花を発す

る電気機器等の使用を直ちに中止するとともに、隣接事業所に対して火気の使用制限

を依頼する。 

(ｲ) 泡による液面被覆 

 漏えいした危険物が低引火点のものである場合は、泡により漏えい危険物の液面を

被覆する。 

 なお、漏えい危険物が高引火点のものである場合は、特別な事情がない限り液面被

覆の必要はない。 

(ｳ) ガス検知 

ａ ガス検知作業は風下側に重点を置き、側溝、くぼ地又は地盤面に近い位置で測定

する。 

ｂ 風下側に防油堤及び仕切堤がある場合は、防油堤及び仕切堤の側面は蒸気が滞留

するおそれがあるので、防油堤及び仕切堤の両側面を測定する。 

ｃ 可燃性ガス濃度が爆発限界内である場所及び爆発をした場合に影響を受けるおそ

れのある場所からは直ちに退避し、原則として当該範囲内での作業は実施しない。 

カ 回収作業 

 漏えいした危険物を回収する場合は、次の点に留意する。 

(ｱ) 回収作業に使用するタンクローリー、ドラム、ポンプ等の資機材を早期に手配する。 

(ｲ) 回収作業に使用する資機材は、高引火点危険物の回収作業にあたる場合を除き、防

- 29 - 



爆型、エアー駆動型等の火源とならないものを使用する。 

(ｳ) 回収作業にあたっては、蒸気の拡散に留意し、ガス検知等により安全を確認しなが

ら実施する。 

 

⑶ 浮き屋根の沈降事故に対する応急措置及び防災活動 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクは、図 2-1 に示すような構造であり、引火点が低く、揮発性

の高い危険物を大量に貯蔵するケースが多く、浮き屋根が傾斜し、浮き屋根上に危険物が

滞油した場合や沈降した場合には、露出した危険物によって周辺に爆発混合気が形成され

る可能性が高くなることから、タンク内の貯蔵油を抜き取る前に燃焼要素を排除する必要

がある。 

 

 

図 2-1 浮き屋根式屋外貯蔵タンク（１枚板構造）の構造の例 

 

 燃焼要素を排除する方法としては、一般的には、タンク内に二酸化炭素ガスを導入して

タンク内の酸素濃度を限界酸素濃度以下に下げる方法が多く用いられる。（窒素ガスは、空

気より軽いため、浮き屋根式屋外貯蔵タンクの場合は効果が得られない。） 

 浮き屋根の沈降事故に対しては、次の事項に留意して応急措置及び防災活動を実施する。 

 なお、応急措置及び防災活動実施中に出火した場合は、⑴火災に対する応急措置及び防

災活動に基づいて活動する。 

 

危険物

上部ウインドガーダー

中間ウインドガーダー

特型泡放出口
ローディングラダー

ルーフサポート

ガイドポール

ポンツーン

デッキ板

ルーフシール

ゲージポール

フォームダム

ルーフドレン配管

上段の図は浮き屋根が危険物の上に浮かんでいる状況 
下段の図は危険物の払出しに伴い浮き屋根が着底した状況 
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① 異常の覚知 

 異変を察知する要因及び状況については次のようなものがある。 

ア 異変を察知する要因 

(ｱ) タンク近傍の異常な臭気 

(ｲ) タンク液面指示計（レベル計）の異常値 

(ｳ) 可燃性ガス検知器の異常値 

(ｴ) 周辺住民からの異常な臭気に対する消防機関等への通報 

イ 異変を察知する状況 

(ｱ) 定時パトロール中 

(ｲ) 地震、台風等の自然災害発生後の構内点検時 

(ｳ) タンクの定期点検時 

(ｴ) タンクへの油受入れ及び払出し作業時 

 

② タンクの状況確認 

 異変を察知した場合、異常な状況を把握するため、浮き屋根上への滞油、浮き屋根の

傾斜・沈降状況について確認する。 

 確認の実施にあたっては、風上又は風横の安全な区域から可燃性ガス検知器により、

可燃性ガス濃度を測定しながら実施するとともに、タンク近辺での作業を最小限にする

等、安全管理を徹底したうえ、可能な範囲で実施する。 

ア タンク周辺の確認 

 防油堤内及びタンク外観及び雨水ドレン弁の閉鎖の確認を実施する。異常がない場

合、可燃性ガス検知器を活用し、タンク周辺の可燃性ガス濃度を測定する。 

イ 浮き屋根の状況確認 

 次の事項に留意して、適宜、可燃性ガス濃度を測定しながら浮き屋根を確認できる

場所に至り、浮き屋根の状況を確認する。 

(ｱ) 確認に向かう者は、帯電防護衣を着用するとともに、必要に応じて保護具（エア

ラインマスク、空気呼吸器等）を着用する。 

(ｲ) 可燃性ガス検知器は、タンク内の油種に応じた適切なセンサを装着している機器

を選択する。 

(ｳ) 浮き屋根が完全に着底していることを確認するために、分銅等を利用して浮き屋

根の位置を確認する。 

 図 2-2 に分銅を利用した浮き屋根の位置の確認イメージを示す。 
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図 2-2 分銅を利用した浮き屋根の位置の確認イメージ 

 

③ 警戒区域の設定 

 浮き屋根の沈降事故が発生した場合、火災、爆発、危険物の漏えい等の災害に発展す

ることが想定されることから、次の事項に留意し、火災警戒区域及び爆発危険区域を設

定する。 

 警戒区域の設定例を図 2-3 に示す。 

ア 火災警戒区域の設定 

(ｱ) 危険物の漏えい又は飛散等が予測される場所を中心として、火災危険のある区域

に設定する。 

(ｲ) 初期設定時は、安全を見込んで広めに設定する。 

(ｳ) 地形、気象及び周囲の状況等を総合的に判断し、より危険と認められる方向につ

いては広く設定する。 

(ｴ) 警戒区域は、警戒区域設定用ロープ等を活用し、明確に表示する。 

(ｵ) 漏えい量及び気象状況等の変化による危険範囲の変動を考慮し、可燃性ガスの濃

度を随時測定し、必要に応じて設定範囲の見直しを行う。 

イ 爆発危険区域の設定 

可燃性ガス濃度が爆発下限界の 25％を超える区域及びそれ以外であっても異常の
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状況から爆発又は引火危険性が高いと判断される区域では、アの例により爆発危険区

域を設定する。 

ウ 警戒区域内での活動統制 

(ｱ) 火災警戒区域内では、原則として火気及び火花を発生するおそれのある機器の使

用は禁止する。 

(ｲ) 爆発危険区域内は、原則として進入禁止とするが、応急措置及び消防活動等のた

め、緊急に、かつ、やむを得ず区域内に進入する場合は、次の事項に留意する。 

ａ 電路等の着火源を遮断する。 

ｂ 原則として耐熱服を着用する。 

ｃ 静電気の発生を防止する措置（耐熱服を水で湿らす等）を講ずる。 

ｄ 噴霧注水等による可燃性ガスの拡散、援護注水及び静電気の発生防止措置を行

う。 

ｅ 進入は、指揮者の監視下において 2 人 1 組での活動を原則とし、必要最小限の

人数とする。 

ｆ 常にガス検知器による可燃性ガス濃度の測定を実施しながら進入する。 

 

図 2-3 警戒区域設定例 

 

④ 防災資機材等の配備及び設定 

火災、爆発、危険物の漏えい等の各種災害への発展を想定し、消防車両による放水態

勢の確保等、災害発生時に早期の対応ができるよう、防災資機材等を配備及び設定する。 

ア 各種災害の発生に備え、自衛防災組織、共同防災組織、広域共同防災組織のほか、

状況に応じて公設消防隊等による防災態勢を確保する。 

イ 火災の発生に備え、異常が発生したタンクの風上に大容量泡放射システムを配備す

る。 

ウ 危険物等の漏えいに備え、吸着マット、油処理剤等を準備する。 

エ 固定消火設備及び散水設備の起動の準備（選択弁の開放等）をする。 
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オ 必要に応じて、隣接事業所等に応援を要請する。 

 

⑤ 燃焼要素の排除 

ア 二酸化炭素ガスの導入による燃焼要素の排除 

二酸化炭素ガスの導入による燃焼要素の排除にあたっては、次の事項に留意する。 

(ｱ) あらかじめ導入する二酸化炭素ガスのタンクごとの導入必要量等について計画し

ておき、その計画に従って二酸化炭素ガスを準備する。 

(ｲ) タンク内の酸素濃度及び可燃性ガス濃度測定の準備をする。測定箇所は、タンク

内の高低、円周方向等、全体を把握できるように数ヶ所設定し、定時間ごとに計測

する。 

(ｳ) 仮設配管、ホース等により二酸化炭素ガスの供給ラインを設定し、継続的に二酸

化炭素ガスを供給できる体制をとる。 

 なお、タンク内にホースを降ろす場合は、静電気の発生に留意する。 

イ 泡消火薬剤の導入による燃焼要素の排除 

 タンクの液面を泡で被覆する方法は、油種、貯蔵油の抜取り時間等によっては、泡

の沈降帯電による火災の発生の可能性を考慮する必要がある。 

(ｱ) 泡消火薬剤は、貯蔵油に対して有効性が確認されたものを使用することとし、貯

蔵油の抜取りに要する時間、消失による泡消火薬剤の補給等を考慮して必要な量を

算出する。 

(ｲ) できる限り早く液面を泡で被覆するため、防災要員及び資機材の配備状況、気象

条件等を考慮し、固定泡消火設備、大型化学消防車、高所放水車等の資機材の中か

ら適切なものを選択する。 

(ｳ) 泡消火薬剤は油に汚染されないよう、緩やかに投入し、油面全面を被覆する。 

 なお、油面全面を被覆した後も、風や自然消泡により、油面が露出することのな

いよう、油面の監視及び泡の補給を行い、貯蔵油の抜取りが完了するまで継続する。 

(ｴ) 静電気対策ホースの使用、ノズルの接地及び泡の投入速さの管理等により静電気

による引火防止に配意する。 
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【静電気の放電による屋外貯蔵タンク全面火災】 

 平成 15 年 9 月 26 日 4 時 50 分頃発生した十勝沖地震（Ｍ8.0）により、浮き屋根

が沈没し、地震の 2 日後にタンク全面火災となった災害では、静電気の放電によっ

て出火したと推定されている。 

 この災害は、やや長周期地震動の影響により、火災が発生する前日には、当該タ

ンクの浮き屋根が完全に油中に沈没してしまったため、貯蔵しているナフサの揮発

防止を目的として消火用の泡を放出し、液面を密封していた。ところが、火災発生

当日の強風により泡が片寄り、液面の一部が大気中に露出したため、ある部分では

可燃範囲に入っていた可能性が考えられる。 

 さらに、泡が時間の経過とともに消え、水に戻るときに生じる水滴がナフサ中を

沈降することによりナフサが帯電（沈降帯電）し、発生した電荷が液面上に取り残

されている泡に蓄積、この泡とタンク側板、あるいは、タンク側板と接触している

泡との間で放電し、燃焼範囲に入っていたナフサの可燃性蒸気に引火したものと考

えられている。（第 3 災害事例、2、2.1、⑶参照） 

 

⑥ 貯蔵油の抜取り 

 浮き屋根が沈降した場合、浮き屋根の状態が不明である場合が多いことから、貯蔵油

の抜取りに際しては、浮き屋根及びローリングラダー等の浮き屋根の挙動に関連する設

備の状態変化を常に監視して、臨機に対応していくことが必要である。 

 なお、これ以降、本項においては原油を貯蔵するタンクを例に解説する。 

ア 落下防止等の対策 

 貯蔵油の抜取りによって、不具合が発生すると考えられる下記の設備についての状

況を把握し、可能であれば対策を講じておく。 

(ｱ) ローリングラダー車輪と浮き上がり抑制の脱輪防止材との状況 

(ｲ) ローリングラダーとプラットホームとの接続状況 

(ｳ) ポンツーンとガイドポール又はゲージポールとの干渉状況 

 図 2-4 にローリングラダーの落下防止措置の例を示す。 
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図 2-4 落下防止対措置の例 

 

イ 浮き屋根上部が貯蔵油の液面上に露出する直前までの貯蔵油の抜取り 

 浮き屋根上部が貯蔵油の液面上に露出する直前までの貯蔵油の抜取りは、図 2-5 に

示すように受払用配管等の既設の配管を利用して貯蔵油を抜き取る。 

 貯蔵油の抜取りに際して、貯蔵油の流れや振動等で浮き屋根が動くこともあり、こ

の動きに伴ってローリングラダーやガイドポスト等が脱落、落下し、着火源になるこ

ともある。 

 よって、貯蔵油の抜取りに際しては、これらの部位の挙動や異音がないか等を確認

したうえで抜取りを徐々に行っていくべきである。 

 異常が確認された場合は、抜取りを中止し、対応方法について検討する。 

 

 

図 2-5 既設配管による貯蔵油の抜き取り 

 

 

ドレン配管

受払用配管ルーフドレン配管

ポンツーン

ローリングラダー

プラットホーム

ガイドポール

結策による固定

ＣＯ２ ＣＯ２

結索による固定 

- 36 - 



ウ 浮き屋根上部が貯蔵油の液面上に露出する直前以降の貯蔵油の抜取り 

 あらかじめ貯蔵油と水を混ぜた場合に瞬時に分離することを確認し、液面指示計の

値等を注視しながら、図 2-6 に示すようにドレン配管から水を注入して同量の貯蔵油

をルーフドレン配管から抜き取る。 

 なお、水置換等を行う場合は、比重の違いで着底した浮き屋根が動く可能性がある

ので留意する。 

 

 

図 2-6 水置換による貯蔵油の抜取り 

 

 ルーフドレン配管から貯蔵油が出てこない又はいきなり貯蔵油混じりの水が出てく

る場合は、ルーフドレン配管が破損している可能性があることから、後述するホット

タッピング工法によって設けた配管を利用し、貯蔵油を抜き取る方法を検討する。 

 ルーフドレン配管から抜き出される貯蔵油が水に置き換わってきたら、ドレン配管

からの注水を終了し、次の事項に留意して、図 2-7 に示すように浮き屋根上の貯蔵油

をルーフドレン配管から抜き取る。 

 

 
図 2-7 浮き屋根上の貯蔵油の抜取り 

ＣＯ２ ＣＯ２

ＣＯ２ ＣＯ２
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(ｱ) 浮き屋根上部が露出した以降の貯蔵油の抜き出しに際しては、ポンツーン内に浸

入している貯蔵油の重量によって、浮き屋根の破損やデッキポストの座屈、底板の

破損等が発生し、新たな漏えい事故や着火源になることもある。 

(ｲ) 貯蔵油の液位の下降に伴って浮き屋根の下側に気相部が生じ、新たな燃焼要素と

なることがある。 

 異常が確認された場合は、抜取りを中止し、対応方法を検討する。 

 

⑦ ポンツーンに浸入した貯蔵油及びデッキ上の貯蔵油の回収 

ポンツーンに浸入した貯蔵油及びデッキ上の貯蔵油を回収するためには、人が浮き屋

根上で作業することが必須となることから、引火危険性を踏まえて対応を行う必要があ

る。 

 引火危険性がある場合には、貯蔵油の引火危険性を低下させるために灯油又は軽油等

で置換することを検討する。 

デッキ上の貯蔵油の引火危険性がないことが確認された場合（原油のように経時的に

引火危険性が低下する場合もあることに留意。）には、次に示す手順でポンツーンに浸入

した貯蔵油及びデッキ上の貯蔵油の回収を行う。 

ア 側板をウォータージェットで切断し、作業用開口部を設ける。 

イ 浮き屋根上での作業前には加重確認作業を行う。 

 加重確認作業とは、浮き屋根上に作業者及び資機材等を載せて作業を行うことから、

浮き屋根がこれらの重量に耐えられるかについて確認するための作業であり、作業員

と資機材等を載せたカゴをクレーンで吊った状態で浮き屋根上に降ろし、浮き屋根の

動きを確認するといった方法がある。 

ウ ルーフサポートに座屈等を発生させないため、デッキ下に気相部ができる前にポン

ツーン内の油を抜き取る作業を先行させる。 

エ メタルタッチのポンツーンマンホールを開放する際には、衝撃火花が発生しないよ

うに図 2-8 に示す滞水方式によりマンホールを開放する。 

 

 
図 2-8 滞水方式 

 
 

水溜め用円筒

簡易シーリング

マンホール蓋

マンホール胴部

水張り
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オ 図 2-9 に示すように、エアー駆動のダイアフラムポンプでポンツーン内の滞油を抜

き取る。 

 

 
図 2-9 ポンツーン内の滞油の抜取り 

 

⑧ 残油処理（着底後の貯蔵油の抜取り） 

ア 図 2-10 に示すように、浮き屋根下に不活性ガスを注入して安全対策を図りつつ、タ

ンク内に残存する油水を抜き取る。 

 

 
図 2-10 浮き屋根下の油水の抜取り 

 

イ 図 2-11 に示すように、浮き屋根が着底したら、ルーフサポートの健全性の確認及び

未着底部分の落下防止等の安全対策を実施した後、タンク底部に残った残渣物の回収

を行う。 

 

 

ＣＯ２

側板開口部
ポンツーンマンホール

エアー駆動ダイヤフラムポンプ

ＣＯ２
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図 2-11 浮き屋根の着底状況 

 

⑨ ホットタッピング工法による貯蔵油の水置換による抜取り 

 図 2-12 に示すように、ルーフドレン配管が損傷して水置換による貯蔵油の抜取りがで

きない場合や浮き屋根が不安定な状態になった場合には、図 2-13 に示すホットタッピン

グ工法による水置換（又は灯油・軽油による置換）により貯蔵油を抜き取ることについ

て検討することも必要である。 

 なお、水置換等を行う場合は、比重の違いで着底した浮き屋根が動く可能性があるの

で留意する。 

 

 

図 2-12 ルーフドレン配管が損傷した例 

ルーフサポート

スラッジ

（残渣物：ワックス等の油分を含んだ堆積物）
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図 2-13 ホットタッピング工法により設けた配管による水置換 

 

⑷ 内部浮き蓋の異常に対する応急措置及び防災活動 

内部浮き蓋付き屋外貯蔵タンクの異常時には、内部浮き蓋の損傷に伴う内部浮き蓋上へ

の滞油等により、タンク内で爆発混合気が形成された状態となっている場合があるため、

タンク内の貯蔵油を抜き取る前に燃焼要素を排除する必要がある。 

 燃焼要素を排除する方法として、一般的には、タンク内に二酸化炭素ガスや窒素ガス等

の不活性ガスを導入してタンク内の酸素濃度を限界酸素濃度以下に下げる方法が多く用い

られるが、不活性ガスの導入に時間がかかる場合や不活性ガスの導入が困難な場合は、一

時的な対応として、泡消火薬剤による液面の被覆により、可燃性ガスの発生を抑制し、タ

ンク内の可燃性ガス雰囲気を排除する方法もある。 

 内部浮き蓋の異常に対しては、次の事項に留意して応急措置及び防災活動を実施する。 

 なお、応急措置及び防災活動実施中に出火した場合は、⑴火災に対する応急措置及び防

災活動に基づいて活動する。 

 

① 異常の覚知 

ア 内部浮き蓋付き屋外貯蔵タンクには固定屋根が設けられているため、タンク内部の

状況が分かりづらいこと等から、内部浮き蓋の異常の覚知に遅れが生じることがある。

よって、日常的な点検の実施等により、速やかに異変を察知することが重要となる。 

イ 異変を察知する要因及び状況については次のようなものがある。 

(ｱ) 異変を察知する要因 

ａ タンク内の異常な臭気 

ｂ タンク液面指示計（レベル計）の異常値 

ホットタッピング工

法により設けた配管
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ｃ 可燃性ガス検知器の異常値 

ｄ 周辺住民からの異常な臭気に対する消防機関等への通報 

(ｲ) 異変を察知する状況 

ａ 定時パトロール中 

ｂ 地震、台風等の自然災害発生後の構内点検時 

ｃ タンクの定期点検時 

ｄ タンクへの油受入れ及び払出作業時 

 

② タンクの状況確認 

 異変を察知した場合、異常な状況を把握するため、内部浮き蓋上への滞油及び内部浮

き蓋の傾斜・沈降状況を確認する。 

ア タンク周辺の確認 

 防油堤内及びタンク外観の確認を実施するとともに、可燃性ガス検知器を活用し、

タンク周辺の可燃性ガス濃度を測定する。 

イ タンク内部の確認 

(ｱ) タンク屋根の点検口、サンプリングノズル及びシェルベント等から内部を視認す

る。 

(ｲ) タンク内の状況を視認できない場合は、可能な範囲で異常を検知できるよう努め

る。検知方法の例としては、可燃性ガス検知器によるタンク内の可燃性ガス濃度測

定、内部浮き蓋までの距離測定及び防爆暗視カメラ等の使用によるタンク内の状況

確認等がある。 

(ｳ) タンク上部からの確認ができず、かつ、可燃性ガス濃度が爆発範囲内にある場合

は、タンク近辺への接近は最小限とし、レベル計等により、内部浮き蓋の異常発生

状況について把握するように努める。 

ウ 可燃性ガス濃度の測定 

(ｱ) タンク屋根の点検口及びサンプリングノズル等から、可燃性ガス検知器を使用し、

可能な範囲で可燃性ガス濃度を測定する。 

(ｲ) 内部浮き蓋の異常の状況により、タンク内部の可燃性ガス濃度が不均一となって

いる可能性があるため、可能な限り複数の箇所で測定する。 

(ｳ) 測定者は、帯電防護衣及び保護具（エアラインマスク、空気呼吸器等）を着用す

る。タンク内の測定を実施する場合、タンク内の気相部及び開口部付近では可燃性

ガス濃度が高い又は酸欠空気の存在が想定されるため、特に留意する。 

(ｴ) 可燃性ガス検知器の吸引ホースを延長し、防油堤外で測定することも考慮する。 

(ｵ) 可燃性ガス検知器は、タンク内の油種に応じた適切なセンサを装着している機器

を選択する。 
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③ 警戒区域の設定 

 内部浮き蓋の異常が発生した場合、火災、爆発、危険物の漏えい等の災害に発展する

ことが想定されることから、次の事項に留意し、火災警戒区域及び爆発危険区域を設定

する。 

ア 火災警戒区域の設定 

(ｱ) 危険物の漏えい又は飛散等が予測される場所を中心として、火災危険のある区域

に設定する。 

(ｲ) 初期設定時は、安全を見込んで広めに設定する。 

(ｳ) 地形、気象及び周囲の状況等を総合的に判断し、より危険と認められる方向につ

いては広く設定する。 

(ｴ) 警戒区域は、警戒区域設定用ロープ等を活用し、明確に表示する。 

(ｵ) 漏えい量及び気象状況等の変化による危険範囲の変動を考慮し、可燃性ガスの濃

度を随時測定し、必要に応じて設定範囲の見直しを行う。 

イ 爆発危険区域の設定 

可燃性ガス濃度が爆発下限界の 25％を超える区域及びそれ以外であっても異常の

状況から爆発又は引火危険性が高いと判断される区域では、アの例により爆発危険区

消火装置 

(エアーホーム) 

センターベント 

シール 

支持脚 

側板 

デッキマンホール 

側マンホール 
冷却散水装置 

油出入口ノズル 

オートマチック 

  ブリーダーベント 

アニュラ板 

底 板 

ゲージポール 

ポンツーン 

シェルベント 

屋根マンホール 

内部浮き蓋  

内部ラダー 

図 2-14 内部浮き蓋付き屋外貯蔵タンク（ポンツーン型）の構造 

ポンツーン 
マンホール 
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域を設定する。 

ウ 警戒区域内での活動統制 

(ｱ) 火災警戒区域内では、原則として火気及び火花を発生するおそれのある機器の使

用は禁止する。 

(ｲ) 爆発危険区域内は、原則として進入禁止とするが、応急措置及び消防活動等のた

め、緊急に、かつ、やむを得ず区域内に進入する場合は、次の事項に留意する。 

ａ 電路等の着火源を遮断する。 

ｂ 原則として耐熱服を着用する。 

ｃ 静電気の発生を防止する措置（耐熱服を水で湿らす等）を講ずる。 

ｄ 噴霧注水等による可燃性ガスの拡散、援護注水及び静電気の発生防止措置を行

う。 

ｅ 進入は、指揮者の監視下において 2 人 1 組での活動を原則とし、必要最小限の

人数とする。 

ｆ 常にガス検知器による可燃性ガス濃度の測定を実施しながら進入する。 

 

④ 防災資機材等の配備及び設定 

 火災、爆発、危険物の漏えい等の各種災害への発展を想定し、消防車両による放水態

勢の確保等、災害発生時に早期の対応ができるよう、防災資機材等を配備及び設定する。 

ア 各種災害の発生に備え、自衛防災組織及び共同防災組織のほか、状況に応じて公設

消防隊等による防災態勢を確保する。 

イ 火災の発生に備え、異常が発生したタンクの風上に三点セット（大型化学消防車、

大型高所放水車、泡原液搬送車）、甲種普通化学消防車等の消防車両を配備する。 

ウ 危険物等の漏えいに備え、吸着マット、油処理剤等を準備する。 

エ 固定消火設備及び散水設備の起動の準備（選択弁の開放等）をする。 

オ 必要に応じて、隣接事業所等に応援を要請する。 

 

⑤ 燃焼要素の排除 

 燃焼要素の排除にあたっては、次の事項に留意する。 

ア 不活性ガスの導入による燃焼要素の排除 

(ｱ) あらかじめ導入する不活性ガスの種類やタンクごとの導入必要量等について計画

しておき、その計画に従って不活性ガスを準備する。 

 なお、通気口（ベント）がある状態で確実に酸素濃度を低減するためには、なる

べく比重の大きい不活性ガスを選定する。 

(ｲ) 風や貯蔵油の抜取り時の大気吸入による不活性ガスの拡散を防止するため、通気

口を閉鎖する。閉鎖にあたっては、帯電しにくい素材を使用し、帯電の有無を随時
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確認する等、静電気による引火防止に配意する。 

 通気口の閉鎖例を図 2-15 及び図 2-16 に示す。 

 

 

 

帯電しないもので塞ぐ 
屋根ノズル 

側板 

屋根板 

図 2-15 特別通気口（ルーフベント）の閉鎖 

屋根板 

側板 

特別通気口 

帯電しないもので塞ぐ 

図 2-16 特別通気口（シェルベント）の閉鎖 
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(ｳ) タンク内の酸素濃度及び可燃性ガス濃度測定の準備をする。測定箇所は、タンク

内の高低、円周方向等、全体を把握できるように数ヶ所設定し、定時間ごとに計測

する。 

(ｴ) 仮設配管、ホース等により不活性ガスの供給ラインを設定し、継続的に不活性ガ

スを供給できる態勢をとる。 

 なお、タンク内にホースを降ろす場合は、静電気の発生に留意する。 

(ｵ) 圧力計及び流量計等を適切に使用し、タンク内の圧力管理、不活性ガスの流量管

理及び放出ガスの状況管理等により、タンク内全体が限界酸素濃度以下となるよう

配意する。 

 不活性ガスの導入状況の例を図 2-17、図 2-18 及び図 2-19 に示す。 

 

 
図 2-17 不活性ガス導入前 

 
図 2-18 不活性ガス（窒素ガス）導入例 

内部浮き蓋 
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図 2-19 不活性ガス（二酸化炭素ガス）導入例 

 

イ 泡消火薬剤の導入による燃焼要素の排除 

 タンクの液面を泡で被覆する方法は、油種、貯蔵油の抜取り時間等によっては、泡

の沈降帯電による火災の発生の可能性を考慮する必要があること、また、液面に対す

る泡の状態把握が困難であること等から、不活性ガスの調達が困難な場合における対

策と考える。 

(ｱ) 泡消火薬剤は、貯蔵油に対して有効性が確認されたものを使用することとし、貯

蔵油の抜取りに要する時間、消失による泡消火薬剤の補給等を考慮して必要な量を

算出する。 

(ｲ) できる限り早く液面を泡で被覆するため、防災要員及び資機材の配備状況、気象

条件等を考慮し、固定泡消火設備、大型化学消防車、高所放水車等の資機材の中か

ら適切なものを選択する。 

 固定泡消火設備による泡消火薬剤の投入状況の例を図 2-20 に示す。 

(ｳ) 泡消火薬剤は、油に汚染されないよう緩やかに投入し、油面全面を被覆する。 

 なお、油面全面を被覆した後も、風や自然消泡により油面が露出することのない

よう油面の監視及び泡の補給を行い、貯蔵油の抜取りが完了するまで継続する。 

(ｴ) 静電気対策ホースの使用、ノズルの接地及び泡の投入速さの管理等により静電気

による引火防止に配意する。 

 
  

- 47 - 



 

図 2-20 固定泡消火設備による泡消火薬剤の投入例 

⑥ タンク内部の貯蔵油の抜取り 

 不活性ガスを導入した場合は、タンク内が限界酸素濃度以下に管理されていること、

泡消火薬剤を導入した場合は、タンク内の可燃性ガス濃度が安全値で管理されているこ

とを確認したうえで、次の事項に留意し、タンク間シフト等により貯蔵油の抜き取りを

実施する。 

ア できる限り既設のボトム配管からタンク内の貯蔵油を抜き取る。 

イ 可能な場合は、内部浮き蓋にレベル計等を仮設して内部浮き蓋の挙動を監視し、正

常に内部浮き蓋が降下することを確認する。 

 また、タンク内から発生する異常音のモニタリングを実施する。 

ウ タンク内の酸素濃度（泡消火薬剤を投入した場合は可燃性ガス濃度）を安全値に保

つため、抜取り流量及び不活性ガス導入量（泡消火薬剤を導入した場合は空気流入量）

を適正に管理しながら抜取りを実施する。 

 貯蔵油の抜取り状況の例を図 2-21 に示す。 

 
図 2-21 貯蔵油の抜取り例 
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エ 貯蔵油の抜取り中に内部浮き蓋が危険な状態になった場合、内部浮き蓋の状態が確

認できない場合、内部浮き蓋の変形等により内部浮き蓋が降下しない場合は、灯油・

軽油等の引火点の高い液体又は水を貯蔵油の抜取り量と量が等しくなるように導入し、

置換しながら抜取りを実施する。 

 なお、水等による置換を実施した場合、比重の関係により、ボトム配管からの貯蔵

油の抜取りはできないため、⑶、⑨に示す「ホットタッピング工法による貯蔵油の水

置換による抜き取り」に準じて貯蔵油を抜き取る。 

 

⑦ 残油処理（着底後の貯蔵油の抜取り） 

 タンク内の貯蔵油を抜取り、内部浮き蓋が着底した後は、タンク開放時に実施されて

いる残油処理方法によるほか、次の事項に留意して残油処理を実施する。 

ア 内部浮き蓋上の油及び水等の排除 

(ｱ) 内部浮き蓋上に滞留した油及び水等の重量により、内部浮き蓋が座屈変形する可

能性があるため、内部浮き蓋上の油及び水等を排除する。 

(ｲ) 内部浮き蓋上の滞油はパージによる揮発・消失を待つ。ただし、揮発・消失を待

ついとまがない場合は、サンプリングノズル等から内部浮き蓋上に灯油・軽油等の

引火点の高い液体を導入し、残ガスを吸収した後、完全に抜き取る。 

イ タンク内の酸素濃度及び可燃性ガス濃度の管理 

(ｱ) タンク内の酸素濃度の管理状況を確認し、管理状況が不良の場合は、大気吸入部

分を少なくするため、センターベントの閉鎖も考慮したうえで、不活性ガスを導入

する。 

 なお、センターベントを閉鎖した場合、貯蔵油の抜取りに伴う減圧により、タン

クが変形する可能性があるため、ノズル開放等により、大気吸引用の開口部を確保

する。 

(ｲ) 不活性ガスを導入しない場合は、タンク内の可燃性ガス濃度の管理状況を確認し

たうえで、その後の抜取り作業等を実施する。 

ウ 抜き取り 

(ｱ) 内部浮き蓋の座屈の危険がある場合は、抜取り量と同量の灯油・軽油等の引火点

の高い液体又は水を導入することにより、内部浮き蓋のレベルを維持しながら貯蔵

油を抜き取る。 

 なお、水置換等を行う場合は、比重の違いで着底した浮き屋根が動く可能性があ

るので留意する。 

(ｲ) 空引きまで貯蔵油を抜き取った後、ノズルからホースを挿入し、エアーポンプ等

を接続して、可能な限り抜き取る。 

(ｳ) ポンツーン内の滞油は、タンク内の入槽環境を確立後、入槽作業時に処理する。 
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(ｴ) 貯蔵油を可能な限り抜き取った後、蒸気洗浄及び水洗浄等を実施し、完全に抜き

取る。 

(ｵ) 抜取り完了後、気相部のガスのサンプリングにより、可燃性ガス濃度等が安全値

内であることが確認された場合、側マンホール等を開放し、タンク内を強制換気す

る。 

 気相部のガスの可燃性ガス濃度等が安全値外の場合は、安全値内になるまで(ｴ)及

び(ｵ)を繰り返し実施する。 

 着底後の残油処理状況の例を図 2-22 に示す。 

 

 

図 2-22 着底後の残油処理例 

 

エ 入槽及び内部点検 

(ｱ) 開放作業は、燃焼要素の排除が完了した後、その状態が維持されていることを確

認したうえで実施する。 

(ｲ) 入槽作業は、酸素濃度の低減及び可燃性ガスの排除が完了した後、その状態が維

持されていることを確認したうえで実施するとともに、静電気対策及び消火準備を

行う。 

(ｳ) 入槽時は、火花の発生に留意しながらマンホール等を開放し、内部点検及び清掃

を実施する。 

(ｴ) 入槽する作業員は、帯電防護衣及び保護具を着装し、酸欠防止対策及び不活性ガ

ス等の吸引防止対策を実施する。 
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2.2 製造施設等 

 製造施設等における火災、爆発、漏えい事故等の発生時には、事故形態に応じて、おおむ

ね次の事項に留意して防災活動を実施する。 

 また、消防機関の到着後は、その指示に基づき、連携を十分にとって有効な防災活動とな

るように配意する。 

 なお、防災活動は災害に応じた対応が必要であり、以下の対応に限るものではない。安全

管理を第一とした活動が必須である。 

 

⑴ 火災に対する応急措置及び防災活動 

ア 発災施設への危険物等の供給及び流入停止 

 バルブ操作等により、発災施設への危険物等の供給及び流入を停止する。 

イ 発災施設等の緊急停止 

(ｱ) プラント運転中の場合は、発災施設及び関連施設を緊急停止し、状況により、近隣

施設についても緊急停止する。 

(ｲ) 緊急停止措置の実施にあたっては、実施に伴う二次的影響に十分留意する。 

(ｳ) 安全確保に必要な用役施設については、緊急停止は実施しない。 

【緊急停止措置時の対応の誤りによって爆発火災に至った事例】 

平成 24 年 4 月 22 日に発生したレゾルシン製造施設の爆発火災では、緊急停止措

置時の対応を誤ったことが爆発火災に至った直接原因と推定されている。 

この事故では、用役プラントの停止に伴い、レゾルシン製造プラントにおいて緊急

停止スイッチを作動させたところ、酸化反応器内の酸化反応を停止するため、エアー

供給を停止し、窒素供給を開始、冷却水の循環水から緊急冷却水への切り替え等正常

に作動していた。しかし、その後、酸化反応器内の液相下部の冷却速度が遅いと感じ、

経験から緊急冷却水より循環水の方が冷えると判断して インターロックを解除し

た。このインターロックの解除によって、緊急冷却水から循環水へ切り替えられたが、

同時に窒素供給が停止し、酸化反応器の攪拌が停止してしまったことに気付かなかっ

た。 

窒素供給と攪拌が停止していたため、冷却コイルのない液相上部の温度が上昇を続

けた。その後、窒素供給と攪拌の停止に気付き、エアーによる攪拌を再開するためエ

アーコンプレッサーの起動を判断したが、起動準備中も液相上部の温度が上昇し、圧

力も上昇し始めた。圧力調整弁を全開にしたが、脱圧が追い付かずに酸化反応器が爆

発して火災に至ったとされている。（第 3 災害事例、2、2.2、⑶参照） 

ウ 発災施設内の危険物等の除去等 

(ｱ) 施設内に滞留している危険物等を必要に応じて安全に処理できる設備等に排出する
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とともに、系内を窒素等により置換する。 

(ｲ) 化学反応が進行し、危険性が増大するおそれのあるものに対しては、反応停止剤等

の投入を実施する。 

エ 人員の確認及び人命検索 

 発災プラント及び他の施設について、請負作業員等を含めた人員の確認を行い、不明

者がある場合は、直ちに検索、救助活動を実施する。 

オ 警戒区域の設定 

(ｱ) 警戒区域を設定し、関係者以外の立入りを制限して二次災害を防止する。 

(ｲ) 警戒区域の範囲の設定については、風向、風速及び火災の延焼状況、二次災害発生

のおそれ等に応じて決定する。 

(ｳ) 住民等の避難の必要がある場合は、公設消防機関に要請し、指示を受ける。 

カ 火災を消火することの是非の検討 

 消火することにより、可燃性ガスが滞留する又は有毒性ガスが発生する等のおそれの

ある場合は、燃焼を制御し、消火後、漏えいを停止できるかどうかを考慮して、消火の

是非について検討する。 

キ 防災資機材の集結 

 泡消火薬剤、放水銃、泡放水砲、ガス検知器及び呼吸保護具等の防災資機材を集結す

る。 

ク 消火設備等の作動 

 消火、冷却及び遮熱等のため、消火設備及び消火用屋外給水施設等を直ちに作動させ

る。 

ケ 緊急車両入門口の開門 

閉鎖されている緊急車両入門口がある場合、消防隊等が進入すべき入門口や隣接事業

所との間に設けられた連絡道路の出入口等の開門を実施する。 

コ 緊急車両以外の車両の事業所内への進入制限 

 防災活動を円滑なものとするため、緊急車両以外の車両が事業所内へ進入しないよう

措置をとる。 

サ 障害物の排除 

 防災活動上支障となる車両、その他の物件等を排除する。 

シ 消防車両等による消火活動 

自衛防災組織等が保有する消防車両等により消火活動にあたる際には、次の点に留意

する。 

(ｱ) 消防車両の部署にあたっては、後続の消防車両等の通行を考慮した位置に部署する。 

(ｲ) 消防車両が貯水槽を水源とする消火栓に水利部署する場合は、水量が不足する事態

に備え、海、河川等からの取水についても考慮する。 
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(ｳ) 消火栓に水利部署する場合は、消火栓の取水能力に応じた台数の消防車両が部署す

るように留意する。 

(ｴ) 泡放射については、発災した位置、燃焼の状態、発災物の性状等を考慮し、泡放射

が有効であると判断された場合に実施する。 

(ｵ) 長時間の泡放射に備え、泡消火薬剤を継続的に補給できる態勢を整える。 

(ｶ) 泡放射に際しては、使用する消火薬剤の適応性、異なる消火薬剤との混合による消

火効果の減衰について留意する。 

(ｷ) 消防車両による泡放射の射程内に入らない等の状況が生じた場合は、可搬式泡放水

砲や可搬式放水銃を積極的に活用する。 

(ｸ) 大量の泡放射等により、油及び消火薬剤等が海上、河川等に漏えいしないよう回収

の措置を講じるともに、漏えいするおそれのある場合は、オイルフェンスを展張する

等、拡大防止を図る。 

(ｹ) 防災活動において、転戦及び放水位置の変更等の必要が生じた場合は、予備ホース

を延長する等、円滑な防災活動となるよう配意する。 

 

⑵ 爆発事故に対する応急措置及び防災活動 

 爆発後、火災に移行した場合の応急措置及び防災活動等については、⑴火災に対する応

急措置及び防災活動による。 

ア 発災施設への危険物等の供給及び流入停止 

 バルブ操作等により、発災施設への危険物等の供給及び流入を停止する。 

イ 発災施設等の緊急停止 

(ｱ) プラント運転中の場合は、発災施設及び関連施設を緊急停止し、状況により、近隣

施設についても緊急停止する。 

(ｲ) 緊急停止措置の実施にあたっては、実施に伴う二次的影響に十分留意する。 

(ｳ) 安全確保に必要な用役施設については、緊急停止は実施しない。 

ウ 発災施設内の危険物等の除去 

(ｱ) 施設内に滞留している危険物等を必要に応じて安全に処理できる設備等に排出する

とともに、系内を窒素等により置換する。 

(ｲ) 化学反応が進行し、危険性が増大するおそれのあるものに対しては、反応停止剤等

の投入を実施する。 

エ 人員の確認及び人命検索 

  発災プラント及び他の施設について、請負作業員等を含めた人員の確認を行い、不明

者がある場合は、直ちに検索、救助活動を実施する。 

オ 発災施設及び周辺設備等の点検 

(ｱ) 爆発による機器の破片及び爆風等により、周辺設備等に被害が生じていることがあ

- 53 - 



るため、点検を実施する。 

(ｲ) 点検で異常が発見された場合は、緊急停止、危険物等の除去等の保安措置を実施す

る。 

カ 警戒区域の設定 

(ｱ) 警戒区域を設定し、関係者以外の立入りを制限して二次災害を防止する。 

(ｲ) 警戒区域の範囲の設定については、風向、風速及び二次爆発のおそれ等に応じて決

定する。 

(ｳ) 住民等の避難の必要がある場合は、公設消防機関に要請し、指示を受ける。 

キ 防災資機材の集結 

泡消火薬剤、放水銃、泡放水砲、ガス検知器及び呼吸保護具等の防災資機材を集結す

る。 

ク 消火設備等の作動準備 

消火、冷却及び遮熱等のため、消火設備等の作動準備及び消火用屋外給水施設のポン

プ起動等を実施する。 

ケ 緊急車両入門口の開門 

閉鎖されている緊急車両入門口がある場合、消防隊等が進入すべき入門口や隣接事業

所との間に設けられた連絡道路の出入口等の開門を実施する。 

コ 緊急車両以外の車両の事業所内への進入制限 

  防災活動を円滑なものとするため、緊急車両以外の車両が事業所内へ進入しないよう

措置をとる。 

サ 障害物の排除等 

(ｱ) 防災活動上支障となる車両、その他の物件等を排除する。 

(ｲ) 爆発に伴う大量の飛散物がある場合は、消防車両の進入、ホース延長時等に行動が

制限されることになるので十分留意する。 

シ 消防車両等による防災活動 

 爆発後、火災及び漏えい等に移行しない場合であっても、原則として⑴火災に対する

応急措置及び防災活動、シに準じて、消防車両等を活用した防災活動を実施する。 

 

⑶ 漏えい事故に対する応急措置及び防災活動 

ア 発災施設への危険物等の供給及び流入停止 

 バルブ操作等により、発災施設への危険物等の供給及び流入を停止する。 

イ 発災施設等の緊急停止 

(ｱ) プラント運転中の場合は、発災施設及び関連施設を緊急停止し、状況により、近隣

施設についても緊急停止する。 

(ｲ) 緊急停止措置の実施にあたっては、実施に伴う二次的影響に十分留意する。 
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(ｳ) 安全確保に必要な用役施設については、緊急停止は実施しない。 

ウ 発災施設内の危険物等の除去 

(ｱ) 施設内に滞留している危険物等を必要に応じて安全に処理できる設備等に排出する

とともに、系内を窒素等により置換する。 

(ｲ) 化学反応が進行し、危険性が増大するおそれのあるものに対しては、反応停止剤等

の投入を実施する。 

エ 漏えい範囲の拡大防止措置 

 漏えいした危険物等の拡大を防止するため、次の点に留意する。 

(ｱ) 液体が漏えいした場合 

ａ 土のう等で囲い、漏えい範囲の局限化を図る。 

なお、地震等により、防油堤等の目地部にひび割れや開口等が認められた場合、

土のう単体では止液性能が不十分であることから、防水シートやブルーシートを併

用するほか、不乾性パテによる補修等を実施したうえでの使用に配意する。 

ｂ 漏えいが施設外に及んだ場合は、状況に応じて、油水系の排水溝、雨水系の排水

溝又は全ての系の排水溝を閉鎖する。 

ｃ 海上又は河川に漏えいするおそれがある場合は、あらかじめオイルフェンスを展

張する。 

(ｲ) ガスが漏えいした場合 

ａ 蒸気、水噴霧等により、希釈、吸収できるガスの場合は、固定消火設備等を活用

して当該措置を実施する。 

ｂ 有効な除害剤がある場合は、除害措置を実施する。 

オ 警戒区域の設定 

(ｱ) ガス濃度測定の結果等に基づいて警戒区域を設定し、関係者以外の立入りを制限し

て二次災害を防止する。 

(ｲ) 警戒区域の範囲の設定については、風向、風速、ガス特性及び着火、爆発のおそれ

等に応じて決定する。 

(ｳ) 住民等の避難の必要がある場合は、公設消防機関に要請し、指示を受ける。 

カ 防災資機材の集結 

ガス検知器、呼吸保護具、除害剤及び泡消火薬剤等の防災資機材を集結する。 

キ 緊急車両入門口の開門 

閉鎖されている緊急車両入門口がある場合、消防隊等が進入すべき入門口や隣接事業

所との間に設けられた連絡道路の出入口等の開門を実施する。 

ク 緊急車両以外の車両の事業所内への進入制限 

  防災活動を円滑なものとするため、緊急車両以外の車両が事業所内へ進入しないよう

措置をとる。 
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ケ 引火防止措置 

 漏えいした危険物等に対する引火を防止するため、次の点に留意する。 

(ｱ) 火気使用の中止 

 漏えいした危険物等が低引火点のものである場合は、事業所内の火気及び火花を発

する電気機器等の使用を直ちに中止するとともに、隣接事業所に対して火気の使用制

限を依頼する。 

(ｲ) 泡による液面被覆 

 漏えいした危険物等が低引火点のもの、あるいは高温のものである場合は、泡によ

り漏えい危険物等の液面を被覆する。 

(ｳ) ガス検知 

ａ ガス検知作業は風下側に重点を置き、側溝、くぼ地又は地盤面に近い位置で測定

する。 

ｂ 可燃性ガス濃度が爆発限界内である場所及び爆発をした場合に影響を受けるおそ

れのある場所からは直ちに退避し、原則として当該範囲内での作業は実施しない。 

コ 回収作業 

 漏えいした危険物等を回収する場合は、次の点に留意する。 

(ｱ) 回収作業に使用するタンクローリー、ドラム、ポンプ等の資機材を早期に手配する。 

(ｲ) 回収作業に使用する資機材は、高引火点危険物の回収作業にあたる場合を除き、防

爆型、エアー駆動型等の火源とならないものを使用する。 

(ｳ) 回収作業にあたっては、蒸気の拡散に留意し、ガス検知等により、安全を確認しな

がら実施する。 

(ｴ) 低引火点危険物の場合は、被覆した泡を破壊しないように作業する。 

(ｵ) 回収作業にあたっては、漏えいした危険物等の種類、性状、油層の拡大状況、時間

的経過等に応じ、最も適した回収方法を用いる。 
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３ 特定防災施設等の応急措置・維持管理 

 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、石油コンビナート等特別防災区域内の特

定事業所においても火災や危険物の漏えい等が発生し、また、地震や津波の影響により、特定

防災施設等及び防災資機材等の破損や流出が生じた。 

 特定防災施設等及び防災資機材等は、特定事業所内の火災、危険物の漏えい等の災害が発生

した場合において、その拡大を防止するために備え付けられているものであることから、地震

又は津波が発生した後においても、その機能を維持することが求められる。 

 地震又は津波の影響によって特定防災施設等及び防災資機材等に破損や流出が生じた場合は、

速やかな応急措置により機能を回復する必要があるが、応急措置にあたっては、応急措置に必

要となる資機材の整備のほか、特定防災施設等及び防災資機材等の維持管理の徹底等、平時に

おける備えが重要となる。 

 

3.1 流出油等防止堤 

 地震又は津波の影響により、流出油等防止堤に生じる被害としては、亀裂、ひび割れ、目

地切れ、沈降、崩落、流出及び堤内への滞水等があり、これらの被害が発生した場合の応急

措置及び維持管理としては次のようなものが考えられる。 

⑴ 鉄筋コンクリート造の流出油等防止堤に生じた亀裂、ひび割れ等で軽微な被害は、不乾

性パテ等のコーキング材（補修材）及びセメント等で補修する。 

⑵ 土のうや大型土のうの積み上げにより、損傷箇所を補修する。 

地震等により流出油等防止堤の目地部にひび割れや開口が認められた場合、土のう単体

の使用では止液性能が不十分であることから、防水シート及び⑴のコーキング材による補

修等と併用する。 

なお、大型土のうの配備や設置のためのクレーン等の重機について、あらかじめ手配の

手順等について確認しておく。 

⑶ 鋼矢板の地中打ち込みにより、仮設の防止堤を設ける。 

⑷ 堤内への滞水については、水抜弁を開放するほか、仮設ポンプ及びバキュームカー等を

活用し、速やかに排水する。 
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写真 2-1 

コーキング材及びセメントによる補修状況 
写真 2-2 

大型土のう＋防水シートによる補修状況 

 

3.2 消火用屋外給水施設 

 地震又は津波の影響により、消火用屋外給水施設に生じる被害としては、配管の亀裂、湾

曲、変形、消火栓との接続部の破断、貯水槽の亀裂、座屈、加圧送水設備の基礎のひび割れ

及びポンプや制御盤への浸水又は予備動力設備の冠水等による設備の使用不能等があり、こ

れらの被害が発生した場合の応急措置及び維持管理としては次のようなものが考えられる。 

⑴ 配管の亀裂、湾曲、変形、消火栓との接続部の破断については、補修バンドによる補修

又は仕切り板による破損箇所の縁切り等を実施する。 

⑵ 貯水槽の亀裂、座屈等による水利の使用不能については、仮設配管の設置により、隣接

事業所の給水配管から水源を確保する、また、海や河川等に接する場所においては、あら

かじめ取水施設を整備しておき、これらの自然水利から水源を確保する等により対処する。 

⑶ 加圧送水設備の基礎のひび割れについては、コーキング材及びセメント等で補修する。 

⑷ ポンプや制御盤への浸水、予備動力設備の冠水等による設備の使用不能については、あ

らかじめポンプ設備及び電気設備等の建屋の出入口に脱着式の防潮板を設ける、設備の周

囲に防護壁を設置する、設備を高所に設置する等により対処する。 

 

3.3 非常通報設備 

 地震又は津波の影響により、非常通報設備に生じる被害としては、停電、通信回線の断線

及び輻輳又は浸水等による使用不能があり、これらの被害が発生した場合の応急措置及び維

持管理としては次のようなものが考えられる。 

⑴ 停電については、あらかじめ非常電源設備等や電源を内蔵した可搬式設備等を設置する

ことにより対処する。 

⑵ 通信回線の断線及び輻輳については、消防機関との直通回線、災害時優先電話及び無線

設備等をあらかじめ設置することにより対処する。 

⑶ 浸水については、あらかじめ設備を高所に設置する、設備の防水化を図る又は可搬式の

設備を配備しておき、地震等の発生時に移動させる等により対処する。 
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3.4 防災資機材等 

 地震又は津波の影響により、防災資機材等に生じる被害としては、津波による流出や保管

場所への浸水による使用不能、保管場所における転倒、落下、移動による破損等があり、こ

れらの被害が発生した場合の応急措置及び維持管理としては次のようなものが考えられる。 

⑴ 津波による流出や保管場所への浸水による使用不能については、あらかじめ浸水のおそ

れがない場所で保管する、保管場所を高所とする又は津波警報等の発令時に高所へ移動さ

せる等により対処する。 

【敷地内に設けた高台の活用（例）】 

 敷地内に盛り土による高台を設け、津波警報発令時に消防車両を避難できるようにして

いるほか、非常用資材庫を設置し、可搬式ポンプ等を保管している例。 

  
写真 2-3、2-4 敷地内に設けた高台（平時は駐車場として使用している。） 

 

  
写真 2-5 高台に設けた非常用資材庫 写真 2-6 高台へ消防車両を移動した状況 

  
 

⑵ 保管場所における転倒、落下、移動による破損の防止については、あらかじめ保管場所

を整備する、転倒、落下及び移動を防止するための措置を実施する等によるほか、防災資

機材等が破損により使用不能となった際に備えて、あらかじめ代替資機材の調達方法の計

画を定めておく。 
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４ 大容量泡放射システム 

 

 大容量泡放射システムは、平成 15 年 9 月の十勝沖地震により発生した北海道苫小牧市の浮き

屋根式屋外貯蔵タンクの全面火災において、従前から配備されていた三点セット等の防災資機

材のみでは効果的な消火活動が困難であり、鎮火までに時間を要したことを受け、特定事業所

の防災体制の充実強化と防災資機材の機能強化を図るため、石油コンビナート等災害防止法の

一部改正により配備が義務付けられた防災資機材である。 

 大容量泡放射システムは、全国を 12 のブロックに分けた広域共同防災組織等に配備されてお

り、実際の運用にあたっては、システムを配備場所から発災場所へ迅速に輸送し、発災場所に

おいて設置することが求められる。そのためには、システムの輸送に必要となる車両や積み込

み用の重機等の資機材、輸送や設置に要する人員、発災場所までの輸送経路、関係各所との連

絡調整手段等について十分な事前計画を定めておくことが重要である。 

 また、「大容量泡放射システムを配備する広域共同防災組織間の相互応援に関する協定」を活

用する等、他の広域共同防災組織等との連携を図り、大容量泡放射システムの故障、補修中に

おける災害や複合災害の発生時においても大容量泡放射システムを相互に活用できるように配

慮する必要がある。 

 

4.1 大容量泡放射システムの運用と事前計画 

 屋外貯蔵タンクの全面火災が発生し、又は発生の危険性があり、大容量泡放射システムを

運用する場合、出火危険が生じた段階から鎮火に至るまで、防災関係機関等と緊密に連携を

図りながら、迅速かつ適切に防災活動を実施する必要がある。 

 

⑴ 大容量泡放射システムの運用 

出火危険が生じた段階から鎮火に至るまでの一連の防災活動及び留意事項については、

おおむね次のとおりである。 

① 初期活動 

ア システムの出動準備要請 

 防災管理者は、広域共同防災組織を代表する者に対し、システムの移動、設置等に

要する時間を考慮し、屋外タンクの浮き屋根沈下等の火災発生危険が生じた時点でシ

ステムの出動準備の要請を行う必要がある。 

 また、発災事業所が所属している広域共同防災組織への要請に加え、他の応援可能

な広域共同防災組織への要請についても検討し、協定等により応援態勢を確立するこ

とが望ましい。 

イ 指揮本部の設置と公設消防機関との連携 

 防災活動の長期化が予想されることから、指揮本部を設置する必要がある。この場
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合、指揮本部は、指揮体制、部隊の配置位置、タンクからの輻射熱や二次的災害が発

生した場合の影響等を考慮しながら、公設消防機関と緊密な調整を図ることができる

位置に設置する必要がある。 

ウ 消防機関との協議 

 浮き屋根式タンクの全面火災に対する活動は、公設消防機関との一体的な防災活動

が必要不可欠であることから、防災管理者等は指揮本部において、今後の活動方針を

公設消防機関と協議する必要がある。 

エ 指揮系統の明確化 

 浮き屋根式タンク火災の活動には、自衛防災組織、共同防災組織、広域共同防災組

織、公設消防機関、応援消防機関等の各組織が参加することが予想されることから、

指揮系統を一元化する必要がある。 

 公設消防機関が到着するまでの間は防災管理者が部隊指揮を執り、公設消防機関の

到着後は、その指示に基づき、各団体が効率的かつ一体的な防災活動ができるように

努める必要がある。 

オ 活動方針の決定 

浮き屋根式タンクの全面火災は長時間の活動となる可能性がある。活動初期におい

て各防災資機材等の配置位置等を検討し、後着するシステムの活動を阻害しない位置

又はシステム到着前に移動することを考慮した位置を選定して部署する必要がある。 

 なお、当該事業所でシステムが活動開始できる時刻を予測し、当該時刻における気

象条件を考慮に入れて部署する必要がある。 

カ 既存の防災資機材等の活用上の留意事項 

 消火を成功させるためには、大量の泡放射を継続的に行う必要があり、散発的な泡

放射は消火用水及び泡消火薬剤を浪費することとなる。消火活動の第一段階として冷

却活動を最優先とし、原則として大容量泡放射システムの準備が整うまで、既存の防

災資機材等による泡放射を行わないように努める必要がある。 

 

② 泡放射システム到着までの活動 

ア 出火タンクへの対応 

(ｱ) 冷却活動 

ａ 必要性 

 出火タンクが長時間燃焼することにより、タンク側板の座屈危険が生じるほか、

内容物が高温となり、放射された消火泡が破壊されやすくなる。 

 また、原油や重油の場合、油中の揮発成分のみが燃焼し、残った非揮発成分が

高温の重質層を形成する。この高温の重質層は燃焼の継続とともに厚くなり、次

第に下降（ヒートウェーブ現象）し、タンク底部の滞水層と接触してボイルオー
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バーを起こす危険性があるほか、粘度の高い油種の場合には、消火開始時の消火

水が噴射されることでスロップオーバーを発生させるおそれがある。 

 これらの発生危険を抑えるため、タンク側板部を冷却して座屈の防止を図ると

ともに、内容物の油温上昇の抑止、タンク下方への熱伝搬の抑止を図る必要があ

る。 

ｂ 方法例 

(a) 出火タンクの風上側においては放水銃等を複数固定し、風上からタンク側板

風上面の冷却を行う。 

(b) 出火タンクの風下側には、風横に部署した三点セット等の資機材を活用し、

側面からタンク側板風下面の冷却を行う。 

(c) 散水設備が設置されている場合は、積極的に活用し、相乗効果を図る。 

(ｲ) 内容物の移送 

 出火タンク内に存在する油種に応じて、内容物の移送を検討する必要がある。 

(ｳ) 活動上の留意事項 

 出火タンクを冷却した場合であっても、ボイルオーバーやスロップオーバーの危

険性がなくなるわけではない。滞水層の厚みの予測やタンク側板の示温塗料の観察、

熱画像装置等の活用による高温重質層の位置確認を行う等、危険予知態勢の維持が

必要となる。 

イ 隣接タンクへの対応 

(ｱ) 冷却活動 

ａ 必要性 

 隣接タンクへの延焼危険は、タンク間距離、内容物、風向、風速及び輻射熱の

大小等の条件により異なる。これらの条件によっては、油温の上昇によって出火

する可能性があることから、危険性を総合的に判断し、必要に応じて油温が上昇

する前から冷却活動を行う必要がある。 

ｂ 方法例 

(a) 隣接タンクは風下側のタンクを主として冷却活動を行う必要がある。固定散

水設備がある場合は、固定散水設備を有効に活用するほか、風横に配置された

三点セットからの放水の活用も検討する。 

(b) 隣接タンクの浮き屋根面への輻射熱も側板と同程度と考えられる場合は、状

況に応じて浮き屋根上にも散水を行い冷却する。 

(c) 散水設備が設置されている場合は、積極的に活用する。 

(d) タンク側板の高温部位を把握するため、熱画像装置等を活用する。 

(ｲ) 内容物の移送 

 タンク内に存在する油種に応じて、内容物の移送を検討する必要がある。 
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(ｳ) 可燃性蒸気の拡散防止 

 輻射熱により隣接タンクの内容物が熱せられた場合、浮き屋根の摺動部において

可燃性蒸気の濃度が上昇するおそれがあるため、可燃性蒸気の拡散防止策を講ずる

必要がある。例としては、摺動部への泡シール等がある。 

ウ システム到着に向けた事前措置 

(ｱ) 大容量泡放水砲の設定位置の確保 

 冷却活動等に伴い、タンク周辺に防災資機材等が集結していることが予想される

が、システムが到着するまでの間に、大容量泡放水砲の設定位置を開放し、最も有

効に泡放射が実施できるよう配意する。 

 設定位置は、システムが到着する時刻を予測し、その時刻における気象条件等を

勘案して風上となる場所を選定する必要がある。 

【放水砲の設置位置の事前計画（例）】 

 システム対象タンクごとに、発災時の風向等を考慮して、複数箇所の放水砲の設

置位置を想定し、その場所にマーキングすることで、放水砲の設置位置であること

を分かりやすく示している例。 

  
写真 2-7、2-8 放水砲の設置位置を示すマーキング 

 

 

(ｲ) 泡消火薬剤の供給ルートの確保 

 大容量泡放射砲による泡放射は、大量の泡消火薬剤を使用する。泡消火薬剤の供

給に泡原液搬送車及びコンテナ等を使用した場合は、入替え作業の発生が予想され

ることから、円滑な入替えができるよう、供給ルートを設定する必要がある。 

(ｳ) 防災資機材等の燃料供給ルートの設定 

 システム到着までの間、既存防災資機材等は長時間にわたって活動していること

が予想されることから、ポンプ運用等に伴う燃料消費に備え、燃料の供給方法を検

討する必要がある。 
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③ 泡放射システム到着後の活動 

ア 一斉放射の原則 

 システムは、システム単独で屋外タンク火災を消火できる能力を有するものと考え

られるが、泡放射量が多いほど消火効果が高いことを踏まえ、システムによる泡放射

に加えて既存の防災資機材等についても泡放射するように努める必要がある。 

 なお、システムから放射された泡と既存防災資機材等から放射された泡がタンク内

で混合されることとなるが、合成界面活性剤以外の泡消火薬剤の場合、発泡後の泡同

士の消泡作用は十分に小さいことが確認されている。 

イ 有効な泡放射方法 

 大容量泡放水砲から放射された泡が油面に到達し、消火効果を発揮するためには、

風及び火炎による散逸、火炎通過に伴う消泡、油面落下時の油汚染、油面における火

炎・熱による消泡等の影響をクリアする必要がある。個々のシステムごとに大容量泡

放水砲の性能は異なるが、可能な限り有効な泡放射ができるよう留意する必要がある。 

ウ 放射位置、放射角度の選択 

 風上側を原則とし、放射距離等に応じて有効な泡放射となるように努める。有効な

泡放射角度を超えて高角度となる場合、泡の散逸等の増加が予想されるため、当該大

容量泡放水砲が有効に泡放射できる角度を超えないよう放射位置、圧力等を調整する。 

エ 泡消火薬剤の供給方法等 

 泡放射量に応じて泡消火薬剤が大量に消費されることから、泡消火薬剤の供給ルー

トの確保のほか、泡消火薬剤が継続的に必要量送液できる方法を確立する必要がある。 

(ｱ) 泡消火薬剤を継続的に送液するために考慮する事項 

ａ 容器等からシステムへの直接供給 

 火災現場において、運搬された容器等から別の容器等へ泡消火薬剤を移し替え

て集結させることは、移し替えに時間がかかることや移し替えの際に発泡してし

まう等の理由から困難であることが予想される。このことから、運搬された容器

等から直接、システムに泡消火薬剤を供給できる方式について考慮する必要があ

る。 

ｂ 泡消火薬剤の圧送 

 システムに使用される混合器の配置及び泡消火薬剤の粘度によって、泡消火薬

剤を圧送して混合器に供給することが予想されることから、継続的に泡消火薬剤

を供給するため、容器等から圧力をかけて混合器まで送液できる方式について考

慮する必要がある。 

ｃ 車両・コンテナ等を使用した場合の入替え作業 

 1 の車両・コンテナ等のみで必要量の泡消火薬剤を搬送することが困難である

場合、発災現場において車両・コンテナ等の入替え作業が生じることが予想され
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る。よって、当該入替え作業が容易となる形態で搬送するとともに、作業に要す

る時間を踏まえた車両・コンテナ等の容量について考慮する必要がある。 

 また、円滑な入替え作業ができる十分な広さと車両等が往来できる堅固な地盤

を有した供給ルートの設定について考慮する必要がある。 

(ｲ) 泡消火薬剤を継続的に送液するための方法例 

 泡消火薬剤を継続的に送液するため、泡原液搬送車・コンテナ等を活用した二列

送出方式の例を図 2-23 に示す。この場合、送出は一列ごとに交互に行うものとし、

効率よく車両等を入れ替えて泡消火薬剤の供給を継続して行うことが可能となる。 
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図 2-23 二列送出方式の例 
  

混合器 

① 当初、2 台とも泡消火薬剤

を供給できる体制としてお

き、バルブ操作により、1 台

目からの供給のみを行う。 

１ 

２ 

混合器 

② 1台目の泡消火薬剤が消費

された後、バルブ操作によ

り、2 台目の車両・コンテナ

等から送液を開始し、泡消火

薬剤の供給が中断されない

ようにする。 

 2台目の泡消火薬剤が消費

されるまでの間に、1 台目の

車両の交換作業を行う。 

３ 

２ 

１ 

開 

閉 

閉 

開 

③ 2台目の泡消火薬剤が消費

された後、バルブ操作によ

り、3 台目の車両・コンテナ

等から送液を開始する。 

 以後、この作業を繰り返

し、泡消火薬剤の供給が中断

されないようにする。 

３ 

４ 

２ 

混合器 
開 

閉 

- 66 - 



オ 一斉放射開始の判断 

 自衛防災組織及び広域共同防災組織の指揮者は、次の事項を確認して一斉放射が可

能であるか否かの判断を行う必要がある。すべての事項が確認できた後、公設消防機

関と協議を行い、一斉放射開始時刻を確認するものとする。 

 なお、(ｱ)～(ｴ)の体制が整っている場合であっても、気象条件によって、泡放射が有

効に屋外タンク内へ到達できないと判断される場合は、適宜、放射時間を見合わせる

必要がある。 

(ｱ) システムの配置状況 

(ｲ) 泡消火薬剤の供給体制、供給ルートの確保状況 

(ｳ) 水源容量、水利からの送水体制 

(ｴ) システム以外の防災資機材等の泡放射体制 

(ｵ) 風向、風速等の気象条件 

カ 高所監視員による投入状況の確認 

 地上からの監視のみでは、泡放射が有効にタンク内へ投入されているかの確認が困

難なことから、公設消防機関等と協議のうえ、はしご車及びヘリコプター等を活用し、

高所から投入状況の確認を実施することが望ましい。 

 

④ 鎮火までの活動 

 出火タンク内の燃焼油の全表面を泡放射により被覆し、有炎現象がなくなった状態を

「鎮圧」、火災と直接的に関連する冷却等の活動の必要がなくなった状態を「鎮火」とし、

鎮火に至るまでの活動は次のとおりである。 

ア 鎮圧までの活動 

 大量の泡放射に伴い、燃焼油面が徐々に小さくなり火勢が衰えてくる。しかし、継

続的に投入される泡放射により油面の一部が露出し、この部分で燃焼が継続してしま

うため、この状態のままでは鎮圧状態とはなりにくい。 

 火勢が十分に衰えてきたことを高所監視員等により上方から確認し、油面の全表面

に十分な泡が行き渡っている場合、泡放射の一旦停止を試みることも有効な手段の一

つである。 

イ 鎮圧後の活動 

 泡放射による消火活動は、タンク表面の被覆による窒息効果及び泡水溶液による冷

却効果によって消火できるものである。しかし、鎮圧直後の状態では、油温及びタン

ク側板等の温度が十分に低下しておらず、再出火危険性が高い状態である。このため、

次の活動を継続する必要がある。 

(ｱ) 冷却活動 

 鎮圧直後の油温及び周囲のタンク側板等が十分に冷却されていないことから、②、
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ア、(ｱ)の出火タンクに対する冷却活動と同様に、引き続き冷却活動を行う。 

 なお、冷却活動にあたっては、熱画像装置等を活用して十分に冷却されたことを

確認することが重要である。 

(ｲ) 泡の追加投入 

 放射された泡の一部が油面で消泡した場合、油温及びタンク側板等の温度が高い

ことから再燃する可能性が高い。このため、油温等が低下するまでの間、油面の全

面を継続して覆うことができる量の泡を追加投入することが必要と考えられる。 

 また、油面に放射された泡は、油面に落下した際に油に汚染され、汚染度が高い

場合、泡表面で汚染した油が燃焼する可能性がある。水成膜泡消火薬剤を使用して

消火した場合、消火泡の耐熱性が低いため、一部が消泡して再出火すると、泡表面

で火炎が一気に広がり全面火災に拡大するおそれがある。鎮圧時に水成膜泡消火薬

剤を使用していた場合には、フッ素たん白泡消火薬剤等を用いて泡放射を追加する

ことが望ましい。 

 

⑤ 大容量泡放射システムの活用が困難なタンクへの対応 

ア タンク高さが高い場合への対応 

(ｱ) 困難となる理由 

 大容量泡放射システムは、個々のシステムごとに有効な泡放射角度の範囲が異な

ることが予想される。一般的に放射角度が高くなると、泡水溶液の滞空時間が長く

なるとともに、流速の低下が生じ、放射された泡束の分散、風による散逸及び火炎

上昇気流による散逸量の増加等が予想され、放射量に対する油面への供給量の歩留

まりが悪くなることが予想される。 

(ｲ) 対応例 

 有効な泡放射角度を超えない方策の例として、次の方法が考えられる。 

ａ 射程の延長には圧力増加が有効であることから、放射圧力を増加させて射程を

延ばし、有効な泡放射角度となる位置から泡放射を行う。 

 なお、放射圧力が同じ状態で放射流量を増加（ノズルの交換）した場合、放射

に伴う摩擦損失等が小さくなるため、射程が延長されるが、放射圧力が同一であ

るため、射程の延長効果は小さい。（摩擦損失等を 0 とした場合の放射距離の理

論値が上限となるため。） 

ｂ 消火困難となるタンク周囲に必要な高さを有した固定式台座の設置や同様の機

能を有する移動式台座の配置等、適宜な方法で放射地点の位置を高くする。 

イ タンクの位置が防油堤から遠い又は周囲に障害物がある場合への対応 

(ｱ) 困難となる理由 

 消火活動に使用する資機材は、構内通路等を用いて泡放射することが一般的であ
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るが、屋外タンクの配置状況によっては、大容量泡放水砲の放射曲線では対応でき

ない場合が予想される。例えば、構内通路等からタンクが離れている場合、発災タ

ンクまでの放射曲線上に他のタンク等の障害物が存在している場合等が考えられる。 

 特に、発災タンクまでの放射曲線上に他の屋外タンクが存在していた場合、大容

量泡放水砲の能力によっては、構内通路から届かなくなり、タンク高さが高い場合

と同様に、有効な泡放射を行うことが困難となる。 

(ｲ) 対応例 

ａ 圧力を上げて放射距離を延ばし、遠方のタンクへも放射可能にするとともに、

手前側で障害となるタンクを低角度で通過できる大容量泡放水砲を使用する。 

ｂ 消火困難となるタンクへの対策については、あらかじめ貯蔵する油種や散水設

備の設置等に配慮する。具体的には、引火しにくい油種やボイルオーバーを起こ

しにくい油種を貯蔵する、泡モニター、水幕設備又は散水設備等を付加設置する

等、ソフト面及びハード面において、防災活動が円滑に行えるよう対策を講じて

おくことが考えられる。 

 

⑵ 大容量泡放射システムの輸送計画 

 大容量泡放射システムは、システムの常置場所から最も遠い距離にある場所に所在する

特定事業所の該当タンクまで、おおむね 8 時間で輸送準備、輸送及び設定されることが求

められている。このことから、広域共同防災組織等は、当該広域共同防災組織等を構成す

る特定事業所で災害が発生したことを想定し、システムを現に備え付けている特定事業所

から、浮き屋根式タンクの全面火災が発生し、又は発生するおそれのある特定事業所に向

け、迅速かつ的確にシステムを輸送するための計画を定める必要がある。 

 

ア 輸送方法 

(ｱ) 陸上輸送 

 複数台のトラックやトレーラー等を

活用して搬送する最も一般的な輸送方

法で、輸送車両の確保は、通常、道府

県トラック協会等を通じて行う。 

 輸送ルートの計画にあたっては、高

速道路等を使用した最速の輸送ルート

のほか、高速道路等が使用できない場

合を踏まえた一般道による輸送ルート

等、2 以上の輸送ルートを定めておく。 

 

 
写真 2-9 陸上輸送の状況 
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(ｲ) 海上輸送 

陸路が不通となった場合等、海を越えてシステムを輸送する場合に備え、この輸送

手段を検討しておくことが望ましい。なお、この場合の輸送時間には、船舶への資機

材の積み込みに要する時間及び入港に要する時間等を考慮する必要がある。 

 

イ 輸送計画の作成に係る留意事項 

 システムの輸送は、必要となる車両が数十台に及ぶことが予想され、県域を越えて市

街地や高速道路を通過するほか、橋梁やトンネル等を通過する際の車両制限に係る問題

が懸念される。また、資機材の輸送車両への積載方法や発災事業所の規模によっては、

システムを構成する資機材の運び入れる順番や資機材を降ろす順番についても課題とな

ることがある。 

 よって、輸送計画の作成にあたっては、これらの課題への対応策を考慮する必要があ

る。 

(ｱ) 資機材の効率的な積載 

 システムは、大容量泡放水砲や動力消防ポンプ等の複数の大規模な資機材から構成

されていることから、必要な資機材を効率的に輸送車両へ積載することが迅速な災害

対応に繋がる。クレーン、フォークリフト等の積載に要する資機材及びこれらを操作

する防災補助要員の確保のほか、どの車両にどの資機材を積載するかを発災事業所ご

とに定めておく等、効率的な積載作業が実施できるよう配慮する。 

  

 

  

写真 2-10、2-11 フォークリフトによる大容量泡放水砲の積載状況 
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【資機材の効率的な積載に資する計画（例 1）】 

 システムの保管倉庫の出入口を直線上に 2 箇所設け、倉庫内で積載が完了した車

両はそのまま倉庫を通り抜けられる構造としているほか、一体型消防ポンプをあらか

じめトレーラーに積載した状態で保管しておき、輸送時はトラクターが連結するだけ

で搬送できるようにしている例。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 倉庫の構造 写真 2-12 一体型消防ポンプの保管状況 
 

 

【資機材の効率的な積載に資する計画（例 2）】 

 倉庫に十分な天井高さをもたせることで、倉庫内に移動式クレーンを設置できるよ

うにしているほか、出入口を 2 箇所設置し、1 台が積載作業を実施している間にもう

1 台が積載準備のために倉庫に入れるようにしている例。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-25 倉庫内の構造 写真 2-13 倉庫内の状況 
 

移動式クレーン 

輸送車両の進行方向 
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(ｲ) 橋梁及びトンネル等における車両制限 

 システムの輸送車両が、橋梁及びトンネル等の車両制限に関する基準に適合しない

場合、当該橋梁及びトンネル等を通過できないことが考えられることから、輸送計画

の作成にあたっては、輸送経路を実際に走行する等により、車両の制限に関する基準

に適合したルートを設定し、確実に輸送できるようにする必要がある。 

(ｳ) 地震及び台風等による通行制限 

 あらかじめ複数の輸送ルートを設定しておくことが重要であるが、地震及び台風等

により、橋梁等の通行制限が予想されるとき又は通行制限が敷かれたときは、警察機

関や道路管理者に通行制限の状況、解除見込等を確認したうえで、その時点において

可能な輸送ルートを選定する必要がある。 

(ｴ) 輸送車両への情報の連絡 

 交通事故の発生による通行制限等、輸送時に必要となる情報は、実際に走行してい

る輸送車両に確実に伝達することが重要である。 

 これらの情報を保有する警察機関や高速道路事業者、道路管理者等との連絡体制を

確保するとともに、携帯電話や無線機の配備、連絡要員の同乗等について考慮する必

要がある。 

(ｵ) 道路料金の取扱い 

 高速道路等を通行する場合の料金は、広域共同防災組織等が負担すべきものである

が、料金所における混乱を避け、円滑な輸送とするためには、広域共同防災組織等と

トラック協会等との輸送に関する協定や契約に「支払いに関する事項」を盛り込む等

の対策が必要である。 

 また、輸送車両を緊急通行車両として取扱い、道路料金を免除するといった場合は、

高速道路事業者等と十分な調整を図っておく必要がある。 

(ｶ) 警察機関への協力要請 

 システムを設置するまでの時間的猶予は、おおむね発災から 8 時間以内とされてい

るが、何らかの理由で、輸送経路において通常想定されない規模の交通渋滞が発生す

る等、輸送への障害が生じることも予想されることから、可能な限り警察機関による

交通規制や先導等の協力を得られるよう調整を図っておくことが望ましい。 

(ｷ) 緊急通行車両としての取扱い 

 大地震等大規模災害が発生した場合、緊急通行車両以外の車両の通行制限等（災害

対策基本法（以下「災対法」という。）第 76 条）がかかっていることが予想されるが、

システムの輸送車両が緊急通行車両として認められるためには、都道府県知事又は公

安委員会による緊急通行車両の確認（災対法施行令第 33 条）を受け、確認後に標章

等の交付を受ける必要がある。 

 大規模災害の発生後、速やかに確認の手続きが取れるよう、都道府県及び公安委員
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会等と事前に調整を図っておくことが望ましい。 

【緊急通行車両の確認手続き体制（例）】 

 緊急通行車両の確認の手続きを迅速に実施するため、県及び警察等と調整を行い、

次のように計画を定めている例がある。 

① 広域共同防災協議会（以下「協議会」という。）からトラック協会に対し、輸送

車両の手配を要請する。 

② 輸送車両及び運転手が確保されると、トラック協会から協議会に連絡が入る。 

③ 協議会は、あらかじめ定めた次のような様式に基づき必要な情報を聴取する。 

平成  年  月  日 

○○県危機管理課 殿 

○○広域共同防災協議会 
（担当）         

大容量泡放射システムの輸送車両の情報について 

このことについて、次のとおり大容量泡放射システムを輸送します。 

１ 輸送先 
２ 出発予定時間    時    分頃 
３ 輸送車両の台数 
 ⑴ トラック合計    台   ⑵ トレーラー合計    台 
４ 輸送車両の内訳 

No. トラック・ 
トレーラーの別 

最大 
積載量 

車両 
ナンバー 

乗車員の 
氏名・勤務先 

積載資機材 
の種類等 特記事項 

１ ・トラック 
・トレーラー      

２ ・トラック 
・トレーラー      

３ ・トラック 
・トレーラー      

       
 
５ 輸送車両への連絡先 
６ 予定経路 
７ その他 
 

④ 作成した様式を協議会から県に送付する。 

⑤ 県が警察に連絡し、緊急通行車両の確認を受ける。 

 この体制では、輸送車両が配備事業所に到着するより先に、緊急通行車両の確認手

続きを進めることができるというメリットがある。 

 

(ｸ) 輸送車両及び運転手に対する保障等 

 大容量泡放射システムの輸送にあたるトラック等の運転手は、災害現場という危険

な場所へ向かうこと、また、大地震等の大規模災害が発生した後の場合、災害現場へ
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向かうまでの道路等においても危険が伴うことから、万が一の事態に備え、広域共同

防災組織等とトラック協会及び輸送を担当する事業者等の間で、輸送車両及び運転手

に対する保障等について事前に取り決めておくことが望ましい。 

(ｹ) 資機材の積載及び輸送順番 

 発災事業所の敷地規模及び災害の規模等によっては、資機材を輸送する車両の発災

事業所内への入構順番を誤ると、車両が身動きできなくなる可能性や設定に余計な時

間を費やす可能性が考えられることから、発災事業所の敷地規模、防災道路の幅及び

発災施設の位置等の状況を踏まえ、効率的に資機材を設定できる積載順番、輸送順番

に配慮する。 

 

4.2 稼働実態と課題 

 平成 23年に発生した東日本大震災及び平成 24年に発生した浮き屋根式屋外タンクの浮き

屋根沈降事故においてシステムの輸送や設置が行われている。実際の泡放射は行われなかっ

たが、システムの貴重な稼働実例であり、これらの事例から様々な課題が得られている。 

自衛防災組織等の防災要員のみならず、各事業所の関係者は、これらの事例を教訓として、

いざというときに大容量泡放射システムを適切に運用できるように努める必要がある。 

 

⑴ 東日本大震災に伴い発生した製油所における球形高圧ガスタンク火災への出場 

ア 概要 

東日本大震災に伴い、千葉県内の製油所において、球形高圧ガスタンク（システム対

象タンク外）の火災が発生したことにより、冷却散水による周辺の高圧ガスタンク及び

危険物タンクへの火災拡大防止のため、事業所及び管轄消防本部が協議し、共同防災協

議会にシステムの出動を要請、共同防災協議会は、千葉県石油コンビナート等防災本部

の同意を得て出動を決定した。 

 システムの搬送は行ったが、到着時には管轄消防本部及び陸海の緊急援助隊等により、

高圧ガスタンクへの冷却放水が実施されていたため、システムによる放水は実施されな

かった。 

イ 課題 

(ｱ) 大規模地震発生による一般電話、FAX の輻輳から会員事業所、共同防災協議会事務

局相互の情報伝達に苦慮し、協定を締結していたトラック協会との連絡が取れない状

況も発生した。 

 出動要請からシステムの輸送準備完了まで計画では 3 時間 30 分であったところ、

実際には 4 時間 10 分かかった。 

(ｲ) 警防計画でシステム搬送ルート及び先導方法等を定めていたが、第一搬送ルートと

なる国道が渋滞していた。 
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 システムの配備事業所から高圧ガスタンク火災現場までの輸送時間は、輸送計画で

は 30 分のところ、実際には 90 分かかった。 

(ｳ) 火災が発生した高圧ガスタンクは、本来、大容量泡放射システムが対象としている

タンクではなく、計画にない活動であった。 

(ｴ) システムの輸送にあたった運送会社に対する情報提供（災害現場の状況等）が不足

していた。 

 

⑵ 東日本大震災に伴い発生した製油所における屋外タンクの浮き屋根沈降疑いによる出場 

ア 概要 

 東日本大震災の発生から 11 日後、宮城県内の製油所の状況を防災ヘリが上空から確

認していたところ、屋外タンクの浮き屋根上に滞油（油ではなく、黒ずんだ水であった

が、当初地上からの詳細な確認はできなかった。）が認められ、浮き屋根沈降の疑いが  

あったため、管轄消防本部等が協議のうえ、事業所から広域共同防災協議会へシステム

出動要請が行われた。 

 その後、浮き屋根の沈降はないことが確認されたため、システムの設置は行われな  

かった。 

イ 課題 

(ｱ) 地震の発生から 11 日が経過していたことから、輸送車両や燃料の不足により計画

されていた台数の車両が確保できなかった。 

(ｲ) 地震による路面損傷や津波による道路冠水のため、輸送に予定以上の時間がかかり、

発災事業所まで輸送計画では 4 時間 50 分のところ、実際には 5 時間 30 分～10 時間

（第 1～第 4 陣）かかった。 

(ｳ) 地震の影響により、輸送車両の運転手等に対する食料や水の確保に困難が生じた。 

(ｴ) 災害への対応が長期化したため、輸送車両及び運転手を発災事業所内に長時間拘束

することになった。 

 

⑶ 油槽所における屋外タンクの浮き屋根沈降による出場 

ア 概要 

 平成 24 年 11 月、沖縄県内の油槽所において原油タンクの浮き屋根が沈降し、火災発

生の危険性があったことから、システム及びその指揮本部を当該事業所内に配備した。 

 火災発生には至らなかったことから、システムによる泡放射は行われなかった。 

イ 課題 

本事例は、地震時ではなく平時に発生した事例であり、発災タンクに対するシステム

の設置場所についても事前計画で定められていたが、システムの設置完了まで長時間を

要した。その要因としては、次のようなものが挙げられており、防災要員等のシステム
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の設置に係る習熟度の向上やあらゆる事態を想定した事前準備等が課題となった。 

(ｱ) 計画に基づき、放水砲を第一順位で輸送したが、送水ポンプ設置箇所に至る道路が

一系統しか使用できない状況であったため、送水ポンプの輸送が完了するまで待機す

ることになった。 

(ｲ) 深夜時間帯での設定作業となったため、より慎重な作業となった。 

(ｳ) マニホールドを設置した場所の道路幅が極めて狭く、放水砲に繋がるホース（6B）

の曲がり調整に時間がかかった。 

(ｴ) システムの設置に使用される道路が一系統のみであり、かつ、極めて狭隘であった

ため、マニホールドから取水口に接続されるホース（12B）は、マニホールド側から

の逆延長が求められた。 

 ホースコンテナを積載したトラックは夜間の狭隘路を後退で進む必要があり、慎重

作業となったため長時間を要した。 

(ｵ) ホースコンテナから 30m のホース（12B）を引き出す予定のところ、誤って 100m

のホースを引き出してしまった。また、道路幅が狭隘で誤って引き出したホースをそ

の場に放置することは危険であったため、ホースコンテナに積み直した。 

【ホースの選択を誤らないための措置（例）】 

 当該事業所においては、この活動における反省点を受け、ホースの長さごとに結合

金具を色分けし、一目でホースの長さが分かるようにしている。 

 また、コンテナにも凡例（赤＝100m、青＝50m、白＝30m）を記載している。 

  
写真 2-14、2-15 コンテナに記載された凡例及び色分けされた結合金具の状況 

 

(ｶ) 誤って引き出したホースをホースコンテナに積み直した後、あらためて 30m のホー

スを引き出そうとしたところ、コンテナの下部に収納されていたため、上部の 50m 

ホース 1 本をコンテナ内で移動させた。 
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～被害を拡大させないための不断の取組み～ 

 自衛防災組織等は、人命安全を優先のうえ、災害の拡大防止のため防災活動にあた

ることが必要とされます。 

 これまでは、主に自衛防災組織等が行う防災活動について触れてきましたが、事業

者が行う事前の対策等についても考えてみます。 

 例えば、大規模な地震が発生し、津波警報が出された場合、津波到達予想時間が短

い地域では、退避行動を優先することができるように施設の停止作業の自動化・省力

化等の措置を実施する、津波到達予想時刻をもとにした出動及び退避に要する時間や

安全時間を踏まえ、活動時間をあらかじめ設定する（経過した場合は直ちに退避）等

の対応をとっておく必要があります。 

 また、台風や竜巻等の通過があった場合等で、何らかの被害が想定できる場合は、

速やかに点検を行うとともに、損傷があった場合は、速やかに補修を実施する体制も

必要です。 

 このように、自衛防災組織等の防災活動だけではなく、事前の備えとともに通常の

点検や速やかな補修といった対応も災害の拡大防止のためには重要です。 
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第３ 災害事例 

 

１ 防災活動上の問題点 

 過去の石油コンビナートにおける火災、爆発、危険物の漏えい等の事故において、発生した

防災活動上の問題点としては次のようなものがある。 

 事業者においては、これらの過去の事故における問題点を教訓とし、必要な対策を講じると

ともに、発生し得る事故に対し、効果的な防災活動を実施できる体制を構築することが必要で

ある。 

 

1.1 共通事項 

⑴ 消防機関への通報がなかった又は遅れた。 

⑵ 事故の発見、事故発生箇所の特定が遅れた。 

⑶ 消防機関の現場到着時に十分な情報提供がなされなかった。 

⑷ 指揮本部の設置が行われなかった。 

⑸ 夜間に発生した事故において、指揮本部に目印がなかったため、応援隊等が指揮本部を

探すのに困難であった。 

⑹ 防災活動の指示が出動したすべての自衛防災組織等に徹底できなかった。 

⑺ 伝達要員の不足により、出動した自衛防災組織等の掌握に時間を要した。 

⑻ 防災資機材等の調達、配備等に時間を要した。 

 

1.2 火災、危険物の漏えい等に対する活動 

⑴ 固定泡消火設備の配管の腐食開孔、固定泡放出口の破損等により、十分な消火活動が実

施できなかった。 

⑵ 熱によるタンクの変形のため、消火活動が円滑に実施できなかった。 

⑶ 固定泡消火設備の作動中、泡消火薬剤がなくなったと錯誤し、作動を停止してしまった。 

⑷ 水溶性危険物火災に対する泡消火薬剤（耐アルコール泡消火薬剤）が不足した。 

⑸ 火災に対する防ぎょ活動が広範囲にわたったため、事業所内関係者の指揮統一が不十分

となり、有効な消火活動が実施できなかった。 

⑹ 爆発による飛散物により、火点に接近するまでに時間を要した。 

⑺ 大量の泡放射による泡の体積のため、ホースの位置の確認が困難となり、転戦及びホー

ス延長時等が円滑にできなかった。 

⑻ 機関員が不在で、自衛防災組織の高所放水車が出動できなかった。 

⑼ 発災現場への誘導員がいなかったため、他事業所からの応援隊が水利部署に時間を要し

た。 

⑽ 可燃性蒸気の発生防止措置が遅れた。 
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⑾ 漏えいした油が高温のため、噴出部位に接近できず、漏えい防止の応急措置がとれな  

かった。 

⑿ 流出油検知装置が作動しなかった。 

⒀ ガードベースンの緊急遮断ゲートを完全に閉鎖できなかった。 

⒁ 防油堤内埋設排水管を通じて、他の仕切堤内に漏えいした油が拡散した。 

⒂ 仕切堤が未設置であったため、漏えい範囲が拡大した。 

 

1.3 安全管理 

⑴ 有毒性ガスに対する認識不足により、防護具を着装せずに活動した。 

⑵ 有毒性ガスの漏えいに対して、噴霧注水等によるガス拡散等の措置が不十分であった。 

⑶ プラントでの異常発生時、危険が予測される箇所に直行し、災害に巻き込まれた。 

⑷ 酸素呼吸器、耐熱服等の防護具及びガス検知器等の防災活動上の安全を図るために必要

な資機材の整備がなされていなかった。 

⑸ ガス検知が行われなかった。 
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２ 災害事例 

2.1 火災 

⑴ 新潟地震に伴う石油タンク等の火災 
① 覚知年月日 昭和 39 年 6 月 16 日 
② 発生都道府県 新潟県 
③ 事故タンクの概要（第 1 出火点とされるタンク） 
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 原油 
 容量 30,000 キロリットル（出火時 27,171 キロリットル） 
 タンク直径／高さ 51,500／14,500（単位：ミリメートル） 
 タンク形式 浮き屋根式（鋼製シングルデッキ型） 
④ 事故概要  
ア 昭和 39 年 6 月 16 日 13 時 01 分、新潟地震が発生し、その後まもなく、新工場と

呼ばれる地区にあった原油タンク（No.1103）から出火し、タンク周辺に溢流してい

た油に延焼して、同タンクヤード内に設置されていた別の 4 基の原油タンクを含む

全域が猛火に包まれた。さらに、地震発生から約 5 時間後、旧工場と呼ばれる地区

において出火し（第 2 出火点）、付近一帯に浸水していた水面上に浮かんだガソリン

等の油類に引火して延焼拡大したものである。 
 火災は約 2 週間にわたって燃え続け、事業所敷地内及び近隣住宅等に壊滅的な被

害が発生した。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
負傷者 1 名（第 2 出火点での火災において、活動中の消防吏員が受傷したもの。） 

(ｲ) 物的被害 
ａ 第 1 出火点 
 事業所建屋 3 棟全焼、タンク 5 基全焼、一般住家 18 棟全焼 等 

ｂ 第 2 出火点 
 事業所及び隣接事業所建屋 101 棟全焼、一般住家等 339 棟全焼 等 

⑤ 事故原因  
 地震によって浮き屋根が揺動し、浮き屋根とタンク側壁の間で生じた衝撃火花又は

摩擦熱によって可燃性蒸気に着火したとする説が最も可能性のある出火原因であると

されている。 
 なお、地震発生から約 5 時間後に発生した第 2 出火点の火災についての出火原因は

不明とされている。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア スロッシング現象により、浮き屋根が大きく揺動したこと。さらに、浮き屋根と

側壁の間に設けられたシール機構が金属製であったため、衝撃火花が発生したと考

えられること。 

イ 地震による地盤の陥没、津波等により、消火設備の機能が停止させられたこと。 
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ウ 地震により、防油堤の機能が十分に発揮できなかったこと。 
⑦ 事故の対応及び経過等  

ア 第 1 出火点の火災 
(ｱ) 新工場の 5 基の原油タンク群は、消防隊が到着したとき、すでに全面火災と  

なっていたが、他に延焼する危険がないと判断されたことから炎上するにまかせ

た。 
(ｲ) 6 月 20 日 10 時頃、出火タンクが異様な音を立てて燃焼を続け、ボイルオー   

バーの危険が濃厚であったことから、新工場タンク群の西側に防油堤を築造する

ため、県対策本部から自衛隊の出動を要請した。 
(ｳ) 現場に到着した自衛隊員は、長さ 200m、幅 1m、高さ 70cm の堤防を築き、ボ

イルオーバーに伴う延焼防止対策を講じた。 
(ｴ) 出火タンクは、6 月 29 日 17 時まで燃え続けて鎮火した。 

イ 第 2 出火点の火災 
(ｱ) 地震の影響による道路の通行障害等により、地震発生から約 4 時間後の 17 時頃

に消防車 1 台が到着したが、到着時、第 1 出火点の火災において原油タンクが猛

烈な勢いで炎上し、輻射熱のため接近ができず、また、油タンクの誘爆の危険性

が考慮されたことから、消防隊と警察職員は近隣住民に対する避難広報活動に従

事した。 
(ｲ) 地震発生から約 5 時間後の 18 時 30 分頃、事故発生事業所と隣接事業所の工場

との境界線付近から爆発音とともに火炎が上昇し（第 2 出火点の火災）、地震及び

津波により漏えい、拡散していた油類に次々と延焼し、旧工場全般にわたる火災

へと拡大した。 
(ｳ) 6 月 17 日未明にかけて応援消防隊等が火災現場に到着した後、消防機関と事業

所災害対策本部が消火対策について打ち合わせ、南側 10 基の白油等タンク群の延

焼防止及び旧工場構内の運河方面に延焼拡大中の火勢を制圧することとし、火災

防ぎょにあたった。 
(ｴ) 消防隊の懸命な努力にも関わらず、8 時第 2 ブロック群の石油タンクが誘爆し、

火勢が運河を突破した。 
 また、この第 2 ブロックの延焼拡大に伴い、道路 1 本隔てた近隣住宅地等への

延焼危険が予想されたことから、事業所構内で火災防ぎょ中であった消防車 2 台

が延焼阻止のために転戦した。 
(ｵ) 延焼阻止のために転戦した消防隊が到着時、すでに住宅に延焼を始め、2 台では

防ぎょが困難であったことから、計画を変更し、事業所構内で防ぎょ活動中の全

消防車が転戦し、延焼阻止にあたり、16 時頃鎮圧に成功した。 
 その後、警戒のため 2 個分隊を現場に残し、他の消防車は事業所構内の油火災

に対処するため再び転戦した。 
(ｶ) 6 月 18 日 0 時 30 分、応援の消防隊（化学消防車 5 台）がさらに到着し、その

後、作戦会議が開催され、活動方針が決定された。 
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(ｷ) 第 1 段階消火活動 
 5 時を期し、白油タンク群北側工作室付近の火災に対し、各化学消防車から一斉

放水が開始され、消火開始 40分後には泡の層が徐々に油面を縮小して火面を圧迫、

7 時 50 分頃、第 1 段階の消火が終了した。 
(ｸ) 第 2 段階消火活動 

ａ 第 1 段階の消火作業に引き続き、工作室西側に隣接する 4 基のタンク群の消

火活動に移った。 
ｂ 6 割程度消火した 15 時頃、突然轟音とともに 1 基のタンクが爆発、火柱が約

50m にも達して炎上し、多量の油が周囲に飛散して地上火災を拡大させた。 
 さらに、21 時 30 分にはボイルオーバーが発生し、ブロック一面に重油が飛

散して着火し、延焼範囲が拡大した。消した先から燃え広がるという一進一退

の消火活動となった。 
ｃ 6 月 19 日 4 時 55 分、新工場で火災となっていたタンクにおいてボイルオー

バーの危険性が生じたことから、5 時 20 分、消防隊は一時放水を停止して後退

した。 
ｄ ボイルオーバー危険が去った 6 時 56 分から防ぎょ活動を再開し、11 時 30 分

に第 2 段階の消火活動は終了した。 
(ｹ) 第 3 段階消火活動 

ａ 12 時から作戦会議を開催し、第 2 ブロック内で最も激しいタンクの火勢を弱

め、北風により火炎を受けている隣接タンクを防ぎょする方針を決定した。 
ｂ 資機材等の配備を終え、13 時一斉放水が開始された。放水開始後約 3 時間は、

この消火作業が功を奏し、最も火勢の激しいタンクが燃えているのみとなった

が、16 時 30 分頃突然このタンクが大音響とともにボイルオーバーを起こし、

約 100m にも達する火柱を噴出した。大量の重油が約 2,200m2の広範囲に飛散

して一面が火の海となった。 
ｃ このボイルオーバーにより、第 2 ブロック北側のタンク群等の誘爆の危険性

が高まったため、直ちに泡消火隊を増加し、21 時頃には第 2 ブロック内の火災

は完全に消火に成功した。 
ｄ 6 月 20 日 0 時頃、先のボイルオーバーに伴う溢流や飛散した油により、第 3
ブロックにおいても相当広範囲な火災となっていたことから、第 2 ブロックの

消火活動に引き続き作戦会議を開催し、2 時から消火活動に移った。 
ｅ 第 3 ブロックは浸水地帯で、消防車両の進出が不可能であったため、小型動

力ポンプによる泡放射と多量の消火器を使用して消火した。 
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⑵ タンク屋根支持構造物の倒壊等に伴う全面火災 

① 覚知年月日 昭和 50 年 2 月 16 日 
② 発生都道府県 三重県 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第二石油類 半製品灯油 
 容量 22,000 キロリットル（出火時 11,773.9 キロリットル） 
 タンク直径／高さ 50,000／12,228（単位：ミリメートル） 
 タンク形式 縦置円筒型コーンルーフ 
④ 事故概要  
ア 灯油タンク（T220-102）が突然の爆発音とともに出火し、タンク全面火災となっ

たもの。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
なし 

(ｲ) 物的被害 
ａ 半製品灯油 1,059kl 消失 
ｂ 22,000kl タンク 1 基及び隣接 22,000kl タンクの側板 500m2の塗装焼損等 

⑤ 事故原因  
 事故タンク内の空間には硫化水素ガスが存在していたため、タンク内壁及び構造物

は硫化水素によって腐食、脆性化していたところ、事故当日の気象の急変等によって

屋根板支持構造物が倒壊し、部材の衝撃あるいは摩擦エネルギーによってタンク内の

可燃性混合気に着火したものと推定されている。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア 事故タンクでは、各種廃水中に含まれる硫化水素等を灯油で抽出し、廃水中の悪

臭成分を取り除くための臭水処理装置（事業所が独自に開発した装置）を経て、半

製品灯油として貯蔵されていたため、腐食が促進されたこと。 

イ 最終的に消火に成功しているが、初期消火には失敗した。これは、事故タンクに

設置されていた消火設備は半固定消火設備で、出火直後に現場に到着した化学消防

車は4台であったにも関わらず、タンクの消火にあたったのは1台半程度で、他は隣

接タンクの延焼防止に従事したため、事故タンクへの泡供給速度が基準よりかなり

少なかったこと。このため、初期消火ができず、火炎が激しくなり、タンク側板の

座屈に伴って泡消火設備の一部が使用できなくなり、さらに泡の供給が悪くなった

ことがある。 
ウ 現場指揮本部に対する事業所側の情報提供体制が悪く、防ぎょ上の措置判断及び

関係作業の実施等に支障を生じた。 

⑦ 事故の対応及び経過等  
2 月 16 日 

 15:03 他の現場で勤務中の下請業者従業員が、異常音により火災を発見し、
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自衛消防隊詰所及び出火地区担当の操油係に非常専用電話により通報

した。 
 15:05 頃  通報を受けた自衛消防隊は、消防車両を全車出場させた。 

 
15:07 頃 

 
火災発生を覚知した各関係装置担当者は、逐次運転の停止に着手する

とともに、非直者の非常招集を行った。 

 
15:08 

 
 

・ 自衛消防隊は、管轄消防本部へ 119 番通報し、同時に管理職員に対

して非常連絡を行った。 
・ 管轄消防本部は、通報を受信し、当直全車両の出動を指令した。 

 
15:08 頃 

 
化学消防車 5 号車が、出火タンクに隣接するタンクの外面冷却注水を

開始した。 
 15:10 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

 
15:11 頃 

 
タンク南側の側板上部がタンク内側に曲がり始め、同時に火炎が上昇

し始めた。 

 
15:12 頃 

 
化学消防車 1 号車が、出火タンクの南側に隣接するタンクの送液口に

ホースを接続し、泡による液面シールを開始した。 

 
15:13 頃 

 
化学消防車 6 号車が、出火タンクの東側に隣接するタンクの送液口に

ホースを接続し、泡による液面シールを開始した。 

 

15:14 
 
 
 

 管轄消防本部の先着隊が到着した。到着時の火災状況は、タンク上部

全面にわたって黒煙及び火炎が噴出、上昇しており、火勢はタンク東端

上部が特に強く、隣接タンクへの延焼の危険が憂慮される状態にあり、

隣接タンクへの延焼防止が防ぎょ活動の最重点とされた。 

 
15:15 

 
 

・ 出火タンク内の油抜き取りのため、隣接する原油タンク等の移送を

開始した。 
・ 応援のため、他事業所の自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

 

15:30 
 
 
 

・ 管轄消防本部から事業所に対し、出火タンク内の油の抜き取り及び

コンビナート各社の自衛消防隊への応援要請が指示された。 
・ 指示に基づき、自衛消防隊が、コンビナート各社に自衛消防隊の応

援を要請した。 

 
－ 
 

管轄消防本部から事業所に対し、出火タンクの油量及び油温の確認が

指示された。 
 15:40 事象所内に対策本部を設置した。 
 15:43 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

 

15:45 
 
 
 

・ 管轄消防本部の現地指揮本部が設置された。 
・ 市に事故対策本部が設置された。 
・ 管轄消防本部から自衛消防隊に対し、隣接タンクへの泡による液面

シールの実施を指示された。 
 15:50  管轄消防本部から市内消防団の全分団に対し、出場が指令された。 
 15:53 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

- 84 - 



 

16:00 
 
 
 

・ 出火タンク内の油の移送を開始した。 
・ 管轄消防本部から事業所に対し、地上からの泡放射では屋根まで届

かないため、防油堤内に消火作業用の足場を構築する旨の指示がなさ

れた。 
 16:05 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

 

16:07 
 
 
 

・ 管轄消防本部が泡原液搬送車の出動を指令した。 
・ 管轄消防本部から事業所に対し、市内 3 消防署からの泡原液の運搬、

隣接事業所の高所放水車の出動、及びコンビナート全社に対する泡放

水砲の提供の要請が指示された。 

 

16:08 
 
 
 

・ 管轄消防本部から事業所に対し、高所からの泡放射用として、ク  

レーン車の調達が指示された。 
・ 隣接事業所に対して高所放水車の出動を、コンビナート全社に対し

て泡放水砲の提供を要請した。 
 16:20  高所放水車 1 台が到着し、消火作業を開始した。 
 16:30  クレーン車 2 台が到着し、泡放水砲の取り付けを開始した。 
 16:49 防油堤内に構築していた消火作業用足場 3 箇所が完成した。 

 
16:50 

 
 

一斉放水を開始した。（2,000l/m の高所放水車 1 台、クレーン上の

1,800～2,000l/m の泡放水砲 3 基、消火作業用足場に設置したノズル 12
口、見かけ泡放水量 15,800l/m） 

 17:15 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 
 18:40 応援のため、隣接事業所自衛消防隊の化学消防車 1 台が到着した。 

 
19:15 

 
・ 火勢は最盛期の約 3 分の 1 に減衰した。 
・ 消防団の車両 9 台の引き揚げが指令された。 

 19:30  火勢鎮圧 
 19:40  鎮火（再燃防止のため、泡放射及び冷却注水が継続して実施された。） 

 
20:15 

 
・ 隣接事業所自衛消防隊の泡原液搬送車 1 台が到着した。 
・ 消防団及び応援自衛消防隊等が、逐次引き揚げを開始した。 

 20:20  タンクの油温を確認したところ 60℃であった。 

 
20:25 

 
 タンクの油温を下げるため、車両 7 台による冷却注水（一部泡放射）

を開始した。 
 21:00  応援自衛消防隊の化学消防車 4 台が引き揚げを開始した。 
 23:00  応援自衛消防隊の化学消防車 1 台が引き揚げを開始した。 
 2 月 17 日 
 1:30 応援自衛消防隊の化学消防車 2 台が引き揚げを開始した。 

 
3:00 

 
 

・ タンクの油温を確認したところ 10℃であった。 
・ 警戒のため、自衛消防隊の消防車 2 台を残し、その他全車両の引き

揚げを開始した。 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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⑶ 十勝沖地震に伴うタンク全面火災 
① 覚知年月日 平成 15 年 9 月 28 日 
② 発生都道府県 北海道 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 原油 
 容量 32,779 キロリットル（出火時 26,874 キロリットル） 
 タンク直径／高さ 42,700／24,390（単位：ミリメートル） 
 タンク形式 浮き屋根式（鋼製シングルデッキ型） 
④ 事故概要  
ア 平成 15 年 9 月 26 日 4 時 50 分頃、十勝沖を震源とする M8.0 の地震が発生し、当

該事業所の原油タンクで火災が発生したほか、ナフサタンクの浮き屋根が沈降した。 
 原油タンクの火災は発生から約 7 時間で鎮火したが、ナフサタンクの浮き屋根は、

地震の翌日には完全に油中に沈没したことから、ナフサの揮発防止のため、消火用

の泡により液面を密封していたところ、28 日になって当該ナフサタンクで全面火災

が発生した。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
なし 

(ｲ) 物的被害 
ａ ナフサタンク 1 基焼損 
ｂ 灯油タンク 2 基一部焼損 
ｃ その他事業所内外の設備等焼損 

⑤ 事故原因  
 当該ナフサタンクの浮き屋根は、火災の前日には完全に油中に沈没しており、ナフ

サの揮発防止のため、消火用の泡により液面を密封していたが、火災が発生した 28 日

は風速が強く、泡が風に押されてタンク南側に片寄ってしまい、液面の一部は大気中

に露出していた。このため、揮発したナフサは風に流されるとともに空気で希釈され

るため、ある部分では燃焼範囲（1.5vol％～7.6vol％）になっていた可能性がある。 
 さらに、泡が時間の経過とともに消え、水に戻るときに生じる水滴がナフサ中を沈

降することによりナフサが帯電（沈降帯電）し、発生した電荷が液面上に取り残され

ている泡に蓄積、この泡とタンク側板、あるいは、タンク側板と接触している泡との

間で放電し、燃焼範囲に入っていたナフサの可燃性蒸気に引火したものと推定されて

いる。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア やや長周期の地震動により、当該地域において事故発生以前に想定されていた以

上のスロッシング現象が生じたこと。その結果、浮き屋根が大きく揺動して損傷、

沈下等が発生したこと。 

イ 泡消火薬剤が不足し、在日米軍を含め、全国から集めたため、消火活動に長時間
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を要したこと。 
⑦ 事故の対応及び経過等  

ア 地震発生から火災発生に至るまでの経緯 
(ｱ) 9 月 26 日 4 時 50 分頃、十勝沖を震源とする M8.0 の地震が発生し、ほぼ同時に

事業所内の原油タンク（30006 タンク）でリング火災が発生し、12 時 09 分に鎮

火した。 
 また、地震の影響により、ナフサタンク（30063 タンク）の浮き屋根が損傷を

受け、浮き屋根上にナフサが漏えいした。 
(ｲ) 27 日、浮き屋根上へのナフサ漏えいが徐々に拡大し、ナフサタンクの浮き屋根

が完全に油中に沈没した。ナフサの揮発を防止するため、消火用の泡により液面

を密封した。 
(ｳ) 28 日、風により液面を密封していた泡が片寄り、ナフサの一部が大気中に露出

し、全面火災が発生した。 
イ 火災発生後の対応の概略 
【9 月 28 日】 
(ｱ) 10 時 46 分、事業所から管轄消防本部へ 119 番通報がなされた。 
(ｲ) 10 時 51 分、火災タンクの固定泡消火設備による泡放射を開始した。（11 時 40

分まで実施） 
(ｳ) 10 時 59 分、管轄消防隊が現場に到着、タンクに設置された固定泡消火設備を

使って消火活動を行うとともに、火災タンク及び隣接タンクの側板の冷却放水を

開始した。 
(ｴ) 11 時 30 分、タンク内の残存ナフサ（液面高さ 18.7m）を他のタンクへ移送す

るための作業を開始した。（29 日 0 時 28 分まで実施） 
(ｵ) 隣接タンク 3 基の泡シールを実施 
(ｶ) 12 時 15 分、三点セット（高所放水車、大型化学車、泡原液搬送車）が 4 セッ

ト集結し、主として風上側から消火活動を行った。 
ａ 隣接タンクまでの距離が短かったため、発生当初は隣接タンクへの延焼防止

に主眼が置かれた。 
ｂ 2 日前に同事業所内で発生した原油タンク火災において、備蓄していた泡消火

薬剤を大量に使用していたため、泡及び消火用水が不足していた。そのため、

消火用水は主に海水を取り入れて使用した。 
ｃ 公設消防が所有する泡消火薬剤の大部分は、たん白泡消火薬剤に比べて消火

性能が劣る合成界面活性剤泡消火薬剤であったこと、タンク高さが 24.4m と高

く、強風で泡消火薬剤がタンク内に届かなかったこともあって、当初はほとん

ど消火効果が得られなかった。 
 そのため、北海道内及び本州の各消防本部から協力を得ながら、応援消防隊

の要請、消火薬剤の緊急搬送を進め、断続的に三点セットによる消火活動がな

され、隣接タンクの冷却が行われた。 
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(ｷ) 12 時 38 分、風により大量の黒煙が市街地に向かい、市民から苦情が出たこと

から、市が住民に対して広報を実施した。 
(ｸ) 18 時 28 分、隣接タンク 3 基の油シフトを開始 
(ｹ) 18 時 30 分、オイルフェンスの展張完了 
【9 月 29 日】 
(ｱ) 朝になって風がやや収まり、また、応援消防隊及び泡消火薬剤（主として水成

膜泡消火薬剤）が到着して消防活動の体制が整ったため、本格的な消火活動が開

始された。しかし、泡放射の効果が見られず、再び泡消火薬剤が不足し始めたた

め、水放水に切り替えられた。その後は、追加の泡消火薬剤の到着にあわせて、

断続的に泡放射による消火活動が行われた。 
(ｲ) 13 時 20 分、高所放水車による火災タンクへの冷却活動を止め、消火活動に集

中していたところ、タンクの急激な座屈が始まった。これは、タンク側板部が高

温になり、タンク上部の荷重を支えられなくなったために起こったもので、この

結果、周囲への放射熱が急激に増し、消火作業中の消防隊員は一時退避した。 
 その後、火勢が収まり、また、側板の座屈によってタンク高さが低くなったた

め、泡消火薬剤が容易にタンク内に入るようになった。その結果、消火活動は進

展し、火勢がだんだん弱まってきた。 
(ｳ) 14 時 39 分及び 15 時 05 分、隣接タンク 2 基に対し、泡シールを開始 
(ｴ) 16 時 23 分、輻射熱により、発災タンク西側の芝生から火災が発生（ホースハ

ンドノズル及び粉末消火器により 17 時 32 分に消火完了） 
(ｵ) 20 時 00 分、火勢が収まった。 
【9 月 30 日】 
(ｱ) 2 時 10 分、小康状態が続いていたが、部隊再編成のため泡放射を一時停止して

いたところ、急激に炎上した。（3 時 50 分、火勢をほぼ制圧） 
(ｲ) 5 時 10 分、熱画像装置によりタンク側板の温度測定を実施、温度が降下してい

ることを確認し、鎮圧を宣言した。 
(ｳ) 6 時 40 分、バスケット付き大型高所放水車でタンク内全面が泡で覆われている

ことを確認し、6 時 55 分鎮火を宣言した。 
(ｴ) 8 時 25 分、災害現場指揮本部を解散した。 
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⑷ エチレンプラント火災事故 
① 覚知年月日 平成 19 年 12 月 21 日 
② 発生都道府県 茨城県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 エチレンプラント 
 施設区分 危険物製造所、高圧ガス施設 

 
概要 
 

ナフサや灯油等を熱分解、分離精製し、エチレン等の石油化学製

品の中間原料を生産する施設 
④ 事故概要  
ア エチレンプラントの分解炉のデコーキング（製造過程で、分解炉の反応管内壁に

付着した炭素分を、スチーム及び空気を用いて燃焼除去する作業）の終了後、分解

炉出口配管に供給するクエンチオイルを遮断するため、配管に挿入していた仕切板

の抜取り作業を実施していたところ、何らかの原因で AOV（クエンチオイル元弁）

が開となってクエンチオイルが漏えいし、発火した。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
死者 4 名（協力会社社員） 

(ｲ) 物的被害 
分解炉 1 基全焼、分解炉 2 基一部焼損 

⑤ 事故原因  
ア クエンチオイルの漏えい原因 
 クエンチオイルは分解ガスを冷却するためのものであり、デコーキング時は、AOV
を閉鎖するとともに、AOV の二次側に仕切板を挿入することにより供給を停止する。

この仕切板は重量が約 80kg あるため、足場パイプ等によりチェーンブロックを吊り

下げて作業を行う。 
 工事安全指示書では、デコーキング時、AOV に施錠することが記載されているが、

本件のデコーキング時には施錠がされず、また、AOV の駆動源である空気元弁も開

放されていた。このような状況下で、デコーキング終了後、仕切板を抜き取るため

に作業員がチェーンブロックのハンドチェーンを引いたところ、チェーンが AOV の

操作スイッチに接触して開放し、クエンチオイルが漏えいしたものと推定されてい

る。 
イ 発火原因 
 デコーキングは 10 階で実施されていたが、そのとき 8 階では断熱工事が実施され

ていたことから、8 階において高温となる配管の被覆が十分でなかった箇所があった

と考えられ、また、10 階で漏えいしたクエンチオイルが 8 階まで到達することも推

測されている。 
 このことから、10 階で漏えいしたクエンチオイルが 8 階の高温となっていた配管

被覆が十分でなかった箇所に触れ、発火した可能性が高いと推定されている。 
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⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア クエンチオイルの漏えいに関すること。 

(ｱ) AOV の操作スイッチが誤って開となったこと。 
操作スイッチは、他の炉では、ボックス内に収納されているが、発災炉では、

設置位置床面から約 2m と高く、作業者等との接触が考えられないことから、ボッ

クス内に収納されていなかった。 
(ｲ) AOV の操作スイッチを操作する前後には、基本操作として、その都度 AOV の

駆動源である空気元弁を開閉しなければならないことを、作業従事者に対して教

育により徹底していたにも関わらず、空気元弁の閉止が実施されなかったこと。 
ａ AOV 駆動用空気元弁の操作が基準類に明記されていなかった。 
ｂ 発災炉の AOV 駆動用空気元弁は、他の炉とは異なり、AOV の操作スイッチ

から離れた場所に設置され、一連の操作となりにくい環境となっていた。 
(ｳ) 万が一 AOV の操作スイッチが動作した場合でもクエンチオイルの漏えいを回

避するため、AOV 施錠（AOV をチェーンで固定すること）を工事の安全措置と

して取り決めていたにも関わらず、AOV 施錠が実施されなかったこと。 
ａ グループ内の意思伝達の仕組みが機能せず、AOV 施錠の指示が AOV の運転

担当に伝達されず、運転担当が用いる作業確認リストに AOV 施錠の記載が欠落

していた。 
ｂ デコーキング実施前にグループの工事立会者が AOV 施錠を確認するべきで

あったが、工事立会者が所持していた書類に AOV 施錠の記載がなく、確認され

ないまま工事が開始された。 
ｃ 発災炉と他の炉では設備仕様が異なることから、デコーキングに関する作業

手順も異なっていた。 
イ 組織及び人に関すること。 

(ｱ) 不安全を不安全と認識していなかった。 
(ｲ) 必要と認識していた又は決定されていた安全に関わる操作を基準化していなか

った。 
(ｳ) 個人の安全意識に頼り過ぎていた。 

ウ 人的被害の拡大要因に関すること。 
(ｱ) 仕切板の入替作業と階下の断熱工事を同時並行で実施していた。 
(ｲ) 災害の緊急性を想定できず、適切な避難誘導ができなかった。 

⑦ 経過等  
12 月 5 日 

 
12:00 

 
発災した炉のボイラー性能検査のため、原料であるナフサの供給を停

止 
 14:30  AOV 二次側のクエンチオイルラインに仕切板を挿入 
 16:50 デコーキング開始 
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 12 月 6 日 
 11:00  デコーキング終了 
 18:50 デコーキング終了に伴い、燃料ガス元弁を閉止し、消火を確認 
 12 月 7 日 
 － ボイラー性能検査作業開始 
 12 月 13 日 
 － ボイラー性能検査終了 

12 月 16 日 
 13:00 分解炉本体の加温前作業開始 

 
19:30 

 
分解炉の燃料ガス元弁を開放、バーナーを点火し、分解炉の加温作業

を開始 
 12 月 17 日 
 11:35 クエンチオイルラインの仕切板を抜き取り、灯油分解テスト開始 

12 月 20 日 

 
12:30 

 
・ 灯油分解テスト終了 
・ 再度クエンチオイルラインに仕切板を挿入し、デコーキング開始 

 12 月 21 日 
 早朝  デコーキング終了 
 11:20 頃  クエンチオイルラインの仕切板の抜取り作業開始 
 11:30 頃  クエンチオイルが漏えいし、火災発生 

 

－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 火災発生直後、エチレンプラントにおいて自動緊急停止操作を実施、

その結果、原料供給停止、燃料停止、圧縮機停止及びプロセス系統間

の遮断弁の閉止等が正常に作動し、全停止した。 
・ 稼働中の全分解炉の可燃性ガスは、蒸気により圧力調整弁を通じて

フレアーへ排出及び脱圧され、ナフサ分解ガス等の可燃性ガスは存在

しなくなった。 
・ 下流の精製プロセスにおいても、遮断弁閉止によりプロセス系統ご

とに縁切りされ、それぞれの系統に設置されている圧力調整弁から、

系内ガスをフレアーへ放出することにより、常用圧力以下まで降下

後、液抜き作業を実施した。 
 11:33  管轄消防本部へ 119 番通報 
 16:54  火勢鎮圧 
 23:13 鎮火 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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2.2 爆発 

⑴ 東日本大震災に伴うガスタンクの爆発火災 
① 覚知年月日 平成 23 年 3 月 11 日 
② 発生都道府県 千葉県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 液化石油ガス（LPG）出荷装置及び貯槽設備 
 施設区分 高圧ガス施設 
 
 

概要 
 

プロパン、プロピレン、ブタン及びブチレン等の LPG を貯蔵し、

ボンベへの充填等を行う施設 
④ 事故概要  
ア 東日本大震災を契機として、事業所内に設置されている LPG 出荷装置及び貯槽設

備において火災及び爆発が発生したもの。 
 近隣住民 36,000 世帯 85,000 人に一時避難勧告（14 時間）が出され、1,142 名が

避難した。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
負傷者 6 名（重症 1 名、軽症 5 名） 

(ｲ) 物的被害 
ａ 発災箇所に設置してある全LPGタンク（17基）及び周辺配管・道路の損傷 

ｂ 隣接するアスファルトタンクの側板が損傷し、アスファルトが漏えい（平成

23年5月10日回収完了） 

ｃ 爆発による飛散物及び爆風等の影響により、隣接する事業所構内で火災が発

生し、近隣の車両、船舶及び建屋のガラス等を損傷 

ｄ 近隣住宅等118軒で、爆風による窓ガラス、シャッター及びスレート等の破損

及び保温材等の軽量飛散物による車両の汚損 
⑤ 事故原因  
 地震によりLPGタンク及び配管が揺れ動いたこと及び地震によりLPGタンクの筋交

いが破断して倒壊したことにより、配管が破断してLPGが漏えいし、何らかの着火源

によって引火したものと推定される。 
 また、火災の発生後、倒壊したタンクに隣接するタンクは冷却散水されていたが、

継続していた火災の火炎が強くなり、表面温度の上昇によりタンク球殻の強度が低下

して内圧上昇によって開口、火災発生から約77分後に第1回目のタンク爆発が発生し

た。このタンク爆発により、火災がさらに拡大し、他のタンクも延焼、爆発した。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

ア LPGタンクの倒壊に関すること。 
(ｱ) 倒壊したLPGタンクは耐震基準を満たしていたが、開放検査のための措置とし

て、重量がLPGの約2倍である水が注入され、満水状態で12日間置かれていた。 

(ｲ) LPGタンク内を満水にしている間に地震が発生した場合の潜在リスクに係る認
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識が不十分であった。 

イ LPGの漏えい継続に関すること。 
破断した配管の緊急遮断弁を開状態で固定していた。 

ウ その他 

(ｱ) ガス漏えいを防災センターや隣接事業所等に通報するスイッチや、タンクへの

受入バルブを単独で閉止するスイッチが、通常無人となる計器室にあり、発災当

日は大量のガス漏えいのため、当該計器室に近づけなかった。 

(ｲ) 火災発生時に消火水源の必要圧力を確保するため、海水ポンプを追加起動する

こととなっていたが、その対応が1時間以上遅れた。 
⑦ 経過等  

3 月 11 日 
 14:46 東北地方太平洋沖地震発生 
 14:50 頃  所内放送「第一警戒体制発令」 
 14:52 頃 所内放送「防衛隊発令」 
 14:55 頃 防衛隊本部を危機管理センターに設置し、所内の点検を開始 
 15:15 茨城県沖地震発生 

 

15:20 頃 
 
 
 
 

・ 所内緊急通報電話にて、事故タンク（364 タンク）の倒壊及び LPG
漏えいを受信 

・ 一次出動（甲種化学車、泡原液搬送車、高所放水車）、現着後、事

故タンクの倒壊及び LPG の漏えいを確認、高所放水車によるガス拡

散を判断し、各車両に指示をするとともに周辺道路の封鎖を指示 

 

15:35 頃 
 
 
 
 
 

・ 自衛防災隊が事故タンク倒壊及び LPG 漏えい確認を防衛隊本部に

通報 
・ 二次出動を指示するとともに、共同防災協議会に出動要請 
・ 高所放水車によるガス拡散の放水準備が完了したため、漏えい箇所

を確認したところ、ガス漏えい及び 1 号ダクト内のガス滞留が認めら

れたため、ガス拡散を断念し、車両を後方に撤退するよう指示 
 15:42 頃 現地対策本部を設置 
 15:45 頃 共同防災組織（北岸）が到着 

 
15:47 頃 

 
 

・ 3PK ヤードで火災発生 
・ 共同防災組織（南岸）が到着 
・ 三次出動を指示 

 

15:49 頃 
 
 
 
 
 

・ 管轄消防本部到着、指揮権委譲 
・ 指揮本部の位置を移動（海岸事務所から計器室横へ） 
・ 3PK ヤード及び新 3PK ヤード球形タンクへの散水開始（計器室か

らの遠隔操作） 
・ 高所放水車から延焼防止のため、危険物配管が敷設されている 1 号

ダクトへの冷却散水を開始 
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16:20 頃 
～16:40 頃 

 
 

消防車による球形タンク冷却散水が可能な場所を決めるため、管轄消

防隊と自衛防災隊長が 3PK に移動し、現場確認をしていたところ、球

形タンク安全弁が吹く音と普段聞き慣れない音がするのを確認、爆発の

おそれを感じ、全員退避を指示 

 
16:40 頃 

 
隣接している AK 装置ヤードの危険物タンク（メチルエチルケトン）

が輻射熱により影響を受けたため、高所放水車による冷却散水を開始 

 
16:41 頃 

 
3PK ヤードの所内燃料供給設備（ガスホルダー）へ遠隔操作により散

水開始 

 
17:04 頃 

 
・ 爆発発生（1 回目） 
・ 防衛隊本部より全員避難を指示 

 17:11 頃  消火水源の確保として海水ポンプの追加起動を実施 
 17:12 頃  爆発発生（2 回目） 
 17:18 頃  爆発発生（3 回目） 
 17:25 頃  爆発発生（4 回目） 
 17:50 頃  爆発発生（5 回目） 
 22:16 頃  3PK ヤードに向け、風向きを考慮しながら海上からの冷却散水を開始 
 22:55 頃  大容量泡放射システムが到着 

 
23:25 頃 

 
 管轄消防本部から防衛隊本部へ、大容量泡放射システムを使用しない

ことを指示（海上からの冷却散水等により火災を制圧できると判断） 
 3 月 12 日 

 
3:20 頃 

 
爆発のおそれがあるため、管轄消防本部が海上からの 3PK への冷却

散水停止を指示 
 6:50 頃 海上からの 3PK への冷却散水を再開 

 
10:10 頃 

 
3PK ガスホルダー付近の火災に対し、装置ヤードからの配管窒素パー

ジを実施して制圧 
 3 月 13 日 
 11:55 頃 3PK ヤード、391 タンク付近の火災を制圧 

 
12:55 頃 

 
 

3PK ヤードと新 3PK ヤードの連絡配管の火災原因が、新 3PK ヤード

のタンク気相部の圧力緩衝配管であると判明し、各元弁を閉止及び窒素

パージを開始 

 
14:30 頃 

 
391 タンクの傾きが確認され、倒壊の危険性があるため、傾き及び表

面温度の測定を開始 

 
17:10 頃 

 
3PK ヤードと新 3PK ヤードの連絡配管の火災は、一系統の配管まで

縮小 

 
22:11 頃 

 
 

LPG 残液がある 351 タンクは、散水設備が機能していたが、352 タ

ンクは、散水設備が十分に機能していなかったことから、火災の輻射熱

を緩和するため、甲種化学車により冷却散水を開始 
 

- 94 - 



 3 月 14 日 

 
7:55 頃 

 

・ 3PK ヤード、361 タンク上部の火災に向けて高所放水車により放水

開始（黒煙防止のため噴霧散水） 
・ その他、361 タンクと 371 タンクの間のフレアー配管及びバランス

配管、361 タンク払出し配管、373 タンクと 383 タンクの間へ放水銃

及び放水砲により継続散水 

 
14:40 頃 

 
 

 361タンク払出し配管の火災の影響で371タンクの傾きが助長された

ため、371 タンクの倒壊を懸念し、防衛隊本部より 3PK ヤードにいる

消防隊員及び消防車両の撤退を指示 
 18:00 頃  361 タンク残液量を表面温度で監視を開始 
 20:35 頃  371 タンクの傾きに変化が認められないため、冷却散水を再開 

3 月 15 日 

 
13:10 頃 

 
3PK ヤード警戒区域で可燃性ガス濃度が上昇したため、管轄消防本部

より、消火活動停止の指示 
 13:52 頃 可燃性ガス濃度が低下したため、消火活動再開 

 
14:30 頃 

 
縁切りした新 3PK ヤードの球形タンクの圧力上昇防止のため、タン

ク冷却散水開始（放水銃） 

 
18:25 頃 

 
3PK ヤード警戒区域で可燃性ガス濃度が上昇したため、管轄消防本部

より、消火活動停止の指示 
 20:10 頃 可燃性ガス濃度が低下したため、消火活動再開 
 3 月 16 日 

 
10:12 頃 

 
 

・ 3PK ヤード、361 タンク上部の火災に対し、タンクの表面温度測定

により残液量に変化がないため、上部の冷却散水を停止 
・ タンク残液の気化速度を上げるため、タンク下部散水に変更 

 
11:00 頃 

 
 3PK ヤードと新 3PK ヤードの連続配管の火災は、残り一系統の出荷

配管への窒素パージを実施し、制圧 

 
22:28 頃 

 
 361 タンクの残液の気化速度をさらに上げ、すべて燃焼させるため、

海水散水から温水散水に切り替え 
3 月 17 日 

 

19:15 頃 
 
 
 

・ 361 タンクの残液が少量となったため、燃焼を管理することが難し

くなり、消火してのガス拡散へ戦術の変更を決断 
・ タンク下部から加温した窒素投入及び高所放水車による上部への水

噴霧を実施 
 19:30 頃  361 タンク上部の火災を制圧 

 
19:50 頃 

 
 361タンクと371タンクとの間のフレアー配管及びバランス配管から

の火災に対して水噴霧と粉末消火器（200 型）により制圧 

 
21:40 頃 

 
・ 361 タンク払出し配管（3 箇所）の火災に対して水噴霧と粉末消火

器（200 型）により制圧（消火活動により、373 タンクと 383 タンク
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との間にある連絡配管の火災を残すのみとなる。） 
・ 制圧した各所ではガスが放出されており、それらについて水噴霧散

水によりガス拡散を継続（高所放水車、放水銃、放水砲） 
 3 月 18 日 

 
9:00 頃 

 
 

・ 3PK ヤード周囲及びガス漏えい箇所の可燃性ガス濃度を定期的に測

定開始 
・ 高濃度検知場所については水噴霧により拡散 

 
13:24 頃 

 
 製造装置の留出配管が 3PK ヤードへの可燃性ガス供給源である可能

性があるため、脱圧及びパージを実施 
 3 月 19 日 

 
14:30 頃 

 
 

・ 351 タンク及び 352 タンクのバランス配管のバルブを閉止 
・ 373 タンクと 383 タンクとの間の火災が弱まり、水噴霧散水を実施

して制圧 

 

16:20 頃 
 
 
 

・ 3PK ヤードでの火災の鎮圧を確認 
・ 製造装置側から 3PK ヤード行き配管への窒素パージ、並びに 351

タンクに接続するバランス配管の窒素パージを実施し、可燃性ガス濃

度の測定を継続 
 3 月 20 日 

 
16:30 頃 

 
管轄消防本部と協議し、361 タンク内部の可燃性ガスのパージ速度を

上げるため、パージ媒体を加温した窒素からスチームに変更 
 3 月 21 日 
 10:10 頃 3PK ヤードの鎮火を確認 
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⑵ 死者１名が発生した爆発火災 
① 覚知年月日 平成 23 年 11 月 13 日 
② 発生都道府県 山口県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 塩化ビニルモノマー製造施設 
 施設区分 危険物製造所、高圧ガス施設 

 

概要 
 
 
 

エチレン、塩化水素（HCl）、酸素を原料として、オキシ反応工程、

エチレンジクロリド（EDC）洗浄工程、EDC 精製工程、EDC 分

解工程、塩化ビニルモノマー（VCM）精製工程を経て、年間 55
万トンの塩化ビニルモノマーを製造する施設 

④ 事故概要  
ア 塩化ビニルモノマー製造施設のオキシ反応工程 A 系の緊急放出弁の故障を発端と

してプラントを全停止し、点検のため液抜き等の作業を行っていたところ、液塩酸

一時受タンクのマンホール周辺から HCl 及び VCM 等のガスが漏えいし、その後、

VCM 精製工程の塩酸塔還流槽付近で 2 回の爆発と火災が発生したもの。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
死者 1 名（事業所従業員） 

(ｲ) 物的被害 
ａ VCM精製工程の塩酸塔還流槽を中心として、塩化ビニルモノマー製造施設の

甚大な損壊 
ｂ 爆風及び飛来物による周辺プラントの一部損壊 

⑤ 事故原因  
 プラントの全停止により、塩酸塔還流槽内及び液塩酸一時受タンク内に溜まったHCl
とVCMの混合液が、触媒となる鉄錆等の存在下で長時間保持されていたため、発熱反

応である1,1-二塩化エタン（1,1-EDC）の生成反応が徐々に進行し、また、反応による

槽内温度の上昇によってある時点から急激に反応が進行して内部圧力が異常に上昇

し、液塩酸一時受タンクからHCl及びVCM等のガスが漏えいするとともに、塩酸塔還

流槽が破裂、爆発した。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

ア オキシ反応工程A系の緊急放出弁が故障で「開」となり、当該系列がインターロッ

ク停止したこと。 
(ｱ) オキシ反応工程A系の緊急放出弁の故障は、ポジショナ内部のトルクモーターコ

イルの温度変化による接触不良が原因であった。 
(ｲ) 当該弁の故障により、オキシ反応工程が緊急停止に至る最重要トラブルに発展

することは想定されていなかったため、対処方法についてマニュアルへの記載が

なく、事前の危険予知や異常対応の教育・訓練がなされていなかった。 
イ オキシ反応工程A系のインターロック停止及び分解炉A／B系の緊急停止により、
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フル運転から大幅な緊急ロードダウン（100％→45％）を実施せざるを得なくなった。

その際、塩酸塔の緊急ロードダウン時の温度制御について、適切な操作ができな  

かったこと。 
(ｱ) 塩酸塔のロードダウン操作が通常運転時の管理点の1つである18段温度だけに

注視したものとなっており、塩酸塔の30段以上の塔中段から塔頂部及び塔底温度

は管理基準から外れて上昇した。これは、ロードダウン中に18段温度が低下した

ため、その対応操作を行い、80℃に回復したことで塩酸塔が安定状態になったと

判断して、他の設備の安定操作に移行してしまった結果、塩酸塔加熱器の蒸気量

をロードダウン時に見合う蒸気量に設定せず、蒸気量過剰な状態で運転を継続し

たことによる。このとき、塔頂温度が通常運転時の管理基準である－24℃から38℃
まで上昇し、その結果、塔頂から出てくるガスの組成は、通常HClだけのところが、

HCl：40wt％、VCM：60wt％程度になった。 
(ｲ) オキシ反応工程A系停止時の塩酸塔の対応としては、緊急措置マニュアルに「塩

酸塔還流、スチーム（蒸気）量の調整」と記載されているのみで、具体的な数値

の目安は明記されていなかった。 
(ｳ) 本来、塩酸塔の運転管理では、塔底及び塔頂部の温度管理が重要な項目である

が、塔頂温度（塔頂組成）がオキシ反応工程の緊急停止に直結する最重要管理項

目であるという認識が薄かった。 
(ｴ) 塩酸塔塔頂温度について、重要度認識が低かったため、重要計器が発する異常

を確実に認知させる設備となっていなかった。 
(ｵ) 緊急ロードダウン時を想定したマニュアルの詳細な記述、教育及び対応訓練が

不足していた。 
ウ 塩酸塔からオキシ反応工程B系に供給されていたHCl中にVCMが混入したことが

原因となって、プラント全工程を緊急停止したが、その後の対応で、HClとVCMで

通常状態の液面より上昇した塩酸塔還流槽を、通常の塩酸塔停止基準に従い、塩酸

塔から切り離したこと。 
(ｱ) オキシ反応工程B系の反応異常によるプラント全停止後、部長、課長及び係長が、

プラント制御用コンピューターシステム（DCS）上の傾向監視データにて塩酸塔

の塔頂温度異常に気付き、塩酸塔還流槽へのVCM混入の可能性を想定したが、

1,1-EDC生成の異常反応に関する知識がなかったため、特別な作業は必要ないと

考え、そのまま塩酸塔停止基準に基づく停止操作を指示した。 
(ｲ) 通常の塩酸塔停止基準に従ったため、塩酸塔還流槽は内部に液化されたHClと

VCMが混在した状態となり、液面計の指示値は100％付近を維持したまま、塩酸

塔と切り離され、縁切り、封止状態となった。通常管理液面以上となったHCl、
VCM混合液が内壁気相部に残存していたFeCl3と接触した。 

エ 密閉状態で放置した結果、1,1-EDC生成反応の進行により、塩酸塔還流槽及び塩酸

一時受タンク両槽の圧力が、ある時点から急激に上昇したため、最終的に塩酸塔還

流槽の爆発に至ったこと。 
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(ｱ) HCl、VCM混合液に対して、鉄錆由来のFeCl3が触媒となり、1,1-EDC生成反応

が進行した。 
(ｲ) 1,1-EDC生成反応について、調査、解析が不十分であったため、危険性を認識し

ていなかった。 
(ｳ) 塩酸塔還流槽の温度及び圧力が、他からの熱供給なしで徐々に上昇を始めたが、

初期の上昇速度が小さかったため、運転員はこれに気付かなかった。 
(ｴ) 塩酸塔還流槽から液塩酸一時受タンクへの内容物の移液により、液塩酸一時受

タンクの圧力も他からの熱供給なしで徐々に上昇を始めたが、初期の上昇速度が

小さかったため、内部圧力高のアラームが発報するまで、運転員はこれに気付か

なかった。 
⑦ 経過等  

11 月 13 日 

 
3:39 

 
オキシ反応工程 A 系で、エチレンリサイクルラインの緊急放出弁が故

障で全開となり、系内圧力の低下を確認 
 3:52  オキシ反応工程 A 系 インターロック停止 
 3:53  分解炉 A 系 緊急停止 
 3:54  分解炉 B 系 緊急停止（以降、塩酸塔内温度が不安定となった。） 

 
5:57 

 
 オキシ反応工程 B 系内の酸素濃度が上昇したため、プラントを全停止

（オキシ反応工程 B 系、分解炉 C 系を停止） 
 6:10 頃  液処理等、停止後の作業が運転員に指示される。 
 11:39 塩酸塔還流槽から液塩酸一時受タンクへの内容液の移送開始 

 
15:15 頃 

 
・ 液塩酸一時受タンクより異音とともに白煙の噴出を確認 
・ 一斉避難の指示がされる。 

 
15:22 頃 

 
・ HCl の漏えい発生（ガス検知器作動） 
・ 防災センターへ通報、消防車要請 

 15:24 頃  塩酸塔還流槽付近で爆発 2 回、火災発生 
 15:27 防災センター消防車出動 
 15:29 防災センターから管轄消防本部へ通報 
 15:31 防災センターから海上保安部へ通報 
 15:37  初期防災体制発令 
 15:47  管轄消防本部到着、消火活動開始 

 
16:30 

 
・ 防災本部設置（防災指令体制へ移行） 
・ 行方不明者 1 名 

 17:10  爆発時に HCl ガスの放出が考えられたため、近隣自治会へ広報開始 
 17:50  近隣会社応援消防車が到着、消火活動開始 

 
22:28 

 
 県及び管轄消防本部から事故が発生した塩化ビニルモノマー製造施

設の使用停止命令（口頭） 
 22:34 市街地 10 地点の HCl 濃度を測定開始（11 月 14 日、17 時 03 分まで
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計 4 回実施し、すべての場所で検出下限界（0.5ppm）未満であること

を確認） 
 11 月 14 日 

 
7:00 頃 

 
 

・ 火災鎮圧状態、冷却放水を継続 
・ 近隣市及び事業所敷地境界線付近で HCl ガスが検出されなかった

ため、住民への屋内待機要請を解除 
 9:15 行方不明者を EDC 分解工程北側消火栓付近で発見 
 11:00 行方不明者の死亡を確認 
 15:30 管轄消防本部より鎮火宣言 
 16:35 防災指令体制を解除 
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⑶ 死者１名を含む多数の死傷者が発生し、特別防災区域外に被害が及んだ爆発火災 
① 覚知年月日 平成 24 年 4 月 22 日 
② 発生都道府県 山口県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 レゾルシン製造施設 
 施設区分 危険物一般取扱所、高圧ガス施設 

 
概要 
 

消防法危険物第四類、引火性液体を原料として、タイヤ及び木材

接着剤等の原料となるレゾルシン（非危険物）を製造する施設 
④ 事故概要  

ア レゾルシン（RS）製造施設において、酸化反応器が爆発し、火災に至ったもの。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
ａ 死者 1 名（従業員） 
ｂ 負傷者 21 名（従業員 9 名、住民等 12 名） 

(ｲ) 物的被害 
ａ レゾルシン製造施設を中心とする半径 300m の範囲の機器・配管等損傷 
ｂ 事故のあった事業所外の事業所において、飛散物 96 個、377 箇所の損傷 
ｃ 近隣住宅等 999 軒において、爆発の影響による窓ガラス、ドアシャッター等

の破損 
⑤ 事故原因  
 緊急停止操作後において、酸化反応生成物の冷却が不十分であったこと及び RS 運転

操作員が行ったインターロック解除により、攪拌が停止したことから、有機過酸化物

の分解反応が進み、温度及び圧力が上昇して酸化反応器が爆発したもの。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア インターロックの解除に関すること。 

(ｱ) インターロックを解除した方が良いと判断したこと。 
ａ 冷却に必要なファイヤーウォーター（FW）の流量を確保するためには元圧の

昇圧が必要であったが、昇圧は自動ではなく、現場側からの要請が必要であっ

た。 
ｂ FW を昇圧し、FW 流量を確保しても温度低下が遅かった。 
ｃ 緊急停止操作（ESD）後の安定状態を維持する温度の目標値と温度低下の目

標速度がマニュアルに記載されていなかった。 
ｄ 通常バッチの酸化反応終了時の冷却の経験から、FW から循環水に切り替えた

方が良いと判断した。 
ｅ プラントの運転を管理する分散制御システム（DCS）のメイン画面でデジタ

ル表示の数値を確認するため、温度の下がり傾向が分かりづらかった。 
(ｲ) インターロックを容易に解除できたこと。 

ａ ESD に関するマニュアルに、インターロックを解除するための「安定状態」
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を判断する条件が記載されていなかった。 
ｂ インターロック解除のための規定された手続きを取らなかった。 
ｃ インターロック解除の重要性の認識が不足していた。 

(ｳ) インターロック解除により、窒素が長時間停止して攪拌が停止し、温度が上昇

したこと。 
ａ インターロックを解除すると窒素が停止するシステムであった。 
ｂ 攪拌が停止した際に液相上部が冷却できなかった。 
ｃ インターロックが作動する温度計が酸化反応下部のみで、上部にはなかった。 
ｄ 攪拌用ガスが停止したことを検知するアラームがなかった。 
ｅ DCS メイン画面に窒素流量の表示がなかった。 
ｆ 攪拌が停止した場合に、酸化反応器の温度分布を把握しにくい DCS 画面で 

あった。 
ｇ 温度計の位置と指示温度との関係を確認しなかったため、異常な温度上昇に

長時間気付かなかった。 
ｈ インターロックを解除すると窒素が停止することが、マニュアルにも教育資

料にも記載されていなかった。 
ｉ 攪拌の重要性の認識が低かったため、インターロックを解除すると、窒素が

停止することは知っていたが、そのときは気付かなかった。 
ｊ ハイドロパーオキサイド（HPO）の分解開始温度が明確に周知されていな  

かったため、温度上昇に気付くのが遅れた。 
ｋ HPO の熱分解挙動に対する技術的知見が不足していた。 

イ 組織及び人に関すること。 
(ｱ) リスクアセスメントが不足していた。 
(ｲ) 技術伝承が不足していた。 
(ｳ) 規則、ルールの軽視（遵守と見直しの不足）があった。 
(ｴ) 現場の安全管理力の低下（安全は確保できているという過信）があった。 
(ｵ) 当事者意識の不足（緊張感と危機感の不足）があった。 

⑦ 経過等  
4 月 21 日 

 
23:17 

 
 

高純度テレフタル酸製造施設の一部である加熱用蒸気発生プラント

（3GT プラント）の計器室において、AC100V・5A のヒューズが溶断

し、パラキシレンの酸化反応が停止した。 

 
23:20 

 
 

 3GT プラントのトラブルにより、用役使用プラントの停止指示が出さ

れ、スチームが停止した。これにより、全プラントの緊急停止となる指

令が発令された。 

 
23:32 

 
 

RS プラントの緊急停止操作により、酸化反応を含む全機器が停止し

た。これに伴い、冷却コイル内が循環水から FW へ切り替えられ、また、

酸化反応器内への供給が空気から窒素へと切り替えられた。 
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 23:52  FW のポンプが起動（ゲージ圧が 0.3MPa から 1MPa へ昇圧）された。 
 4 月 22 日 

 

0:40 
 
 
 

 作業員により全停止スイッチ（ALL-ESD）が解除され、冷却コイル

内が FW から循環水に切り替えられ、酸化反応器内への窒素の供給が停

止された。その後反応器下部の温度は継続的に低下していったが、反応

器上部は徐々に温度及び圧力が上昇した。 
 2:15 圧力上昇により酸化反応器が爆発し、火災に至った。 

 
2:20 

 
管轄消防本部に 119 番通報後、三本部体制（指揮本部、対策本部、事

務本部）を立ち上げ、直ちに消火活動を開始した。 

 
8:05 頃 

 
2 回目の爆発が発生した。（その後、火勢鎮圧までに小規模な爆発が 3

回発生した。） 
 17:15 火勢鎮圧 
 4 月 23 日 
 14:31 鎮火 
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⑷ 消防吏員１名の殉職を含む、多数の死傷者が発生した爆発火災 
① 覚知年月日 平成 24 年 9 月 29 日 
② 発生都道府県 兵庫県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 アクリル酸製造施設 
 施設区分 危険物製造所 

 

概要 
 
 
 

プロピレンと空気中の酸素との気相酸化反応により、アクリル酸

ガスを生成させて水溶液として捕集し、当該水溶液から不純物を

分離して粗アクリル酸を得た後、精製塔において微量に含まれる

不純物をさらに分離し、高純度アクリル酸を得る施設 
④ 事故概要  

ア 高純度アクリル酸精製塔のボトム液を一時貯蔵する中間タンク（V-3138）が爆発、

炎上し、隣接しているアクリル酸タンク及びトルエンタンク、爆発警戒中の消防車

両等に延焼したもの。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
ａ 死者 1 名（消防吏員） 
ｂ 負傷者 36 名（消防吏員 24 名、警察 2 名、従業員 10 名） 

(ｲ) 物的被害 
 アクリル酸中間タンク大破、周辺設備、ラック及び配管等の損傷、消防車両の

焼損等 
⑤ 事故原因  
 アクリル酸製造施設内の高純度アクリル酸精製塔のボトム液を一時貯蔵する中間タ

ンクにおいて、タンクの貯蔵液量を増加したにも関わらず、貯蔵液の天板リサイクル

を実施しなかったために冷却不足となり、アクリル酸二量体生成反応が加速され、温

度上昇を生じた結果、アクリル酸の重合反応が進行してさらに温度が上昇したため、

中間タンクが爆発し、炎上したもの。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア タンク流入液が過剰に加熱されていたこと。 

(ｱ) 設備の設計及び建設段階において、T-108系ボトム液の液中には安定剤が多く含

まれていたため、V-3138貯蔵液の冷却不足によるトラブル発生の懸念は低いと認

識されていた。 
 また、T-5108ボトム液移送配管に採用された蒸気ジャケットには、減圧弁と温

調トラップが採用されたが、V-3138コイルの冷却能力の確認はなされておらず、

タンク上部の液の冷却不足を招く要因、リスクについては未検討であった。 
(ｲ) 設備の試運転段階において、蒸気ジャケット配管出口におけるT-5108ボトム液

の温度は定量的に把握されていなかった。 
(ｳ) 設備の商業運転開始後において、T-5108ボトム液の蒸気ジャケット配管出口に
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おける温度は、製造部門内で広く認識されてはおらず、T-5108ボトム温度と同程

度と認識されていた。 
イ 天板リサイクルが実施されなかったこと。 

(ｱ) 天板リサイクルの必要性について、運転員の認識が薄れていた。 
(ｲ) 天板リサイクルに係る現場表示が、作業者にとって分かりにくかった可能性が

ある。 
(ｳ) V-3138液溜めに付随するリスクについて未検討であった。 
(ｴ) V-3138液溜め作業は、「V-3138基本管理方法」に定められた内容に沿って実施さ

れるべきであったが、この内容がマニュアルに反映されていなかったため、運転

員への周知ができなかった。 
ウ タンク管理温度の設定及びタンク温度の検知に不備があったこと。 

(ｱ) V-3138の通常の貯蔵液量は少なく、また、タンク内のコイルにより液が冷却さ

れ、液中には安定剤が多く含まれていたといった理由から、V-3138の定量的な温

度管理の必要性は、主要工程に比べて相対的に低く認識されていた。 
(ｲ) アクリル酸の二量体（DAA）の生成には安定剤や雰囲気は影響せず、温度の影

響が大きいが、DAA生成に伴う危険性情報が広く共有化されていなかった。 
(ｳ) 温度計の設置の要否や利用形態は、温度管理の必要性や温度監視周期の長短、

法的要求等を踏まえて設定されるが、これらを総合的に反映した温度監視手段に

ついての所内統一的な基準がなかった。 
(ｴ) 平成6年4月、他のアクリル酸中間タンクにおいて重合トラブルが発生した際、

そのタンク以外の類似タンクにも温度常時監視や外部冷却熱交換器設置等の対策

が実施され、V-3138についても温度計が設置されていないことが確認されたが、

事故対策の水平展開の実施対象外とされた。 
 また、一連の事故原因、対策の検討は、その部署内で完結しており、技術系の

他部門が参画した形で幅広く類似事故を防止するための仕組みが整っていなかっ

た。 
エ 正常温度域及び温度上限以下への制御、異常進行の回避をできなかったこと。 

(ｱ) アクリル酸の安全対策全般について、設備停止等の処置では抑制できない異常

事態を想定した判断基準や対応手段が未確立であった。 
(ｲ) V-3138について、温度監視の不備により、異常を検知できなかった。また、異

常事態への判断基準、対応手段が確立されておらず、これに対処するための設備

もなかった。 
オ 危機的状況を回避できなかったこと。 

(ｱ) 危険物や高圧ガスの漏えい、火災等の異常現象に対する初期対応手順を事業所

要領として整備を進めているが、暴走反応については作成されていなかった。 
(ｲ) 事業所規程として、自衛防災マニュアルが整備されているが、自衛防災組織に

おける役割分担とその定義には、公設消防への情報提供等の連絡体制の面におい

て不明確な点があった。 
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 また、各プラントの異常判断基準及び対応方法を一元集約したマニュアルは確

立されていなかった。 
(ｳ) V-3138からアクリル酸蒸気が放出されている状況下において、タンク内部へ水

や安定剤を投入する等の追加処置を行うことができず、放水以外に異常事態の進

行を抑制する手段がなかった。 
⑦ 経過等  

9 月 18 日～20 日 
 － 全面停電による電気・計装保全工事（全面停電工事） 

9 月 20 日 

 
21:00 頃 

 
 全面停電工事後の中間タンク（V-3138）復旧 
（冷却水コイル通水開始、M-Gas シール開始、P-3138C 稼働） 

 9 月 21 日 

 
11:00 頃 

～14:00 頃 
 

・ V-3138 から回収塔（T-6701）へ液張り、T-6701 スタート 
・ その後、精製塔（T-6108）スタートし、T-6701 へは直接供給 

（液張り後、V-3138 液量は約 14m3から約 10m3に減少） 
9 月 24 日 

 10:00 頃～  精製塔（T-5108）スタート 
 14:10 頃～  T-5108 ボトム液抜き出し開始（V-3138 経由で T-6701 へ供給） 

9 月 25 日 
 9:30 頃～ V-3138 液溜め開始（V-3138 から T-6701 への供給停止） 

9 月 28 日 

 
14:00 頃～ 

 
 V-3138 液量 60 m3到達後、V-3138 への供給停止 
（T-5108 ボトム液を T-6701 への直接供給に切り替え） 

9 月 29 日 
 13:17 頃 V-3138 液面計 高位液面異常アラーム発報 
 13:20 頃  V-3138 ベントからの白煙を確認 
 13:25 頃～  運転員による V-3138 への放水開始 

 
13:40 頃 

 
・ 運転シフト責任者が自衛防災隊出動要請の一斉放送を実施 
・ V-3138 液面計指示値が計器指示限界値（84.8 m3）を超過 

 
13:48 頃 
～13:49 頃 

防災管理課員がホットラインにて消防へ通報 

 14:00 頃～ 自衛防災隊による V-3138 への放水開始 
 14:02 頃 公設消防隊が現場に到着、警戒線を設定 
 ～14:35 頃  V-3138 亀裂箇所より内容物が流出 

 
14:35 頃 

 
・ V-3138 液面計指示値が降下、低位液面異常アラーム発報 
・ V-3138 爆発、破裂、V-3138 内容物に着火し、火災発生 

 22:36  火勢鎮圧 
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 9 月 30 日 
 15:30  鎮火 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 

 

 
【事業所と公設消防機関との連携について】 
 本事案は、消防活動中の消防職員 1 名が殉職したほか、消防職員及び従業員等 36 名が

負傷するという甚大な人的被害が発生した災害である。 
 人的被害の直接的な原因としては、火災による放射熱や高温のタンク内容物を浴びたこ

とが考えられている。これは、事故が発生したタンクと作業者等との距離や装備も関係す

るが、適切な距離や装備により防災活動を行うためには、危機的な状況の進行に対する判

断基準や対応手段、体制等が重要な要素であり、これらが十分に確立されていなかったこ

とが人的被害を拡大させた要因として挙げられている。また、事業者と公設消防機関との

連携面の弱さが課題の一つとされたものである。 
 この事故の発生を受け、消防庁は、化学プラントにおける事故防止等の徹底について（消

防危第 220 号・消防特第 195 号）を発出し、化学プラントを有する関係事業所に対して、

次の事項について徹底するよう求めている。 
 
１ 化学反応を伴う製造工程、自己反応により温度・圧力が上昇するおそれのある化学物

質等について、これらを安全に制御するための条件を再確認し、従業者に周知徹底する

こと。 
２ 異常が生じたかどうかの監視方法や判断指標（温度、圧力等）を再確認し、適切な運

転管理を徹底すること。 
３ 暴走反応等異常な現象が生じた場合、石油コンビナート等災害防止法第 23 条第 1 項

の規定に基づき、直ちに消防機関に通報することを徹底すること。 
４ 爆発や火災の発生危険性及びその影響範囲について、現場対応にあたる従業者、また、

現場到着した消防隊に周知し、適切に安全管理を行うことができるよう、あらかじめ計

画、訓練等すること。 
５ 上記１から４について、必要に応じ、対策の見直しを図ること。 
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2.3 危険物の漏えい 

⑴ 重油の海上漏えい事故 
① 覚知年月日 昭和 49 年 12 月 18 日 
② 発生都道府県 岡山県 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第三石油類 重油 
 容量 48,000 キロリットル（事故時 37,300 キロリットル） 
 タンク直径／高さ 52,302／23,670（単位：ミリメートル） 
 タンク形式 縦置円筒型ドームルーフ 
④ 事故概要  
ア 重油タンク（T-270）の底部円周部が破断して重油が漏えいしたもの。さらに、タ

ンク直立階段の倒壊によって防油堤が損壊したため、防油堤内から漏えいした重油

が排水溝を経て瀬戸内海に漏えい、拡散した。 
 各種補償、漏えいした重油の回収費用等を含めた損害額は約 500 億円にも及ぶと

され、この事故を契機として石油コンビナート等災害防止法の制定及び消防法の大

幅な改正に繋がっている。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
なし 

(ｲ) 物的被害 
ａ 重油 42,888kl（15℃換算、隣接タンクから配管を通じて漏えいした分を含む。）

の漏えい 
ｂ タンク等破損 
ｃ 海上漏えい（7,500～9,500kl）による瀬戸内海の広範囲汚染 

⑤ 事故原因  
 事故の直接原因は、タンク底部の溶接部が破断したことによるが、溶接部の破断に

繋がった要因としては、溶接部の欠陥、タンク基礎の不等沈下及び支持力低下等の様々

な因子が重なったと推定されている。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア タンク底板部が基礎の不等沈下、油による荷重、油の温度による熱応力、溶接初

期における底板の変形及び油の温度変化の履歴等により影響を受けていた。 

イ 底板溶接部のうち、三枚重ね溶接部分にタンク基礎に向かって下に凸形の変形が

生じ、この変形部分に溶接初期における欠陥が存在していたとすれば、その箇所よ

り油の漏えいが発生したと考えられる。 

ウ 直立階段の基礎工事によって軟弱化していた階段付近のタンクの基礎地盤が、上

記の油の漏えいにより、一層その支持力を弱められる結果となった。 

エ この影響により側板とアニュラ板との溶接部に沿って、底板部に異常なひずみを

生じ、曲げ塑性変形が起こったことも考えられ、そこに亀裂が生じ、油の漏えいが
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見られ始めた。 
⑦ 事故の対応及び経過等  

12 月 18 日 

 

20:40 頃 
 
 
 

保安員がパトロール中に事故タンクからの油の漏えいを発見し、FCC
直員にタンク漏えいを知らせた。 
 また、保安員は、FCC コントロール室から電話で正門に連絡した。（正

門の受信は 20:49） 

 
20:45 頃 

 
 

・ 通報を受けた FCC 直員は、操油課コントロール室に駆けつけ、漏

えいを知らせた。 
・ 通報を受けた他の直員 4 名は現場に急行した。 

 

20:50 頃 
 
 
 

・ バルブ操作により、直接脱硫装置からの重油の受け入れを事故タン

クから T-271 タンクに切り替えた。 
・ 事故タンクのミキサーを停止した。 
・ 事故タンクの加熱用スチームを閉止した。 

 20:55 頃  北側及び南側の防油堤排水弁の閉止を確認した。 
 21:00 頃 重油ブレンダー及びナフサの出荷を停止した。 
 21:03 頃 防油堤排水弁の閉止を再確認した。 

 
21:05 頃 

 
 

事故タンクから T-271 タンクへ、タンクの油面高さの差を利用して送

油するため、バルブ操作を行ったが、その後大音響とともに大量の油が

漏えいした。 
 21:13 消防署に救急車出動の要請をした。 
 21:15 頃 隣接事業所に火気を消すように依頼した。 
 21:30 頃 作業船出動を依頼し、オイルフェンスの展張を指示した。 

 
21:34 

 
救急要請に基づき、出動した救急車から漏えい事故発生の報告を受

け、管轄消防本部の化学消防車 4 台が出動した。 
 21:43 消防現地本部を設置した。 

 
22:00 

 
地区保安防災協議会に近隣事業所 4 社の化学消防車の出動を要請し

た。 
 22:06 さらに、近隣事業所 4 社の化学消防車の出動を要請した。 
 22:19 第 2 出動指令により、泡放射砲車等 6 台が出動した。 
 22:25 管轄消防本部は、消防署の化学消防車の出動を指令した。 

 
23:15 頃 

 
バルブ操作によりT-271タンクから事故タンクを経由して漏えいして

いた油を停止させた。 
 23:28 第 3 出動指令により、消防署から化学消防車等 6 台が出動した。 
 23:41 消防署の消防艇が出動し、港周辺の警戒と状況調査を実施した。 

 
23:50 

 
管轄消防本部は、消防団に対し、周辺 4 個分団のポンプ車の出動を指

令した。 
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12 月 19 日 

 

0:30 
 
 
 

・ 消防署員及び事業所従業員が、土のう約 700 袋を作り、構内西側及

び南側の海岸線に油流出防止堤を築く作業を実施した。 
・ 出火の危険性の有無を協議し、確認のうえ、消防車両の警戒待機を

解除した。 
  

- 110 - 



⑵ アスファルトの海上漏えい事故 
① 覚知年月日 平成 24 年 6 月 28 日 
② 発生都道府県 千葉県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 ブロンアスファルト製造装置 
 施設区分 危険物一般取扱所 

 

概要 
 
 
 

原油から精製されたアスファルトを受け入れ、調合および出荷す

る装置であるが、当該装置でのブロンアスファルトの製造は平成

20年9月に停止しており、事故発生時は、製品アスファルトの調合

設備として稼働していた。 
④ 事故概要  
ア アスファルトタンクの放爆構造部（屋根板と側板上部の溶接部）が破口し、内容

物のアスファルトが在庫量818klのうち、437klが漏えいし、その一部がアスファル

トタンクヤード周辺の排水溝を経由して海上に漏えいしたもの。 
 なお、漏えいしたアスファルトはスロップワックス（SWX）と呼ばれるもので、

製品アスファルトの針入度（規格となる硬さ）を調整する基材である。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
 なし 

(ｲ) 物的被害 
ａ アスファルトタンク上部の破口及び側板変形 
ｂ 事業所敷地外へミスト状の SWX が、風下の近隣事業所、施設等へ飛散し、建

屋及び車両等に付着 
ｃ 事業所敷地内の陸上部に漏えいした SWX は、一部がアスファルトタンクヤー

ド内の土壌の表層部に浸透していたが、8 月 3 日に当該土壌の回収を完了 
ｄ 海上に漏えいした SWX のうち、オイルフェンス外に拡散した SWX は確認で

きたものについて回収 
⑤ 事故原因  

 常温で保持されていたアスファルトタンクを加温したところ、タンク内部に相当量

の水が浸入しており、加温開始後の早い時期に水がタンク底部に滞留した。この状態

でSWXを170℃まで加温したため、タンク底部に滞留していた水が急激に沸騰し、SWX
が押し上げられ、タンク内圧の上昇により、放爆構造部が破口し、SWXがタンク外に

漏えいしたものである。 
 なお、タンク内部に浸入していた水は、タンク屋根板に外面腐食による開孔があり、

その応急措置が実施されるまでの間に雨水が浸入したと考えられる。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

ア タンク屋根板の腐食開孔部から雨水がタンク内に浸入したこと。 

(ｱ) タンク屋根板の寿命予測に不備があった。  
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(ｲ) 検査結果を保全計画に反映させる手順の不備があった。 
(ｳ) 保全計画の立案・実行の管理に不備があった。 

イ タンク内に水が浸入した状態で、SWXを加温したこと。 
(ｱ) 水の浸入とタンク底部への滞留が加温時に与える危険性に関する知識が不足し

ていた。 
(ｲ) 雨水の浸入に関する認識が不足していた。 
(ｳ) アスファルト移送方法の選択に不備があった。 

ウ SWXの海上への漏えいを防ぐことのできる設備・運用となっていなかったこと。 

(ｱ) スピルウォールと油水分離槽の設置目的の周知が不足していた。 
(ｲ) SWXタンク低在庫運用開始時期の遅れがあった。 
(ｳ) スピルウォールを溢流したアスファルトへの対応が不足していた。 

⑦ 経過等  
6 月 28 日 

 
6:20 頃 

 
設備所管部署の社員によるアスファルトタンクヤードのパトロール

を開始 
 7:15 頃  アスファルトタンクヤードのパトロールを完了 

 
7:16 頃 

 
事故タンク周辺にいた社員及び協力会社社員が、タンク上部から普段

よりも明らかに多量の白い蒸気が出ているのを目撃 

 
7:18 頃 

 
 

・ 事故タンクから SWX が漏えいし、その一部はアスファルトタンク

ヤード周周辺の排水溝を経由して海上に漏えい 
・ オイルフェンスの展張準備を開始 

 7:26  管轄消防本部に通報 
 7:26 頃  アスファルトの加温設備を緊急停止 
 7:27  防衛隊発令、防衛隊本部を設置 
 7:33 頃  海上保安部に通報 
 7:38  管轄消防本部が到着 
 7:38 頃  市環境部環境管理課に通報 
 7:40 頃  県商工労働部保安課に通報 
 7:41 頃 現地対策班を設置 
 7:42 頃 県防災危機管理部消防課に通報 
 7:45 頃 管轄消防本部に指揮権を委譲 
 7:48 頃 労働基準監督署に通報 

 
8:00 頃 

 
 

・ オイルフェンス 1 本目の展張を完了 
・ スピルウォール内の三段型油水分離槽の入口弁全 5 箇所の閉止完了

を確認 
 8:05 頃  海上災害防止センターに海上に漏えいした油の防除作業を要請 
 8:11 頃 県環境生活部環境政策課に通報 
 8:12 頃 県漁連指導部に通報 
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 8:15 頃 アスファルトタンクヤード周辺の土のう構築を完了 
 8:37 頃 地区海上共同防災協議会の各社に連絡 
 8:44 頃 オイルフェンス外側に水打ちを開始 

 
8:50 頃 

 
・ 地区海上共同防災協議会に出動を要請 
・ オイルフェンス 2 本目の展張を完了 

 8:54 頃 事故タンクの残留 SWX の移送準備を開始 
 9:00 頃 管轄消防本部によるアスファルトタンクヤード全体の使用停止命令 
 9:17 頃 管轄消防本部による事故タンクの残留 SWX の移送許可 
 9:22 頃 事故タンクから他タンクへ残留 SWX の移送を開始 
 11:10 頃 オイルフェンス 3 本目の展張を完了 
 14:23 頃 事故タンクの残留 SWX の移送を完了 
 6 月 28 日～7 月 31 日 

 
－ 
 
 

・ 東京湾一帯の海上及び陸上において、油回収、油が付着した漂流物

の回収等の防除作業を実施 
・ 異常が認められないことから、海上パトロールを 7 月 31 日で終了 

 8 月 20 日 

 
17:00 

 
 

アスファルトタンクヤード内のすべてのタンクの油温が100℃未満と

なり、同様の事象が発生する可能性がないと判断されたため、管轄消防

本部と協議のうえ、事業所防衛隊を解散 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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2.4 浮き屋根の沈降 

⑴ 浮き屋根の沈降により原油が大気に露出し、近隣住人の健康被害及び環境への影響が懸

念された事故 
① 覚知年月日 平成 24 年 11 月 7 日 
② 発生都道府県 沖縄県 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 原油 
 容量 99,600（発災当時の在庫量は約 51,500）キロリットル 
 タンク直径／高さ 84,700／19,500（単位：ミリメートル） 
 浮き屋根型式 鋼製シングルデッキ型 
④ 事故概要  
ア 原油タンクの浮き屋根が沈降し、これに伴いルーフドレンから防油堤内に原油約

4.5kl が漏えいしたもの。 
イ 被害状況 

防油堤内に漏えいした原油は回収され、事業所外への漏えいはなかった。また、

死傷者等の発生もなかったが、原油が大気に露出したことで、ベンゼン等の石油ガ

スが大気中に拡散し、事故発生の 11 月 7 日から 12 月 12 日までの間に、周辺住民等

から事業所に対して約 400 件の悪臭苦情と問い合わせが寄せられた。このことから、

周辺地域においてガス検知器等を活用した臭気点検が実施されたほか、住民等を対

象とした特定化学物質特殊健康診断が 2 回実施され、約 900 名が受診した。 
⑤ 事故原因  
 当該浮き屋根は、次のような推移により沈没したものと推定されている。 
ア 台風（平成 24 年 8 月 27 日、9 月 16 日、9 月 29 日）による強風の影響（風圧）

で、浮き屋根のポンツーン下板の構造的に弱い部位に小さな疲労き裂が発生、増加

した。 
イ 当該き裂部から、ゆっくりとポンツーン内に油が浸入し、浮力損失により浮き屋

根が傾斜した。 
ウ 平成 24 年 11 月 4 日には、事業所近隣の気象庁観測所で過去最大となる 10 分間降

水量 23.5mm を記録したが、この降雨による浮き屋根上への滞水で、浮き屋根がさ

らに傾斜し、沈下した。 
エ 浮力を消失したポンツーン及びデッキが沈み込む反動でポンツーンに過大な応力

が生じ、き裂が発生した。 
オ ポンツーン内の油が仕切り板の上端まで至り、隣室に越流し、浸油ポンツーンが

だんだん増加した。 
カ 浮き屋根全体の浮力を確保できなくなり、最終的に沈没に至った。 

⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア 浮き屋根の構造等に関すること。 

(ｱ) 当該タンクの浮き屋根の円周方向補強材はトラス構造を採用しているが、仕切
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り板とトラス間には隙間（弱点 1）があり、トラスとポンツーン下板が断続溶接（弱

点 2）となっていたこと。 
(ｲ) 過去の浮き屋根への当て板補修により、浮き屋根重量が増加し、浮き屋根の喫

水線位置が上がっていたこと。 
(ｳ) 仕切り板とポンツーン下板及びリム板は連続溶接であったが、仕切り板とポン

ツーン上板は断続溶接であったため、ポンツーン室内に滞油した喫水線が仕切り

板の上端を超えると、油が隣のポンツーン室に越流する状況となっていた。 
イ 平成 24 年 8 月 28 日にポンツーン 1 室の滞油が確認された後、9 月 19 日には計 4
室、10 月 1 日には計 7 室の滞油が確認されていたが、補修が行われなかった。 

⑦ 事故対応及び経過等  
ア 発見までの経緯 

11 月 7 日、外部から事業所へ異臭がする旨の通報があったことから、当時開放中

であったタンクによるものと考え、従業員がマンホールを閉鎖し、事務所に引き上

げようとしたところ、14 時 45 分に事故タンクの防油堤内に原油が漏えいしている

のを発見し、ルーフドレン元弁を閉止後、事故タンクの浮き屋根を確認したところ

滞油が認められた。 
 15 時 06 分、管轄消防本部に通報した。その後、16 時 00 分に浮き屋根が傾き始め、

同日 23 時 32 分に浮き屋根が完全に油中に埋没したことが確認された。 
イ 防災体制 

(ｱ) 事故発生を受け、自衛消防車両を緊急配備するとともに、特別防災区域協議会

に対して消防車両の出動を要請した。 
(ｲ) タンクの異音やタンク周りの異常の有無等を 24 時間体制で確認するため、テン

トを設営して現場指揮所を設置し、監視員を配置した。 
(ｳ) タンク全面火災が発生した場合に備え、広域共同防災協議会に大容量泡放射シ

ステムの出動を要請し、配備した。 
ウ 在槽油回収方法 

(ｱ) 在槽油回収に伴う前処理 
ａ 可燃性ガスと酸素の爆発雰囲気生成を回避するため、原油表層へ炭酸ガスを

導入した。 
ｂ 炭酸ガスの導入は、浮き屋根が動く可能性のある油抜き出し作業中（8 時～18
時）のみとした。 

(ｲ) 液抜き操作方法 
ａ タンクの原油受払用配管から原油を抜き出した。この際、雷注意報発令時に

は作業を中止した。 
ｂ 浮き屋根下部やポンツーン内に気相部を発生させないよう、タンク底部の水

抜きノズルから水を注入しながら同量の液をルーフドレンから回収し、他タン

クへ移送した。 
(ｳ) 油抜き中の状態変化の確認作業 
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油抜き中は、異音の常時確認と以下の状態変化を確認した。 
ａ 浮き屋根の沈降により、ローリングラダーが引っ張られ、根元のステージ部

が傾いていたため、この傾きの変化をトランシットで継続的に計測した。 
ｂ 液面計が使用できなかったため、水切りドレンを利用してマノメーターを設

置した。 
ｃ 連続式ガス吸引器を使用し、タンク内部に可燃性ガス、硫化水素、酸素濃度

測定のための吸引口を設置した。 
ｄ 防油堤内と防災道路風下側において、北川式ガス検知器を使用して炭酸ガス

の濃度測定を実施した。 
(ｴ) 浮き屋根上の油回収作業 

ａ 浮き屋根のデッキ上部とポンツーン内の油回収作業において、人員と資機材

の出入口を確保するため、超高圧水工法（150MPa）によりタンク側板を開口し

た。 
ｂ 浮き屋根上における作業の前段階として、人が入れるカゴに人と資機材を乗

せてクレーンで吊り、浮き屋根上に降ろして浮き屋根の動きを確認する方法で

加重確認作業を実施し、安全性を確認した。 
ｃ 浮き屋根デッキ上に作業範囲の特定と転倒防止のためにガイドロープを設置

した。また、側板トップウインドガーダーに監視員を配置し、デッキ上での作

業を監視した。 
ｄ 浮き屋根上の油回収用資機材は一箇所に集中しないように配置した。 
ｅ ポンツーンマンホールに仮ぶたを固定して室内に炭酸ガスを封入後、ダイア

フラムポンプで滞油を吸引した。仮ぶたの取り外し後はガスフリー状態とした。 
(ｵ) 浮き屋根下部の油抜き出し 

ａ 浮き屋根上部の油回収が完了後、タンク内の水抜きを実施した。なお、水抜

きによって浮き屋根下部の空間において可燃性ガスが爆発雰囲気となるため、

引火防止対策として、炭酸ガスを浮き屋根下部に注入しながら水抜きを実施し

た。 
ｂ デッキ下部残油水回収時の安全対策として、水抜き中は油水面低下による座

屈の進展に注意を払った。 
(ｶ) 在槽油の回収作業 

ａ 浮き屋根下部の清掃作業の前段階として、タンクシールの全周撤去とタンク

内の換気を実施した後、入槽により、ねじ式調整鋼管と盤木を設置し、浮き屋

根の座屈防止対策を図った。 
ｂ 人員により油回収作業を実施した。スラッジのドラム詰めとブラッシングを

行い、高圧ジェット洗浄で仕上げ清掃を実施した。 
エ 回収作業時の安全対策 

(ｱ) 作業員は非帯電性の作業服、作業靴を着用した。 
(ｲ) 浮き屋根上の作業においては、防毒マスク、マンホール等の開口部直近の作業
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においては、酸欠及びガス吸引防止対策として、エアラインマスク着用とした。 
(ｳ) 工具による火花発生防止対策として、ノンスパーク工具を使用し、併せてポン

ツーン内の滞油回収時には炭酸ガスを封入しながら、防爆ポンプを使用した。 
(ｴ) 作業員が携帯している工具等が落下することのないように、ポケットの閉止及

びロープを使用した工具等の落下防止対策を行った。 
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2.5 内部浮き蓋の異常 

⑴ 内部浮き蓋の沈降 
① 覚知年月日 平成 18 年 8 月 8 日 
② 発生都道府県 北海道 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 ナフサ 
 容量 23,437 キロリットル 
 タンク直径／高さ 40,700／19,515（単位：ミリメートル） 
 浮き蓋型式 鋼製バルクヘッド型（パン型バルクヘッド付） 
④ 事故概要 内部浮き蓋が沈没したもの。 
⑤ 事故原因  

 通常運転中、内部浮き蓋上に油が繰り返し噴き上げて滞留したことにより、内部浮

き蓋が浮力を失って沈没したものと推定される。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

ア 通常は受け入れを行っていないガス化しやすい分解ナフサを受け入れていたこ

と。 
イ 外周デッキシール部の劣化で、側板との密着性が低下し、浮き蓋の下に滞留した

ガスが噴き上げやすい状況となっていたと推定されること。 
ウ 内部浮き蓋が浮き室を持たない構造であったこと。 

⑦ 事故対応及び経過等  
ア 発見までの経緯 

(ｱ) 8 月 8 日の朝、事業所近隣住民から事業所周辺でガス臭がするとの通報を受けた

消防本部が事業所に対して状況を調査するように要請した。 
 消防本部は事業所から「異常なし」との報告を受けた。 

(ｲ) 同日の夕方、事業所の定期パトロール中に臭気を感知し、タンク上部ハッチか

ら検尺測定した結果、内部浮き蓋の沈没を確認したことから、管轄消防本部に通

報した。 
イ 在槽油回収方法 

(ｱ) 在槽油回収に伴う前処理 
ａ 可燃性ガスと酸素との爆発混合気形成を回避するため、タンク内気相部へ窒

素ガスを導入した。（窒素ガス導入量は在槽油回収完了まで700～1,300 m³／ｈ） 
 導入はサンプリング用マンホール及び出入り用屋根マンホールから耐圧ホー

スを用いて実施し、帯電防止のため、ホース接続部を被覆及び結束した。 
ｂ 窒素ガスによるシール効果向上のため、タンク側板のサイドベント（計 28 箇

所）をベニヤ板と防炎シートで、トップベントを防炎シートでシールした。 
 ベニヤ板は当初厚さ 6mm を使用したが、雨水等により変形し、気密性の低下

が懸念されたため厚さ 12mm に変更したところ、その後の板の変形はなくなり、

シール性が向上した。 
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 また、臭気対策としてトップベント部に消臭剤を噴霧した。 
ｃ タンク内気相部の目標酸素濃度は、窒素導入によりナフサ蒸気濃度に関わら

ず着火危険性を回避できる限界酸素濃度（11.6％）よりさらに低い 10％以下と

した。 
 連続式ガス吸引器を使用して、1 時間ごとに酸素濃度等の測定（固定屋根から

3m、液面上から 1m の位置）した結果、在槽油回収期間のタンク内気相部の酸

素濃度の実績値は、窒素ガス導入直後 3～7％、その後は 1～3％で推移した。 
(ｲ) 在槽油回収作業 

ａ 危険物を早急に排除するため、在槽油の大半（11,500kl）をタンカー（4,500kl
×2 隻）及び原油タンク（2,500kl、既設配管にて）へ回収した。 

ｂ 残った在槽油（2,844kl）の回収については、タンク下部の水切りラインより

回収することが検討されたが、浮き蓋デッキプレート上に油が残存したまま浮

き蓋下部の油回収を行うことで、油の荷重により浮き蓋が座屈する可能性が考

えられたため、タンク側板にホットタップ工法を利用して開孔し、浮き蓋上部

から在槽油を回収することとした。ホットタップ工法では、安全に開孔を実施

するために、タンク内へ海水を導入して油層を押し上げ、施工部を海水槽とし

たうえで開孔することとした。 
ｃ 海水の導入にあたり、事前に実験を実施し、油と海水を混合しても即時に分

離することを確認した。 
ｄ 海水の初期の導入については、エマルジョン生成防止のために低速（50kl／
ｈ）とした。導入後は検尺を実施して浮き蓋の高さに変化がなく、浮き蓋の浮

上がないことを確認した。その後、浮き蓋の構造上の高さよりも 100mm 下まで

海水を 100kl／ｈで導入した。海水導入後は浮き蓋の高さに変化がないことを確

認した。 
ｅ 海水が浮き蓋を通過する際、流速を 50kl／ｈとして、サンプリング口から

100mm 上となるまで海水を導入した。導入後に浮き蓋の高さを確認したとこ

ろ、浮き蓋の浮上が確認された。 
ｆ 浮き蓋を再着底させるため、海水を底部水切りラインより排水系へ排出した。

排出に際しては、浮き蓋の再着底時の衝撃等を考慮し、海水の排出速度を  

100kl／ｈで管理し、かつ、2 時間ごとに検尺を実施して浮き蓋の高さを確認し

た。 
 最終的に浮き蓋の位置が構造物高さと同等の高さであることを確認した。 

ｇ 浮き蓋の再浮上を防止するため、タンク屋根マンホール 2 箇所からホースを

用いて海水 460kl（浮き蓋の再浮上防止に必要な量）を導入し、その後、タンク

検尺により浮き蓋の着底を確認した。 
 ホースはタンク内部には帯電用ラバーホース、地上の消火栓からタンク上部

までは消火用のホースを設置し、屋根マンホールの上蓋にはホースガイド及び

アースを設置した。 

- 119 - 



 また、タンク内でのホースの振れが懸念されたことから、事前に実験にて問

題のないことを確認するとともに、帯電防止用ラバーホースの引張り強度が規

定されていなかったことから、補強用ロープを沿わせて使用した。 
ｈ 在槽油と海水間の界面のかさ上げのため、タンク屋根マンホール及びタンク

底部の水切りラインから海水を導入した。 
 導入完了後、検尺を実施し、在槽油、海水間の界面の位置がホットタップ工

法により取り付け予定のノズルの上部よりも 500mm 高いことを確認した。 
ｉ ホットタップ工法により、タンク側板に 8 インチのノズルを設置した。 
 ホットタップ工法の施工にあたり、ホットタップマシンの搬入、足場設置等

の作業性を考慮したうえでホットタップ取り付け位置を決定し、ノズルの取り

付け高さについては、在槽油と海水面の界面高さ、デッキリムの高さ、既設側

板最下段横溶接線との干渉を考慮したうえで決定した。 
 また、ノズルの取り付け作業時には、作業足場全体を防炎シートで覆い、ガ

ス検知器を常備した。さらに、溶接作業による内部流体の温度上昇について、

事前にテストを実施したうえで温度上昇がないことを確認し、溶接時にはタン

ク側板の表面温度を計測し、溶接作業近傍の側板の温度上昇がないことを確認

しながら実施した。 
ｊ 取り付けたノズルにより、既設の遠心ポンプを使用して、海水、ナフサの順

で 200kl／ｈで原油タンクへ回収した。 
 ノズル上部の液レベルが 300mm になった時点で遠心ポンプの空引き防止の

ため、ダイアフラムポンプに切り替え、100 kl／ｈで吸引可能な限りまで回収し

た。ダイアフラムポンプは 4 台並列で設置した。 
 在槽油回収量が窒素導入量よりも多い場合、タンク検尺口等から空気を吸い

込み、タンク内の酸素濃度の上昇が懸念されたため、在槽油回収量及び窒素導

入量を流量計で管理し、在槽油回収量よりも窒素導入量を多くすることで、タ

ンク内への空気の吸い込みを防止した。 
ｋ 残存するナフサを回収するため、タンク底部の水切りラインより海水を 150kl
／ｈで導入し、タンク液レベルを上げた後、ダイアフラムポンプを用いて回収

した。残存するナフサを極力減らすため、本作業は 2 回実施した。 
ｌ ナフサ回収後、タンク内気相中の可燃性ガスを分析し、濃度 0.3％以下（ガソ

リンの爆発下限界値の 5 分の 1 以下）を確認し、その後、浮き蓋の座屈防止の

ため、浮き蓋上の海水をホットタップ工法により開孔したノズルから 4 インチ

ホースを導入して排水系へ排水した。 
 浮き蓋上の海水を可能な限り回収したが、250 kl 程度（デッキ部の水深及び

コンパートメント部の容積から計算した残存する海水量）が残った。この状態

で浮き蓋下の海水を排水しても座屈のおそれはないと判断した。 

ｍ 浮き蓋下の海水を水切りラインから排水系へ排出した。 

ｎ タンク内気相中の可燃性ガス濃度を確認し、側板マンホールを開放した。 
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ウ 回収作業時の安全対策 
(ｱ) 作業員は非帯電性の作業服、作業靴を着用した。 
(ｲ) 屋根上の作業においては、防毒マスク、マンホール等の開口部直近の作業にお

いては、酸欠及びガス吸引防止対策としてエアラインマスク着用とした。 
(ｳ) 屋根からの落下防止対策として、フルボディハーネスを着用した。 
(ｴ) 工具による火花発生防止対策としてノンスパーク工具を使用し、併せて屋根マ

ンホール開放時には、ボルト及びナットへの散水を行った。 
(ｵ) 作業員が携帯しているものが落下することのないように、ポケットの閉止及び

ロープを使用した工具類の落下防止対策を行った。 
   

8 月 8 日 

 
8:38 

 
事業所周辺でガス臭がするとの通報が管轄消防本部になされ、管轄消

防本部から事業所に対し、事業所内の調査及び結果の報告を要請 

 
10:08 

 
 パトロールの結果、製油装置に異常がないこと、及び臭気は確認され

ない旨を事業所から管轄消防本部に報告 
 16:00  定期パトロール中に臭気を感知 

 
16:20 

 
 タンク上部のハッチから内部を目視したが、内部が暗く、状況確認不

可能 
 18:00  タンクの検尺測定を実施 
 18:38  タンク上部のハッチからの検尺測定の結果、浮き蓋の沈下と判断 

 
18:48 

 
・ 管轄消防本部に 119 番通報 
・ 自衛防災組織非常対策本部設置 

 19:00 自衛消防隊及び消防車両（甲種普通化学）1 台を現場に配置 

 

19:01 
 
 
 

・ 管轄消防本部到着、消防車両を事業所内で待機 
・ 可燃性ガスによる二次災害防止対策を関係官庁と協議し、固定式泡

消火設備による液面シール、炭酸ガス又は窒素ガスによる気相部の酸

素濃度低減が検討され、窒素ガスの導入に決定 
 22:48  管轄消防本部引き揚げ 

 
24:00 

 
 自衛消防隊及び消防車両（大型高所、大型化学、泡原液搬送車各 2 台、

計 6 台）を現場配置（在槽油回収完了まで） 
 8 月 9 日 
 － タンク内気相部へ窒素ガス導入（在槽油回収完了まで） 
 8 月 10 日～12 日 

 
－ 
 

 タンク内気相中の酸素濃度が 10％以下で安定したことを確認し、在

槽油 9,000 kl をタンカー2 隻に回収 
 8 月 12 日～13 日 
 －  在槽油 2,500 kl を原油タンクに回収 
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 8 月 13 日～16 日 

 
－ 
 

・ タンク内に海水を導入し、油層を浮き蓋上部にあげた 
・ 6 日目のみ、管轄消防本部消防隊が現場に警戒配備 

 8 月 16 日～17 日 

 
－ 
 
 

・ 在槽油、海水間の界面が予定した位置にあることを確認し、側板開

孔及びノズル取り付け工事を実施 
・ 管轄消防本部消防隊が現場に警戒配備 

 8 月 17 日～20 日 
 － 側板に取り付けたノズルから海水と在槽油を原油タンクへ回収 
 8 月 20 日～22 日 

 
－ 
 
 

 タンク内気相中の可燃性ガス濃度が爆発下限界の 5分の 1以下である

ことを確認のうえ、側板に取り付けたノズルからホースを導入し、デッ

キ上の海水を排水系へ排出 
 8 月 22 日～23 日 
 － 浮き蓋下部の海水を水切りラインから排水系へ排出 
 8 月 23 日 

 

－ 
 
 
 

・ 自衛消防車両撤収 
・ タンク内気相部への窒素ガス導入停止 
・ タンク内気相中の可燃性ガス濃度を確認し、屋根マンホール及び側

板マンホールを全数開放 
 8 月 24 日 
 －  浮き蓋の座屈を側板マンホールから目視で確認 
 8 月 25 日～26 日 

 
－ 
 

 浮き蓋の座屈に伴う入槽時の安全対策として、デッキポストに補強サ

ポートを取り付け 
 8 月 26 日 
 －  浮き蓋上コンパートメント内部の海水除去 
 8 月 26 日～27 日 
 －  タンク内部のスケール除去 
 8 月 27 日 
 －  自衛防災組織非常対策本部を解散 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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⑵ 内部浮き蓋のアルミ製デッキの損傷 

① 
 

覚知年月日 
 

【事例⑵-1】平成 19 年 3 月 8 日 
【事例⑵-2】平成 19 年 3 月 20 日 

② 発生都道府県 秋田県（事例⑵-1、⑵-2 ともに同一の事業所） 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 ガソリン 

 
容量 
 

【事例⑵-1】2,000 キロリットル 
【事例⑵-2】950 キロリットル 

 
タンク直径／高さ 
 

【事例⑵-1】15,400／11,980（単位：ミリメートル） 
【事例⑵-2】13,500／7,640（単位：ミリメートル） 

 浮き蓋型式 アルミニウム製簡易フロート型 
④ 事故概要 アルミニウム製デッキシートが破断、損傷したもの。 
⑤ 事故原因  

 タンカーから油を受け入れる際、配管内の空気がタンク内部に流入して噴き上げ、

デッキシートを損傷したものと推定される。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
ア 事故発生の数年前までは、タンカーから油を受け入れる際、配管内の空気がタン

ク内に混入するのを防止するため、空気抜き作業を行っていたが、効率化を図るた

め、当該作業を取り止め、同時に配管内空気抜き装置を撤去したこと。 
イ タンカーから油を受け入れる配管のレイアウトが、空気溜まりのできやすい構造

となっていたこと。 
ウ デッキシート全面が呼び板厚（0.46mm）の 1/3～2/3 程度まで腐食していたこと。 

⑦ 事故対応及び経過等  
【事例⑵-1】 

3 月 8 日 

 
15:45 

 
 

タンカーから当該タンクへの油の受け入れ終了後に行った屋根上点

検口からの内部確認で、浮き蓋のアルミ製デッキの一部が損傷し、底辺

1m×二辺 2m 程度の三角形状にめくれた状態となっていることを確認 
 16:20 管轄消防本部に通報 

 

17:15 
 
 
 
 
 
 
 
 

 消防本部が現場に到着、現況確認後、消防本部から次のような指示を

受けて対応 
ア タンク内に不活性ガスを導入するまで当該タンクの在庫の移動を

禁止 
イ 事故報告書の提出 
ウ 県防災課、県警、共同防災組織への連絡 
エ タンク周囲、タンク内部のガス検知 
オ スクープベントをダンボールでシール 
カ 共同防災組織の三点セットの配備 
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 23:00  共同防災組織により三点セットを配備完了 
 3 月 9 日 
 4:00 スクープベントをダンボールにより閉鎖完了 

 
12:00 

 
・ 不活性ガス（窒素ガス）の導入を開始 
・ タンク内部の酸素濃度測定により不活性ガスによる置換状況を監視 

 3 月 10 日 

 
8:00 

 
・ 消防庁、消防研究センター及び管轄消防本部による立ち入り 
・ 不活性ガスの導入状況について報告 

 
11:13 

 
 窒素ガスによるタンク内部のガスの置換状況が悪かったため、不活性

ガスをより比重の重い炭酸ガスに切り替えて導入開始 

 
16:05 

 
 各機関の立ち会いのもと、隣接する同油種タンクへ 200 kl／ｈで、当

該タンク内の残油シフトを開始 
 16:25  タンク内部で異音が確認されたことから、シフト作業を中断 

 
18:36 

 
 

 タンク内部を確認した結果、デッキシートの損傷範囲が 2 倍程度に拡

大している状況、全体としてデッキの傾き等の異常がないことを確認

後、抜き取り量を最小の 20 kl／ｈとして残油シフトを再開 
 19:40  抜き取り量を 200 kl／ｈに変更して残油シフトを継続 
 3 月 11 日 
 0:50  浮き蓋の着底までシフト完了 
 8:50  浮き蓋下部の残油シフトを開始 
 22:04 残油シフトを完了 
 3 月 12 日 
 10:10 水張り込みを開始 
 11:12 残油の回収を完了 
 13:00 内部ガスパージを開始 
 15:00 マンホールを開放 
 3 月 13 日 
 9:00  管轄消防本部立ち会いのもと、タンク内部の環境確認を実施し、入槽 

 
【事例⑵-2】 
 3 月 20 日 

 
9:55 

 
 

ガソリンタンクの定期月次点検による屋根上点検口からの内部確認

で、浮き蓋のアルミ製デッキの一部が損傷し、底辺 0.5m×二辺 1m 程

度の三角形状にめくれた状態となっていることを確認 
 10:00 管轄消防本部に通報 

 
10:30 

 
 

消防本部が現場に到着、現況確認後、消防本部から次のような指示を

受けて対応 
ア 不活性ガスを十分に確保したうえで置換実施及び置換状況の定期
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連絡 
イ 不活性ガス置換後の当該タンク残油シフト作業時の出荷作業停止 
ウ 県防災課、県警、海上保安部、共同防災組織への連絡 
エ 共同防災組織の三点セットの配置 

 3 月 21 日 
 9:30  炭酸ガスの導入準備を開始 
 12:05  炭酸ガスの導入を開始 
 16:25  隣接する同油種タンクへ当該タンク内の残油シフトを開始 
 18:50  浮き蓋の着底までシフト完了 
 3 月 22 日 
 9:15  浮き蓋下部の残油シフトを開始 
 12:15  残油シフトを完了 
 14:30  水張り込みを開始 
 15:45  残油の回収を完了 
 15:52  内部ガスパージを開始 
 17:30  マンホールを開放 
 3 月 26 日 
 9:40  管轄消防本部立ち会いのもと、タンク内部の環境確認を実施し、入槽 
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⑶ 内部浮き蓋のシール部への滞油 

① 覚知年月日 平成 19 年 3 月 25 日 
② 発生都道府県 石川県 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 ガソリン 
 容量 9,600 キロリットル 
 タンク直径／高さ 29,020／16,440（単位：ミリメートル） 
 浮き蓋型式 アルミニウム製簡易フロート型 
④ 事故概要  

 内部浮き蓋外周部のゴムシール上に滞油が認められたため、在槽油を抜き取ったと

ころ、ゴムシールが全周にわたって脱落したもの。 
⑤ 事故原因  

 脱落していたゴムシールの破断状況から、地震発生以前から多くの箇所に亀裂、ひ

び割れが生じていたと推測される。このことから、ゴムシール上の滞油は、ゴムシー

ルの一部が脱落していたこと、もしくはゴムシールの劣化によりゴムシールと側板と

の密着性が低下していたことにより発生したものと考えられる。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

 貯蔵危険物に対するゴムシールの耐油性、耐久性が不十分であった可能性があるこ

と。 
⑦ 事故対応及び経過等  

3 月 25 日 
 9:42 能登半島地震（M6.9）発生 

 
9:45 

 
 休日であったため、出勤者 3 名による構内施設（タンク下部、ポンプ

設備、出荷設備、受入設備及び事務所関係）の点検を実施 

 
10:30 

 
 全職員が集合したため、構内施設（タンク上部・内部、ポンプ設備、

出荷設備及び受入設備等）の詳細点検を実施 
 11:00 内部浮き蓋付き屋外タンクの浮き蓋のシール部に滞油を確認 
 11:15 最寄りの消防署へ基地内電話を利用して通報（加入電話は不通） 
 3 月 26 日 

 

－ 
 
 
 

内部浮き蓋上にガソリンの滞油が存在するのであれば、タンク内の残

油を早急にシフトする必要があるが、気相部は爆発範囲の雰囲気になっ

ている可能性があるため、不活性ガスの導入により酸素濃度を低下さ

せ、安全対策を講じる旨、管轄消防本部から事業所に対し指示 

 
－ 
 

 事業所がタンク内の可燃性ガス濃度を測定したところ、可燃性ガスは

検知されず 
 4 月 4 日 

 
－ 
 

 管轄消防本部が事業所から事故の状況を聴取し、タンク内の可燃性ガ

ス濃度の測定について、別の機器による実施を指示 
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 4 月 5 日 

 
－ 
 
 

 2 日目とは別の機器を使用して再度可燃性ガスを測定したところ、浮

き蓋上部 15.8cm の位置で、可燃性ガス濃度 74％LEL を検知するとと

もに、浮き蓋のシール部の欠落を確認 

 
－ 
 

 タンク内に二酸化炭素ガスを導入し、浮き蓋上部の酸素濃度を低下さ

せた後に、タンク間シフトにより残油を処理する方針を決定 
 4 月 11 日 

 
－ 
 

ボンベ（30 ㎏）にて二酸化炭素ガスを導入するが、酸素濃度は低下せ

ず 
 4 月 16 日 

 
－ 
 
 

ボンベ（160 ㎏）にて二酸化炭素ガス 400 m³を導入したところ、気

相部の酸素濃度の低下及び浮き蓋上部の可燃性ガス濃度が低下するこ

とを確認 
 4 月 18 日 

 

－ 
 
 
 
 
 

ボンベ（160 ㎏）にて二酸化炭素ガスを 100 m³／ｈの流量で 13 時間

導入した結果、浮き蓋上部 1.5m の位置までの酸素濃度が 8％以下とな

ったことから、二酸化炭素ガスと同時に窒素ガスを 500 m³／ｈの流量

で導入しながら、タンク内の残油を通常の配管を使用して流量 500 kl
でタンク間シフトを実施し、浮き蓋を着底（タンク内残油 2,829 kl、液

面高さ 998mm、浮き蓋着底時の高さ 1,070mm） 
 4 月 20 日 

 
－ 
 

 通常配管を使用してタンク間シフトを実施（残油 309 kl、液面高さ

341mm） 
 4 月 23 日 
 －  仮設配管にてタンク間シフトを実施（残油なし） 
 4 月 27 日 
 －  タンクを開放 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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⑷ 内部浮き蓋の傾斜 

① 覚知年月日 平成 19 年 8 月 29 日 
② 発生都道府県 新潟県 
③ 事故タンクの概要  
 貯蔵危険物 第四類 第一石油類 ナフサ 
 容量 3,342 キロリットル 
 タンク直径／高さ 18,100／15,200（単位：ミリメートル） 
 浮き蓋型式 鋼製バルクヘッド型 
④ 事故概要  
 内部浮き蓋が大きく傾斜し、ゲージポール、液面計ポールに引っかかった状態で発

見されたもの。 
⑤ 事故原因  

 7 月 16 日に発生した新潟県中越沖地震の影響により、内部浮き蓋が大きく揺動した

ことから傾斜に至った可能性、又は地震発生以前に、窒素加圧により移送配管内の残

油処理を行った際、当該受け入れタンク内に大量の気泡が流入し、内部浮き蓋に揺動

が生じたため、ナフサが浮き蓋上に滞油し、浮き蓋のバランスが崩れ傾斜に至った可

能性が考えられているが、特定には至っていない。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 
 窒素加圧による移送配管内の残油処理に起因して発生したとする場合、配管内空気

抜き装置が設置されていなかったことが挙げられる。 
⑦ 事故対応及び経過等  

ア 発見までの経緯 
(ｱ) 7 月 16 日 10 時 13 分、新潟県中越沖地震（M6.8）が発生した。 
(ｲ) 8 月 15 日、タンク施工会社により、内部浮き蓋付き屋外タンクに対する地震の

影響調査のため、固定屋根ルーフマンホールを開放し、内部点検を実施したとこ

ろ次の結果が得られた。 
ａ バルクヘッド内に滞油が認められ、4B ゲージポールの曲がり及び同ハッチ用

スライド板のずれ、10B 液面計ポール用のハッチのスライド板のずれが認めら

れた。 
ｂ ルーフマンホールから浮き蓋の位置を測定した結果、液面計の指示値と差が

あることが判明した。このときの液面高さは 1,403mm であり、滞油状況の確認

のため、浮き蓋の浮上高さである 1,800mm 以上になる 1,995mm まで液位を上

昇させたが、浮き蓋に変化は見られなかった。 
ｃ 固定屋根センターに設置されたトップベントから浮き蓋デッキ上の高さを測

定した結果、浮き蓋はルーフマンホールの直下部からデッキセンター方向に傾

斜していると推定された（液面高さ 1,995mm、ルーフマンホールからの測定に

よる高さ約 6,425mm（内側）、約 6,670mm（外側）、トップベントからの測定

による高さ約 2,955mm）。 
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(ｳ) 内部浮き蓋上の滞油と内部浮き蓋の傾斜が認められたが、事業所は問題ないと

判断し、油の受け入れを行う等使用を継続した。 
(ｴ) 8 月 24 日、事業所が再度、メジャーにより内部浮き蓋の高さを測定したところ、

内部浮き蓋が大きく傾斜していることを確認した。 
(ｵ) 8 月 29 日、事業所から管轄消防本部へ通報した。 

イ 消防機関等の対応 
(ｱ) 異常発生の通報を受けた管轄消防本部は、当該タンクに対して使用停止命令を

発令した。 
(ｲ) 総務省消防庁、県防災局、管轄消防本部及びタンクメーカーによる合同会議を

実施し、現場を確認した。 
ウ 発見後の対応（応急対策） 

(ｱ) 安全対策 
 タンク内の爆発・火災の危険性及び油漏えいを回避するため、タンク内に不活

性ガスを導入した後、貯蔵油の抜取り及びタンク開放作業を開始した。 
 作業の推進にあたり、所内で防災体制を確保することを原則として、要所では

管轄消防本部の警戒態勢のもとで、安全確保を図った。 
ａ タンク内の安全対策 
 発見時の状況から、浮き蓋は 10B 液面計ポールと 4B ゲージポール側に引っ

かかった状態で傾斜していると推定された。浮き蓋が何らかの作用で落下した

場合には、底板の損傷による貯蔵油の漏えい、落下時の摩擦熱及び衝撃による

火花等により発熱及び発火の危険性が予測されたため、早急に貯蔵油を抜き取

り、これらの危険性を回避することとした。 
 これらのことから、貯蔵油の抜取りが終了するまでの間、タンク内の酸素濃

度を 5％以下及び炭化水素濃度を爆発下限界値以下にするために、不活性ガスを

導入するとともに、傾斜の低い側の高さを早期に把握することも必要とした。 
ｂ 不活性ガスの導入（18 日間） 
 固定屋根ノズル及び液面計ポールを利用し、タンク内に不活性ガス（二酸化

炭素→窒素）を導入し、酸素濃度を 5％以下にするとともに、炭化水素濃度を爆

発下限界程度まで低下させることを目標に実施した。 
 導入の際、シェルベント（10 箇所）は防炎シートで閉鎖した後に導入し、実

績として酸素濃度 2％以下、炭化水素濃度 3～4％LEL まで低下させることがで

きた。この間の使用量は二酸化炭素ガス約 17,000 m³、窒素ガス約 95,000 m³

であった。 
ｃ 浮き蓋の状況確認 
 不活性ガスを導入した後に、側板上部のシェルベントを 2 箇所開放し、浮き

蓋の状況を確認した。シェルベントの取り外しにあたり、作業者は安全工具を

使用し、不活性ガスのタンク内からの漏えいに備え、エアラインマスクを着用

した。 
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 確認の結果、液面計ポール側を上にして傾斜沈下しており、液面計ポールハ

ッチ部、側板 2 箇所及び着底部の 4 箇所で支えられた状態であった。着底部は

側板から約 1,500mm の距離にあり、貯蔵油がデッキ部の約 25％を覆っていた。 
(ｲ) 貯蔵油の抜取り 

 貯蔵油の抜取りにあたり、抜取りによって浮き蓋が落下する可能性があるため、

水張りにより貯蔵油を上部に押し上げ、タンク上部から貯蔵油を抜き取り、水と

置換した。 
ａ 水張り（5 日間） 
 浮き蓋の状況確認後、水切りノズルから清水を張り込み、貯蔵油を上部に押

し上げた。張り込みは消火用貯水槽からエアー駆動のウォーシントンポンプを

使用して行い、浮き蓋に影響を与えないよう最大 30 kl／ｈとし、トップベント

から検尺テープによりデッキ部の動きを監視しながら実施した。 
 この間も酸素及び炭化水素濃度の測定を継続し、規定の範囲内であることを

確認しながら実施した。また、水張り高さは、貯蔵油の液面高さが許容液面高

さを超えない範囲とした。 
ｂ 貯蔵油の抜取り（6 日間） 
 所定の高さまで水張りした後、浮き蓋の状況確認のために開放したシェルベ

ントから吸引用のパイプを挿入し、エアー駆動のダイアフラムポンプにより貯

蔵油の抜取りを実施した。移送流量は、10～20 kl／ｈとし、隣接タンクへシフ

トした。 
ｃ 水抜き清掃（10 日間） 
 貯蔵油の抜取り終了後、シェルベント、トップベント及びルーフマンホール

を開放して換気を実施し、換気終了後に水抜きを開始した。抜き取った水は炭

化水素を溶解している可能性があるため、処理施設に移送した。 
 また、水抜き時に内部浮き蓋の落下を防止するため、傾斜の高い位置が水面

に出た時点で水抜きを一時中断し、吊り冶具（チルホール）を用いて浮き蓋の

吊り作業を水抜きに合わせて順次実施した。 
 水抜き作業は、吊り下げワイヤーの負担を少なくするため、デッキ及びポン

ツーン内の水も対象とし、水中ポンプを吊り下げ、デッキ及びポンツーン内か

ら傾斜した浮き蓋下部に排水した。なお、吊り冶具は固定屋根上に設け、傾斜

した浮き蓋の高さに合わせて各バルクヘッドに取り付けた。 
(ｳ) タンク開放（4 日間） 

 水抜き終了後、側マンホールを開放し、浮き蓋下部の確認を実施するとともに、

固定屋根の開口部からゴンドラを用いてタンク内に入り、浮き蓋の状況を確認し、

位置、シール間隔等の測定を行った。 
 浮き蓋の現状を確認した後、吊り冶具を操作して浮き蓋を底板上に着底させた。

着底時はルーフサポート（14 箇所）の位置に仮設足場を組み、おおむね水平に着

底させた。 
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2.6 その他 

⑴ 台風災害によるブタンガスの漏えい事故 
① 覚知年月日 平成 3 年 9 月 27 日 
② 発生都道府県 福岡県 
③ 事故施設の概要  
 施設名称 LPG No.2 タンク 
 施設区分 高圧ガス施設 

 
概要 
 
 

油槽所敷地内に設置された LPG タンク 5 基（貯蔵能力 3,440t）
のうちの 1 基で、容量 200t のブタン専用タンクである。（内径

9,250mm、材質 FTW-60、板厚 11.0mm） 
④ 事故概要  
ア 台風 19 号直撃による防波堤の倒壊を契機として、LPG 受入配管が損傷してブタ

ンガス 34t が漏えいしたもの。 
イ 被害状況 

(ｱ) 人的被害 
なし 

(ｲ) 物的被害 
ブタンガス 34t 漏えい、受入配管（液用、ベーパー用）全壊 

⑤ 事故原因  
台風 19 号の直撃によって防波堤が倒壊し、さらに、倒壊した防波堤によって LPG

受入配管が損傷を受けたため、タンク内のブタンガスが漏えいしたもの。 
 なお、気象台の記録によると、台風 19 号における最大瞬間風速は、福岡県北九州市

において 51.3m/s を記録したとのことであった。 
⑥ 事故に至る背景及び問題点等 

ア 台風 19 号接近による気圧の低下のため、通常より約 90cm 海面が上昇し、これに

満潮が重なったことに加え、強風により沖合から生じた大波が油槽所北側護岸に押

し寄せ、さらに北側護岸の東部分の隅角部で波が増幅された（推定波高 5.3m）ため、

既設護岸の強度以上の波力により、護岸が倒壊した。 
 さらに、倒壊した護岸のコンクリートが海岸側に敷設してあった LPG 受入配管上

に落下して大きな力が加わり、その力が配管の最も弱い部分に集中し、タンクノズ

ル部と受入配管部が損傷した。 
イ 日頃より、様々な角度から防災想定を検討し、対策を計画していたが、防波堤が

倒壊することは検討していなかった。（防波堤は、通常 30 年に一度あるいは 50 年に

一度の頻度の波にも耐えられる設計が施されていた。） 
⑦ 経過等  

9 月 27 日 

 
9:30 

 
非常に大型で強い台風 19 号が接近するおそれがあるので、台風対策

を実施する旨の指示を本社から受ける。 
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15:30 

 
 

 18 時頃に台風 19 号が直撃するおそれが出たことから、出荷作業の終

了と同時に、所員全員で施設全域の安全点検、工事資材の縛着・飛散防

止等の台風対策を実施した。 

 
16:30 

 
保安統括者以下 6名の保安要員と警備会社員 2名により特別警戒態勢

をとり、他の社員を帰宅させた。 
 18:00 頃 台風 19 号が直撃し、猛烈な風が吹いた。 
 19:00 頃 台風の目に入り、その後猛烈な吹き返しが続いた。 
 19:45 所内全域にわたり停電した。 

 
19:46 

 
保安電力用発電機が自動起動し、ガス施設の照明・ガス検知警報装置

及び電話交換機に電力を供給、いずれも正常に作動した。 

 

19:48 
 
 
 

北西の風、風速 38m/s（所内設置の風速計による確認）の暴風雨の中、

構内全域にわたり浸水し、次第に水かさが増していることに気付き、確

認に向かおうとしたところ、突然濁流が襲い、津波と錯誤し、全員事務

所の 2 階へ避難した。 

 

19:50 
 
 
 

・ 事務所から No.2 タンク付近を見たところ、猛烈な波しぶきが上が

り、その中に白い霧状のものを発見、ほぼ同時にローリー積場のガス

検知警報器が警報を発した。 
・ 保安要員 2 名が状況確認のため、タンク方向への接近を試みた。 

 

19:55 
 
 
 

・ 保安要員が No.2 タンクの下部からブタンガスが漏えいしているこ

と及び護岸防波堤が破壊され、猛烈な勢いで海水が襲ってきている状

況を確認した。 
・ 遭難の危険性が高まったため、保安要員は再び事務所へ退却した。 

 

20:00 
 
 
 

・ 管轄消防本部へ 119 番通報を実施した。 
・ 共同防災組織に出動要請を実施した直後、電話回線が不通になった。

（構内、及び事務所に浸水した海水で電話線がショートしたため、交

換機が働かなくなったものと推定される。） 

 
－ 
 
 

 電話が不通となったため、通報連絡要員が約 500m 先にある共同防災

センターへ行き、関係官庁、関係先等へ通報するとともに社員への非常

呼出を行った。 

 
20:08 

 
 

 管轄消防本部が到着した。保安統括管理者が被害状況を説明し、消防

指揮官に付近工場の従業員等の避難、付近道路の通行規制を実施するよ

うに要請した。 

 

－ 
 
 
 

 消防、警察が協議のうえ、規制区域が設定され、即座に実施された。

その後、道路脇電柱のトランスが波しぶきを被り、塩害によりスパーク

しているのを消防隊が発見したことから、要請により電力会社が送電を

停止した。 

 
21:00 頃 

 
検査工事会社社員 9 名が到着した。No.2 タンク内の残量を No.4 タン

ク（容量 840t、開放検査終了直後で圧力 0.2kg/cm2の空のタンク）へ移
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送することを検討したが、ブタンガス漏えいのため、No.2 タンクへの

接近が不可能であった。 

 

－ 
 
 
 

ガス施設の照明・ガス検知警報装置等に電力を供給していた保安電力

用発電機等によるスパークで事故発生に結びつく危険性が高くなった

ため、腰まで海水がある中、保安要員 2 名が設置場所に行き、運転を停

止した。 

 
－ 
 
 

ブタンガスの漏えいに対して、保安係員 2 名が携帯用ガス検知器で構

外周辺のガス検知を実施したが、強風のため、ガス検知器の反応はなか

った。 

 

22:00 頃 
 
 
 
 

・ 台風が通過し、満潮時間も過ぎて、風が弱まり海水の浸入が収まっ

たため、No.2 タンク下部への接近が可能となった。 
・ 防災要員 1 名と検査会社社員 1 名が、暗闇の中、防爆型の懐中電灯

を頼りに漏えい箇所を調べたが、タンクノズル付近と元弁付近は氷の

塊で覆われており、漏えい箇所の特定はできなかった。 

 

－ 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ No.2 タンクから No.4 タンクへシフト作業を行う準備をしたが、停

電のためエアーコンプレッサーの運転ができず、また、空圧式アクチ

ュエーター付緊急遮断弁が開かなかった。（手動では開けない。） 
 エアーの代用として、緊急用窒素ボンベを用いたが、エアー配管が

破損していたため、圧力が上がらず、開放できなかった。 
・ とりあえず、ガスの漏えい量を減少させ、漏えい箇所を確認するた

めに、タンク内部の圧力を少しでも下げようと、放出による温度の急

激な低下に注意しながら、タンク頂部放出管を開放し、大気放出を開

始した。 

 

－ 
 
 
 
 

・ 消火栓から放水をしながら、木片でタンクノズル付近と元弁付近の

氷の塊を砕いたところ、タンクノズルと上部元弁を締め付けているボ

ルトが伸びたため、フランジ部から漏えいしていることが判明した。 
・ スパナで増し締めしたが、締め付けできなかったことから、漏えい

防止処理不能と判断し、全量を廃棄することとした。 

 
23:30 

 
 

 検査工事会社社員により、No.2 タンク緊急遮断弁シリンダに直接高

圧ホースを繋ぎ込むことに成功し、窒素ガスを注入して緊急遮断弁を開

放した。 

 

－ 
 
 
 

 No.2 タンクの液受入配管（8B）を使用して、高圧ホースを取り付け

たローディングアーム先端部から、周囲の安全を確かめながら、海上に

液を放出廃棄するとともに、フランジの漏えい箇所にタイヤチューブを

幾重にも巻き付け、ガス漏れ量の減少を図った。 
 9 月 28 日 

 
1:45 

 
 漏えい箇所から 220m 離れた国道上でガス検知を行ったところ、強風

のため、ガス検知器は反応せず、安全が確認されたことから、交通規制
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 が解除された。 

 

3:00 
 
 
 

No.2 タンククリンガー液面計が「0」となり、液がないことを確認し

た。また、構外付近のガス検知を細部にわたり測定したが反応せず、あ

わせて消防隊も最終ガス検知作業を行い、安全が確認されたことから、

全道路の通行止めが解除された。 

 
8:00 

 
・ No.2 タンクのベーパーガスの放出を完全に完了した。 
・ 再度ガス施設のガス検知・漏えい検査を実施した。 

 
8:30 

 
 LPG 製造施設全域の最終安全確認が終了し、特別警戒態勢が解除され

た。 
※ 表中の「－」は、時間が不明であることを示している。 
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第４ 防災教育・訓練 

 

 自衛防災組織等は、単に形式的に組織しただけでは事故に対して迅速かつ適切な対応が困難で

あるので、日頃から事前計画に基づく防災教育及び訓練を実施し、万一の事故に備えなければな

らない。 

 防災教育及び訓練の実施にあたっては、おおむね次の事項について留意する。 

 

１ 防災教育・訓練上の問題点 

 防災教育及び訓練を実施しているにもかかわらず、実際の消防活動においては、消火設備、

防災資機材等の能力を十分に発揮できず、また、迅速かつ適切な防災活動が実施できない等の

事例も指摘されている。これは、火災、爆発、漏えい等の事故等に対する防災教育及び訓練に

おいて、次のような問題点が存在しているためと考えられる。 

 よって、これらの問題点に留意し、自衛防災組織等の知識・活動能力等の図ることが重要で

ある。 

⑴ 消火設備、防災資機材等に関する知識・技術を習得していない又は不十分であった。 

⑵ 防災教育及び訓練が形式的なものとなっていた。 

⑶ 各人が自らの役割、任務等を十分把握できていなかった。 

⑷ 指揮者が的確に指揮できるだけの知識・技術を習得していなかった。 

 

２ 防災教育の徹底 

 防災要員に必要とされる知識や技術の習得、向上には、十分な防災教育が求められる。実際

の災害発生時において、個々の防災要員が自信をもって防災活動に従事できるよう、計画的か

つ継続的に防災教育を実施する。 

 防災教育の標準的な内容は、次のとおりである。 

⑴ 防災・保安関係法令 

 石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所に適用される基本的な防災・保安関係法

令と事業所に一般的に適用され、あるいは事業内容に応じて適用される防災・保安に係る法

令に関する制定趣旨、概要等に係る知識 

⑵ 防災規程等 

 特定事業所に係る防災規程、特別防災区域協議会、防災本部等についての具体的な内容に

関する知識 

⑶ 理化学の基礎的知識 

 燃焼、火災及び爆発の基礎概念、現象、危険物質の種類と特性、消火原理及び消火方法等

に関する知識 

⑷ 事業施設の基礎的知識 
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 特定事業所に設けられる製造施設、貯蔵施設、用役施設、入出荷施設、連絡導管等に関す

る知識 

⑸ 特定防災施設等の構造、機能、維持管理等に関する知識 

 流出油等防止堤、消火用屋外給水施設及び非常通報設備に係る設置の目的、構造、機能、

維持管理方法等に関する知識 

⑹ 消火設備及び防災資機材等の種類、構造、機能等に関する知識 

 固定泡消火設備等の消火設備及び三点セットをはじめとする防災資機材等の種類、構造、

機能、操作方法等に関する知識 

⑺ 防災活動要領 

 災害の発生時に、自衛防災組織等が取るべき活動事項と対応措置に関する知識 

ア 取扱い、貯蔵物質の性状による防災活動上の留意点 

イ タンク、プラント等の種別による火災、爆発等の発生状況及び消火方法（消火すべきか

どうかの判断を含む。） 

ウ タンク、プラント等の種別による危険物の漏えいの発生状況及び応急措置 

エ 浮き屋根式屋外タンクを有する事業所においては、浮き屋根の沈降事故の発生状況及び

応急措置 

オ 内部浮き蓋付き屋外タンクを有する事業所においては、内部浮き蓋のデッキ破損や傾斜

等の異常の発生状況及び応急措置 

⑻ その他関連事項 

 災害事例、個々の事業所に特有の防災上の留意事項等、防災要員として必要と認められる

知識 

 

３ 防災訓練の実施 

 防災訓練の実施にあたっては、当該事業所の規模、形態、立地条件等に即して事故の発生状

況を想定する。防災要員及び従業員はもとより、関連事業所等の従業員も含めて、各人が個々

の役割、任務を体得し、責任を自覚するとともに、組織体として連携をとれるよう防災訓練を

実施する。 

 

⑴ 防災訓練の種別 

 防災訓練は次のように区分される。実施にあたっては、種々の訓練を組み合わせて行い、

技術、動作等を十分に習得させるとともに、指揮者等の上級者については、判断能力及び指

揮能力の向上が図られるように努める。 

ア 基本操作訓練 

 訓練の基本となる消火設備、防災資機材等の操作を繰り返して行う。 

イ 職場別訓練 
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 通報、連絡、応急措置等の初期防災活動を各職場で反復して行う。 

ウ 図上訓練 

 事業所内にあるすべてのタンク、プラント等について、火災状況、爆発の影響、漏えい

状況等を想定し、事故発生施設、立地条件、気象条件等に即した防ぎょ計画を作成し、図

上での検討を実施する。 

 また、特に、人体に対する有害物質の流出又は有毒性ガスの放出も想定した防ぎょ計画

及び連携計画を作成し、図上での検討を実施する。 

エ 事業所内全体訓練 

 自衛防災組織の構成員及び従業員が参画し、緊急通報、非常招集、情報収集及び伝達、

応急措置等の防災活動等について、全社的に連携して実施する。 

オ 共同訓練 

 共同防災組織、隣接事業所、共同防災組織を構成している事業所、関連事業所等と共同

して応援要請、応援出動、指揮、連絡等の防災活動について組織体として連携して訓練を

実施する。 

カ 総合訓練 

 防災関係機関との連携を密にして、防災関係機関からの指示、防災関係機関との協議、

防災関係機関への情報の伝達等を含めて、総合的な防災活動が円滑となるような訓練を実

施する。 

 また、東日本大震災において発生した製油所火災においては、地震や津波の影響によっ

て周辺及び構内道路等に破損や障害物による消防車両等の進入障害が生じたことから、消

防機関、警察及び自衛隊等と連携を図り、障害物の除去訓練等を実施することも検討する。 

  
写真 4-1、4-2 消防機関及び自衛隊等と連携した障害物の除去訓練の状況 

 

⑵ 防災訓練の実施方法 

 平日、昼間の通常の訓練とは別に、次の方法による訓練も実施する。 

ア 休日、夜間訓練 

 休日又は夜間における訓練は、防災要員の招集方法、参集時間、防災活動における人員
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不足等、平日の昼間に実施する訓練では見過ごされている問題点が判明することが多いの

で、休日又は夜間においても訓練を実施する。 

イ 抜き打ち訓練 

 事故発生時には、気持ちの動転、過度の緊張等により平素の訓練成果を発揮できない場

合もあるので、実際の事故発生時と同様な状態において訓練ができるよう抜き打ち訓練を

実施する。 

⑶ 訓練の結果に基づく計画の補正 

 各訓練については、訓練終了時に反省すべき点、改善すべき点等について、参加者で十分

検討を行い、実情にそぐわないもの、不十分なもの等については、順次訓練の計画内容を補

正する。 

 

４ 大容量泡放射システムに係る防災訓練 

 大容量泡放射システムは屋外タンクの全面火災に対応するために配備されている大規模な防

災資機材であり、輸送から消火活動に至るまでの防災活動を迅速かつ円滑に行うためには、防

災関係機関等が連携して対処することが重要となる。 

 連携を確認するためには、訓練が必要となるが、大容量泡放射システムを用いた実大規模の

訓練を実施するにあたっては、訓練場所や費用、環境等の地域の実情により様々な課題が想定

される。このことから、一概に訓練の実施方法等について示すことは難しいが、おおむね次の

ような内容に留意し、各地域において必要な調整を行ったうえで、積極的に実施していくこと

が望ましい。 

 

⑴ 防災訓練の事前計画 

ア 防災関係機関等が担う役割と業務内容を十分理解し、事前に必要な説明と調整を図って

おくことが重要である。 

イ 大容量泡放射システムの輸送経路のほか、訓練会場内の進路、待機場所、設定場所及び

水放射実施箇所等について、事前に訓練場所を現地調査しておくことが必要である。 

ウ 効率的で緊張感のある防災訓練とするためには、あらかじめ訓練に要する時間を見込ん

で、必要な人員及び資機材等を配置しておく等の工夫が必要である。 

エ 大容量泡放射システムの実動訓練は大規模なものであり、容易に実施できるものではな

いことから、実動訓練を実施する場合は、防災関係機関等のほか、他の広域共同防災組織

等と連絡を取り合い、互いに訓練を見学できるようにする等、少ない訓練の機会を有効に

活用できるような配慮をすることが望ましい。 

 また、図上訓練やブレインストーミングを実施する等、訓練方法の工夫が必要である。 

オ 大容量泡放射システムは、発災事業所ごとに資機材の配置位置等の条件が異なることか

ら、実際に資機材を輸送して訓練することが効果的である。しかし、輸送を伴う訓練は、
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訓練費用や時間、人員等に係る負担が大きいことから、システムの配備事業所において集

合教養・訓練等を実施することも考慮する。 

カ 防災要員のためだけの訓練ではなく、防災補助要員及び輸送車両の運転手等の訓練にも

なるような配慮をすることが望ましい。 

  
写真 4-3、4-4 配備事業所において実施する訓練の例 

（小規模であるが、比較的少ない負担で、システムに触れる機会を設けられる利点がある。） 

 

⑵ 防災訓練の実施 

ア 防災訓練の内容は、地域の実情に応じて無理のないプログラムとする必要があるが、大

容量泡放射システムの特性把握のほか、輸送及び設定の確認が重要項目として位置づけら

れることが重要である。 

 また、大容量泡放射システムの迅速かつ的確な輸送及び設定のためには、防災要員等が

その取扱い等に習熟することが重要であることから、訓練のすべてが単なるデモンスト 

レーションで終わることのないように、極力実戦に即した訓練となるよう配慮する必要が

ある。 

イ 防災訓練は、時間的な制約に配慮し、従来から行っている防災訓練の訓練項目を減らす

ことも検討する必要がある。しかし、訓練項目を減らすことによって、その項目の知識・

技術の低下があってはならないことから、減らした訓練項目については、他の訓練機会を

利用して補完する等、知識・技術の維持向上を図る必要がある。 

ウ 訓練の効率化を図るため、実動訓練以外にも図上訓練の活用を検討する必要がある。図

上訓練とした部分は、後日必要に応じて、実動あるいは限定的な訓練を行い、防災関係機

関等とともに確認しておくことが重要である。 

エ 防災訓練の終了後には、反省すべき点、改善すべき点等について、参加した事業所及び

防災関係機関等の間で十分検討を行い、その後の防災訓練に反映させるとともに、必要に

応じてそれぞれの防災計画を修正できるようにすることが望ましい。 
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⑶ 安全管理 

 大容量泡放射システムは、その重量や放水量等が他の防災資機材等と比べても大きいこと

から、訓練中の事故防止には十分に留意する。 

 平成 25 年 10 月には、大容量泡放射システムの総合訓練において放水訓練を実施中、メイ

ンポンプと放水砲を接続していた 300mm ホースの両端の結合部が外れたことに起因して訓

練の見学者が受傷する事故が発生している。これらの事故等を踏まえ、安全管理にあたって

配慮すべき事項は、おおむね次のとおりである。 

ア 訓練実施前の安全教育 

 訓練実施者には、事前にミーティング等を行い、訓練の手順に沿って危険箇所や危険性

のある行為について十分把握させる等、安全教育を実施する。 

 訓練中の危険箇所や危険性のある行為としては次のようなものが考えられる。 

(ｱ) 資機材を吊り下げ中のクレーンの下部 

(ｲ) 資機材を搬送中の車両や重機等から死角となる位置 

(ｳ) 加圧送水中のホース等への不用意な接近 

(ｴ) 水中ポンプ設置時等、水辺でのライフジャケット未着装 

(ｵ) ヘルメット、手袋等の安全具の未着装 等 

イ 訓練に必要のない物品等の整理及び養生等 

 前述した訓練中の事故では、放水中にホースの結合部が外れ、メインポンプから水が噴

出したため、仰け反った見学者が付近に置いてあった鋼製のコイルに手をつき、手を切る

怪我を負っている。このような場合のほか、転倒や接触等による受傷を避けるためにも訓

練に不要な物品は整理する、容易に動かせない機材等は布やカバーで養生する等の配慮が

必要である。 

ウ 資機材の確実な設定 

 大容量泡放射システムは、その重量や放水量等が他の防災資機材等と比べて大きいこと

から、危険性もより大きいと言える。ホースの結合部や各種資機材の固定、水中ポンプの

玉掛け等の作業にあたっては、複数人で確認しながら確実に設定する。 

 また、設定時に破損や破断等を発見した場合は、無理に使用することなく、使用を取り

止める。 

エ 訓練見学者への対応 

 訓練見学者がいる場合、訓練見学者は訓練実施者に比べて訓練内容への理解が浅いほか、

装備品等も軽装であることが考えられるため、資機材や活動場所から十分な距離を有した

位置に見学エリアを設ける、危険箇所や立ち入り制限区域を広報する等により対応する。 

オ 安全員の配置 

訓練の実施者や見学者は夢中になるあまり、不用意に危険な行為をしてしまう可能性が

あることから、安全管理のみを担当する訓練係員を指定することも考慮する。 
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 参考資料 1  

タンク火災等の基礎知識 

 

１ タンク火災時に生ずる諸現象 

1.1 ボイルオーバー 

⑴ ボイルオーバーの概要 

浮き屋根式タンクや屋根と側板を弱く結合した放爆構造の油タンクを含む、頂部開放式

タンクの火災において、貯油の燃焼中に生じ得る現象の一つで、油が長時間燃えているう

ち、突然タンクから燃焼油が爆発的に噴出し、火災が一挙に激化する。 

 原油や重油等のタンク火災において、長時間の燃焼によって油中の揮発成分のみが燃焼

し、残った非揮発成分が高温の重質層を形成して次第に下降（ヒートウェーブ現象）して

いく。この高温の重質層が下降してタンク底部の溜まった水層又は水エマルジョンの層に

達すると、これらの水の層が過熱され、水蒸気爆発を起こす。この水蒸気爆発により、燃

焼中の表面部を含む高温油がタンクの直径の 10 倍以上に高く吹き上げられる。過去に経

験したボイルオーバーの例では、直径 330m の火焰の塊が 1,800m の高さにまで達したこ

とが知られている。また、ボイルオーバーによる油の飛散距離については、直径 28m の原

油タンクの火災で約 27m離れた高さ 1.8m の防油堤を 2 方向に分かれて飛び越えた例もあ

る。 

 ボイルオーバーの発生機構を図 1-1 に示す。 

 

図 1-1 ボイルオーバーの発生機構の模式図 
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⑵ ボイルオーバーを発生し得る油種 

  ボイルオーバーを発生し得る油種としては、原油、重油、廃油（沸点範囲が広い場合）

等が考えられる。実際にボイルオーバーが発生した事故例における油種では、原油が圧倒

的に多いが、重油や軽油でも報告の事例があることから、原油、重油、軽油や高沸点液体

が長時間の火災になった場合、ボイルオーバーが起こる可能性があるものとして対策を立

てた方が良い。 

 

⑶ ボイルオーバー発生時間の予測 

 高温層の降下速度は、過去の事故例や実験から求められており、安全率を考慮して概ね

1～2m／h である。従って、ボイルオーバーの発生時間は推定でき、例えば、油面の高さ

が 20m のタンクでは、火災後 10～20 時間とされている。 

 また、ボイルオーバーの発生が近くなると、次のような現象が生じるとされていること

から、危険性を予測する判断材料となる。 

ア 火炎が突然著しく高くなる。 

イ 火炎が急激に輝きを増す。 

ウ 「バチバチ」「ジュー」といった音が激しくなる。 

エ 油の塊が液面から飛散する。 

 

1.2 スロップオーバー 

 原油の火災時において、油表面に放水が行われた場合、降雨があった場合、ときには泡消

火が行われた場合等に、水分が表面近くの油層内で気化することにより、油が水と一緒に溢

流する現象である。 

 油が粘性を有し、沸点が水の沸点以上である場合に発生し得る。ボイルオーバーに比べれ

ば穏やかな現象であるが、溢れ出た油がタンク周辺で燃えることから、火災が拡大すること

になる。 

 

1.3 フロスオーバー 

 火災を伴わずに、タンクから油類が溢流する現象をいう。典型的な例としては、高温の油

中にそれより低い温度の油や水を入れた場合、油や水が沸騰して噴出することがある。結果

的には、火災になることが多い。 

 

1.4 BLEVE（Boiling Liquid Expanding Vapor Explosion） 

 沸騰状態の液化ガスが気化して膨張し、爆発する現象をいう。例えば、LPG タンクが火災

にさらされた場合、ガスが蒸発してタンク内圧が上昇し、内圧が安全弁の設定圧力より高く

なると、LPG の蒸気が大気に放出され、この蒸気に引火する（ジェット火炎）。その後、火
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炎によるタンクの強度低下、及びタンク内圧の上昇によりタンクが破壊され、外気に開放さ

れると、圧力の放出によってタンク内部の気相部と液相部の平衡状態が破られる。すると、

高温の液相部が急激に蒸発して外部に噴出し、蒸気雲を形成する。直ちにこの蒸気雲に着火

し、巨大なファイアーボールとなる。 

 BLEVE は、外部から火災にさらされるだけでなく、タンク内の過剰な圧力、加圧された

タンクの機械的な衝撃や腐食による損傷等によっても発生し得る。 

 BLEVE の発生機構を図 1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 蒸気雲爆発（Unconfined Vapor Cloud Explosion、UVCE） 

 可燃性物質が漏えい後、直ちに着火せず、可燃性物質の蒸気が大気中に雲のように拡散し

た後に着火爆発する現象である。例えば、2005 年 12 月に起きた英国・バンスフィールドの

タンク火災では、タンクから溢れ出たガソリンが長時間地上に滞留した後、蒸気雲爆発して

いる。  

  

 

図 1-2 BLEVE の発生機構の模式図 

 

 

安全弁  
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２ 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災形態 

2.1 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの構造概要 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクは、フローティングルーフタンク（Floating Roof Tank＝FRT）

とも呼ばれ、その名のとおり屋根（浮き屋根）を貯蔵する危険物の上に浮かべた構造となっ

ている。 

 浮き屋根の最外周部には、ポンツーンと呼ばれる浮き室があり、ポンツーンが危険物から

受ける浮力によって、浮き屋根が危険物上に浮いていることになる。 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクは、浮き屋根が液面に密着していることから、気温変化や危険

物の受入れ、払出しに伴う呼吸ロスがほとんどなく、蒸発による損失が極めて少ない、原油

やガソリン等の蒸発しやすい危険物の貯蔵に適した構造となっている。 

 図 2-1 に浮き屋根式屋外貯蔵タンク（1 枚板構造）の構造を示す。 

 

 

上段の図は浮き屋根が危険物の上に浮かんでいる状況 
下段の図は危険物の払出しに伴い、浮き屋根が着底した状況 

図 2-1 浮き屋根式屋外貯蔵タンク（1 枚板構造）の構造 

  

浮き屋根には、デッキ板が 1 枚で構成される 1 枚板構造のものと、デッキ板が 2 枚で構成

される 2 枚板構造のものが存在する。2 枚板構造のものは、1 枚板構造のものと比べて蒸発

損失が少ない、浮力が大きい、剛性が高いという特徴がある。 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクは、構造上、貯蔵している危険物の受け払いに伴って浮き屋根

危険物

上部ウインドガーダー

中間ウインドガーダー

特型泡放出口
ローディングラダー

ルーフサポート

ガイドポール

ポンツーン

デッキ板

ルーフシール

ゲージポール

フォームダム

ルーフドレン配管
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が上昇及び下降する構造となっているため、浮き屋根と側板の間には、貯蔵している危険物

に雨水が浸入することを防ぐとともに、危険物の蒸発を防ぐためのシール機構が設けられて

いる。図 2-2 に一般的に使用されているウレタンフォームシールの例を示す。 

 

 

図 2-2 シール機構の例 

 

2.2 浮き屋根式屋外貯蔵タンクに設置されている消火設備 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクに設置されている固定式の消火設備には次の 2 種類がある。 

⑴ 第 3 種固定式泡消火設備 

 法令では、高引火点危険物（引火点が 130℃以上の危険物）のみを 100℃未満の温度で

貯蔵し、又は取り扱う屋外貯蔵タンク以外の屋外貯蔵タンクで、液表面積が 40m2以上、

又は高さが 6m 以上の屋外貯蔵タンクや石油備蓄タンクの一形態である地中タンクについ

ては、第 3 種の消火設備のうち、泡消火設備を設置することとされている。 

第 3 種固定式泡消火設備とは、屋外貯蔵タンクの火災に対して消火用泡を放出すること

によって、火災を窒息効果により消火するための設備である。 

浮き屋根式屋外貯蔵タンクに設置されている泡消火設備には、写真 2-1 に示すような「特

型泡放出口」が設置され、側板とフォームダムの間（以下「環状部分」という。）に泡を放

出することによって、環状部分に発生した火災を消火する仕組みとなっている。図 2-3 に

特型泡放出口からの泡放射のイメージを、写真 2-2 に特型泡放出口からの泡放射の状況を、

それぞれ示す。 

 

ウレタンフォーム

エンベロープ

危険物

外リム板

ウエザーシールド

カーテンシール

側板

ワックスス

クレーパー

ポンツーン

ポンツーン上板

ポンツーン下板
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写真 2-1 特型泡放出口の設置状況 

  
図 2-3 特型泡放出口からの泡放射イメージ 写真 2-2 特型泡放出口からの泡放射状況 

出典：深田工業株式会社カタログ 

 

⑵ ハロゲン化物消火設備又は二酸化炭素消火設備 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクと同様の浮き屋根構造を有する地中タンクでは、シール機構

に発生した火災を初期に消火するためのハロゲン化物消火設備又は二酸化炭素消火設備の

設置が義務付けられている。 

 ハロゲン化物消火設備を例とすると、消火の方法には、シール機構を構成するウェザー

シールド内に噴射ヘッドを配置し、①易溶金属が火災による熱で溶融し、加圧封入したハ

ロゲン化物を放射する方法と、②火災を感知するセンサーの信号によりバルブを開放し、

ハロゲン化物を放射する方法がある。 

 図 2-4 に①の方法によるハロゲン化物消火設備の設置状況の例を、図 2-5 に作動イメー

ジを、それぞれ示す。 

 

ポンツーン

フォームダム

0.9ｍ以上

（1.2ｍ以上）

デフレクター

エアーフォームチャンバー

空気取入口

環状部分

エアーフォームチャンバー デフレクター 

ウェザーシールド 

フォームダム 
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図 2-4 ハロゲン化物消火設備の設置状況の例 

 

 
 

図 2-5 ハロゲン化物消火設備の作動イメージ 

 

危険物

ポンツーン

デッキ板

フォームダム

内リム板

ウエザーシールド

側板

消火配管

ウレタン
フォーム

カーテン
シール

噴射ヘッド

ハロゲン化物消火設備の設置状況 ハロゲン化物消火設備の設置状況

（ウエザーシール内の状況）

① シール機構において火災発生

ハロン２４０２

の噴射

② 易溶金属が火災による熱で

融解しハロン２４０２が噴射

ヘッドから噴射される、

③ 噴射されたハロン２４０２がウエ

ザーシール、側板、カーテンシール

に囲まれた空間に広がり、窒息効果

と抑制効果により消火に至る。

注： ハロン２４０２は無色透

明の液体又は気体です。こ

の図では説明のために着色

しています。

③ 噴射されたハロゲン化物がウェザー

シールド、側板、カーテンシールに囲ま

れた空間に広がり、窒息効果と抑制効果

により消火に至る。 

② 易溶金属が火災による熱で

溶解し、ハロゲン化物が噴射

ヘッドから噴射される。 

① シール機構において火災発生 

ハロゲン化物消火設備の設置状況 ハロゲン化物消火設備の設置状況 
（ウェザーシールド内の状況） 

 

ハロゲン化物 
の噴射 
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2.3 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災形態 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災には、次に示す 3 つの形態がある。 

⑴ リム火災 

 浮き屋根式屋外貯蔵タンクでは、貯蔵している危険物が空気に接触している部分、すな

わち可燃性蒸気を発生している部分は、シール機構と側板のごく僅かな隙間であることか

ら、落雷、地震時に発生する液面揺動（スロッシング）に起因する附属設備の接触による

衝撃火花や他からの延焼に起因する引火はこの部分で発生すると考えられている。 

 このシール機構で発生した初期の火災がリム火災と呼ばれる形態であり、リム火災に対

しては前 2.2⑵に示したハロゲン化物消火設備、又は二酸化炭素消火設備により消火する

ことが可能であると考えられている。 

 

⑵ リング火災 

 リム火災に対して適切な消火が行われなかった場合、火炎はシール機構上を延焼し、や

がて浮き屋根の全周にわたって火炎が発生するようになる。 

 この状態がリング火災と呼ばれる形態であり、リング火災に対しては前 2.2、⑴に示し

た第 3 種固定式泡消火設備により消火することが可能であると考えられている。 

 

⑶ 全面火災 

 リング火災を適切に消火できなかった場合、ポンツーンは火炎により次第に損傷し、や

がて損傷部位から消火用泡（又は還元された泡水溶液）や危険物がポンツーン内に流入す

ることによって、浮き屋根は必要となる浮力を失い、危険物中に沈降していくようになる。 

 浮き屋根が危険物中に沈降し、液表面がすべて露出した状態での火災形態が全面火災と

呼ばれる形態であり、第 3 種固定式泡消火設備により消火することはできず、外部から大

量の泡をタンク内に放射して消火することが必要となる。また、貯蔵されている危険物の

種類や貯蔵量にもよるが、ボイルオーバーの発生する可能性があることから、消火は短時

間で行うことが求められる。 

なお、浮き屋根が必要な浮力を失って危険物中に沈降してしまうケースとしては、次の

ようなケースも考えられ、この場合は液表面が露出している状態で、何らかの火源により

着火すると、リム火災やリング火災を経ることなく全面火災が発生することになる。 

ア 地震による液面揺動によって浮き屋根ポンツーンが損傷し、結果として浮き屋根が沈

降してしまうケース 

イ 浮き屋根の排水設備、又は非常用排水設備の維持管理上に不備があった場合において、

降雨時に滞留した雨水の荷重がポンツーンの浮力を上回り、結果として浮き屋根が沈降

してしまうケース 
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 3 つの火災形態の関連を整理した結果を、図 2-6 に示す。 

 

 
図 2-6 浮き屋根式屋外貯蔵タンクの火災形態の関連 

  

リム火災

リング火災全面火災

引 火

引 火

浮き屋根沈降

液表面露出

消火不奏功

消火不奏功

火炎によるポン
ツーンの損傷によ
り浮き屋根沈降
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３ 固定屋根式屋外貯蔵タンクの火災形態 

3.1 固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造概要 

⑴ 固定屋根式屋外貯蔵タンクの種類 

 固定屋根式屋外貯蔵タンクは、屋根の形状により 2 つの種類に大別することができる。 

ア 円錐屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンク 

 円錐屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンクは、コーンルーフタンク（Cone Roof Tank＝

CRT）と称されるタンクで、その名のとおり屋根が円錐の形状をしている屋外貯蔵タン

クをいう。 

 この形式のタンクは、無弁通気管又は低圧で作動する大気弁付き通気管を取り付け、

重油、軽油及び灯油等の揮発損失の比較的少ない石油類の貯蔵に用いられる。 

タンクの内径が増すと屋根自重が増加していくことから、おおむね 4 万キロリットル

以下のタンクに適用され、さらに大型の屋外貯蔵タンクを製造する場合は、浮き屋根式

屋外貯蔵タンクとする必要がある。 

屋根自重を支持する方法によって、支柱で支持する形式（支柱支持円錐屋根）とトラ

スで支持する形式（トラス支持円錐屋根）の 2 形式に区分することができる。支柱支持

円錐屋根タイプの固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造を図 3-1 に、トラス支持円錐屋根タ

イプの固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造を図 3-2 に、それぞれ示す。 

 

 

図 3-1 支柱支持円錐屋根タイプの固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造 

 
  

支柱

ラフター

無弁通気管

屋根板

トップアングル

中間ウインドガーダー

側板

底板

支柱
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図 3-2 トラス支持円錐屋根タイプの固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造 

 

イ 球面屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンク 

 球面屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンクは、ドームルーフタンク（Dome Roof Tank

＝DRT）と称されるタンクで、その名のとおり屋根が球面の形状をしている屋外貯蔵タ

ンクをいう。 

 この形式のタンクは、屋根の形状が球面であることから、コーンルーフタンクよりも

内圧に対して強い構造となっており、大気弁付き通気管の設定圧力を高くすることによ

り、貯蔵時に内圧の高くなる危険物を貯蔵することができる。 

 図 3-3 に球面屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造を示す。 

 

 
図 3-3 球面屋根式の固定屋根式屋外貯蔵タンクの構造 

トラス

底板

無弁通気管
屋根板

トップアングル

中間ウインドガーダー

側板

トップアングル

中間ウインドガーター

大気弁付き通気管

ラフター
屋根板

側板

底板

中間ウインドガーダー 
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⑵ 放爆構造 

 固定屋根式屋外貯蔵タンクは、危険物の火災・爆発等により、タンク内の圧力が異常に

上昇した場合に内部のガス、又は蒸気を上部に放出できる構造としなければならないとさ

れている。 

 一般に放爆構造と呼ばれるこの構造は、功を奏すれば、高圧のガス、蒸気は上方へ飛散

して被害を最小限に抑えることが可能となるが、功を奏しなかった場合は、高圧のガス、

蒸気の他、貯蔵されている危険物が水平方向へ飛散して大きな被害を及ぼすことも考えら

れる。 

 図 3-4 に固定屋根式屋外貯蔵タンクの放爆構造のイメージを示す。 

 

 

 
図 3-4 固定屋根式屋外貯蔵タンクの放爆イメージ 

 

放爆構造は、基本的に屋根板と側板の接合部（以下「肩部」という。）を、底板と側板の

接合部（以下「隅角部」という。）よりも強度的に弱くすることにより成立する。 

固定屋根式屋外貯蔵タンクの放爆構造に関して、一般的に適用されている規格は JIS 

B8501 及び API650 等であり、これらの規格の考え方は、タンク内の圧力が異常に上昇し

た場合、図 3-5 に示すタンク底部の浮き上がり（アップリフト）が始まる前に、肩部が破

壊される構造でなければならないとするもので、具体的な規定として、以下のアからウの

要件をすべて満たさなければならないとされている。 

 

内 圧 の 異 常 上 昇 

内 部 の ガ ス 
・ 蒸 気 

放 爆 構 造 
不奏功 

放 爆 構 造 
奏功 

屋 根 板 

側 板 

底 板 

内 部 の ガ ス 
・ 蒸 気 
貯 蔵 さ れ て 
い る 危 険 物 
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図 3-5 タンク底部の浮き上がり（アップリフト）のイメージ 

ア 屋根板と貯槽頂部補強材との溶接は、片側連続すみ肉溶接とし、すみ肉サイズは

4.5mm（API650 では 3／16in）以下であること。 

イ 屋根板の勾配は 1／6 以下であること。 

ウ 頂部補強部の断面積（図 3-6 中の斜線部）が次式以下であること。 

 

 

 

 
W：側板と、側板及び屋根によって支持されている構造物（強め輪、階段、歩廊、ラフター、ガーダー

等で、屋根支柱によって支持されているものを除く。）の重量の和。ただし、屋根板を除く。（N） 

θ：屋根板と側板との取付部で造る角度（度） 

 

 
図 3-6 屋根の取り付け形状から定める断面積の範囲 

 

：アップリフト発生前

：アップリフト発生後

浮き上がり高さ

浮き上がり幅

中立軸

最
小

Ｗ
ｃ

Ａ

Ｂ

Ｗ
ｃ

＝
1.

34
2Ｒ

cｔ
c

(c
m

)

Ｗｈ＝0.67
2Ｒ2ｔh (cm) 最大30cm

Ｒcｔc

Ｒ
2

ｔ
h

θ

Ｒ
2

円すい屋根

θ

Ｒ
2

球面屋根

Ｒ、ｔの単位は、それぞれｍ、ｍｍとする。

Ｒ2、θは下図のようにとる。

屋根板の取り付け位置は、Ａ＞Ｂとする。

側板

トップアングル

屋根板

W 
141500tanθ 

（cm2） API650 では、 
0.153W 

30800tanθ 
（in2） 

- 155 - 



 なお、気相部に圧力が加わる貯蔵形態に適しているドームルーフタンクでは、一般的に

肩部の強度が隅角部の強度よりも高くなっている。このようなことから、API650 では、

アップリフトを押さえるためにアンカーボルトで底板を基礎に固定することを示している。 

 図 3-7 にアンカーボルトによるアップリフト防止の例を示す。 

 

 

図 3-7 アンカーボルトによるアップリフト防止の例 

 

3.2 固定屋根式屋外貯蔵タンクに設置されている消火設備 

 法令では高引火点危険物（引火点が 100℃以上の危険物）のみを 100℃未満の温度で貯蔵

し、又は取り扱う屋外貯蔵タンク以外の屋外貯蔵タンクで、液表面積が 40m2以上、又は高

さが 6m 以上の屋外貯蔵タンクや石油備蓄タンクの一形態である地中タンクや海上タンクに

ついては、第 3 種の消火設備のうち、泡消火設備を設置することとされている。 

 消火用の泡で火災を有効に消火するためには、燃焼している油面上を攪拌せずに流動展開

させる必要がある。国内の固定屋根式屋外貯蔵タンクに最も多く採用されているⅡ型泡放出

口を例とすると、エアフォームチャンバー（発泡器）で発泡した泡を、デフレクターと呼ば

れる反射板を用いることにより、著しい液面下への投入をさせずに側板の内面に沿って流下

させ、液面を攪拌することなく液面上を流動展開させている。 

 Ⅱ型泡放出口による泡放出のイメージを図 3-8 に、Ⅱ型泡放出口による泡放出の状況を写

真 3-1 に、それぞれ示す。 

 写真 3-1 から、デフレクターにより、エアーフォームチャンバーから放出された泡が直接

液面に投入されることなく、側板の内面に沿って流下していることが分かる。 

 

 

台座アンカーボルト

主鉄筋

側板

底板

スラブ

屋外貯蔵タンク

応力方向
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図 3-8 Ⅱ型泡放出口による泡放射の 

イメージ 
写真 3-1 Ⅱ型泡放出口による泡放出状況 

出典：深田工業株式会社カタログ 

 

3.3 固定屋根式屋外貯蔵タンクの火災形態 

⑴ 全面火災 

 固定屋根式タンクに火災や爆発が発生すると、

前 3.1、⑵に示した放爆構造によって屋根板と側

板頂部との接合部が破断する。この破断の範囲が

大きい場合、大きな開口部が生じてタンク内部へ

燃焼に必要な酸素が十分に供給されるため、液表

面の全面に火炎が発生する全面火災に至る。 

 このような放爆の直後から全面火災になるよ

うな接合部の大きな破断は、比較的直径の小さい

屋外貯蔵タンクで発生すると考えられている。 

 図 3-9に放爆の直後から全面火災となったイメ

ージを示す。 

 

⑵ 部分火災 

 破断の範囲が小さい場合は、燃焼に必要な酸素が十分に供給されないことから、液表面

の一部に火炎が発生する部分火災となる。部分火災では、大量の黒煙が発生するが、これ

は開口部から遠い部分において酸素の供給が十分でないことに起因する不完全燃焼による

ものである。 

 このような部分火災であっても適切な消火が行われなければ、屋根板、屋根骨は赤熱、

変形、湾曲して開口面積が増大し、やがて屋根板、屋根骨、側板が折れ曲がるように油面

に落下し、結果として燃焼面積の増大によって全面火災に至ることになる。 

危険物

エアーフォームチャンバー

空気取入口

デフレクター

デフレクター 

 
図 3-9 放爆の直後から全面火災 

となったイメージ 
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 適切な消火が行われず、部分火災から全面火災に至るイメージを図 3-10 に示す。 

 

 

図 3-10 適切な消火が行われず、部分火災から全面火災に至るイメージ 

 

４ 固定屋根付き浮き蓋式屋外貯蔵タンクの火災形態 

 前 2 に示した浮き屋根式屋外貯蔵タンク及び前 3 に示した固定屋根式屋外貯蔵タンク以外の

屋根形式として、固定屋根付き浮き蓋式屋外貯蔵タンクがある。この固定屋根付き浮き蓋式屋

外貯蔵タンクは、いわゆるインナーフロートタンクと呼ばれるもので、浮き屋根式屋外貯蔵タ

ンクと固定屋根式屋外貯蔵タンクの長所を組み合わせ、揮発性が高く、雨水の浸入を嫌う危険

物の貯蔵に適している。 

 図 4-1 に固定屋根付き浮き蓋式屋外貯蔵タンクの構造を示す。 

 
図 4-1 固定屋根付き浮き蓋式屋外貯蔵タンクの構造 

 固定屋根付き浮き蓋式屋外貯蔵タンクでは、浮き屋根式屋外貯蔵タンクと固定屋根式屋外貯

蔵タンクの双方の性質を有していることから、リム火災、リング火災、部分火災、全面火災と

いった火災形態が発生する可能性がある。 

危険物

放爆構造によって生じた
開口部

焼け落ちた屋根
板・屋根骨

部分火災 全面火災

変形・歪曲し
た側板

トップアングル

中間ウインドガーター

ラフター
屋根板

側板

シェルベント

センターベント

ポンツーン 屋根支柱

危険物

ルーフシール

ゲージポール

中間ウインドガーダー 

- 158 - 



５ 輻射熱の影響 

 輻射熱による被害の程度は、人体が単位時間に受ける熱量と暴露時間によって決まる。平成

25 年 3 月、消防庁特殊災害室が示した「石油コンビナートの防災アセスメント指針」では、過

去に様々な文献で論じられた輻射熱の影響について、表 5-1 のとおりまとめている。 

表 5-1 輻射熱の影響 

輻射熱強度 
状況及び説明 出典 

（kW/m2） （kcal/m2h） 
0.9 800 太陽（真夏）の輻射熱強度 ※1 

1.3 1,080 人が長時間暴露されても安全な強度 ※2 

1.6 1,400 長時間さらされても苦痛を感じない強度 ※5 

2.3 
 
 
 

2,000 
 
 
 

・露出人体に対する危険範囲（接近可能） 
・1 分間以内で痛みを感じる強度 
・石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成 13
年）に示されている液面火災の基準値 

※3 

2.4 
 

2,050 
 

地震時の市街地大火に対する避難計画で用いられる許

容限界 
※4 

4.0 
 

3,400 
 

20 秒で痛みを感じる強度（皮膚に水疱を生じる場合が

あるが、致死率 0％） 
※5 

4.6 
 
 

4,000 
 
 

・10～20 秒で苦痛を感じる強度 
・古い木板が長時間受熱すると引火する強度 
・フレアスタック直下での熱量規制（高圧ガス保安法他） 

※2 

8.1 7,000 10～20 秒で火傷となる強度 ※2 

9.5 
 

8,200 
 

8 秒で痛みの限界に達し、20 秒で第 2 度の火傷（赤く

斑点ができ、水疱が生じる）を負う。 
※5 

11.6 
 
 
 

10,000 
 
 
 

石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成 13 年）

に示されているファイアーボールの基準値（ファイアー

ボールの継続時間は、おおむね数秒以下と考えられるこ

とによる。） 

※3 

11.6～ 10,000～ 約 15 分間に木材繊維等が発火する強度 ※2 

12.5 
 

10,800 
 

木片が引火する、あるいはプラスチックチューブが溶け

る最小エネルギー 
※5 

25.0 21,500 長時間暴露により、木片が自然発火する最小エネルギー ※5 

37.5 32,300 プロセス機器に被害を与えるのに十分な強度 ※5 

※1) 理科年表 
※2) 高圧ガス保安協会：コンビナート保安・防災技術指針（1974） 
※3) 消防庁特殊災害室：石油コンビナートの防災アセスメント指針（2001） 
※4) 長谷見雄二，重川希志依：火災時における人間の耐放射限界について，日本火災学会論

文集，Vol.31，No.1（1981） 
※5) Manual of Industrial Hazard Assessment Techniques,ed.P.J.Kayes.Washington,DC 

:Office of Environmental and Scientific Affairs,World Bank.（1985） 
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 また、平成 6 年 3 月に消防庁特殊災害室が示した「石油コンビナートの防災アセスメント策

定指針」では、火傷や発火を起こす輻射熱強度 E（W/m2）と曝露時間 T（s）の関係として次

式が示されている。 

E＝A×Tn （式 5-1） 

 ここで、A 及び n は影響の内容、程度によって決まる係数であり、表 5-2 に示すような値を

とる。これによると、人体の火傷及び痛みを引き起こす暴露時間と輻射熱強度は表 5-3 のよう

になり、石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成 13 年）に示されているファイアー   

ボールの基準値（11.6kW/m2）は、約 10 秒で火傷を起こす強度となる。 

 

表 5-2 式 5-1 における係数（A、n）の値 

条件 A n 
火傷 ※1 6.0×104 －0.725 
痛み ※1 2.0×104 －0.562 
樫の発火 ※1 43.0×104 －0.482 
杉の発火 ※1 29.1×104 －0.434 
繊維板の発火 ※1 14.2×104 －0.323 
樫、杉及びマホガニーの引火 ※2 12.8×104 －0.398 
ハードボード（厚さ 4.8mm）の引火 ※2 22.0×104 －0.422 
インシュレーションボード（厚さ 12.0mm）の引火 ※2 10.4×104 －0.428 
パーティクルボード（厚さ 12.0mm）の引火 ※2 21.4×104 －0.447 
メタアクリル樹脂板（厚さ 3.8mm）の引火 ※2 27.7×104 －0.512 
ナイロンカーペット（厚さ 7.0mm）の引火 ※2 38.5×104 －0.579 

※1) 石油コンビナートの防災アセスメント策定指針（平成 6 年度）より引用した値 
※2) ISO の基準に基づき、試料表面に規定の輻射熱を与えながら、一定のサイクル

でガス炎の口火を近づけて、試料から放出される可燃性分解ガスに着火させる試

験の結果から算出した値 
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表 5-3 人体への影響に関する輻射熱強度と暴露時間の関係（火傷・痛み） 

暴露時間 

（s） 

輻射熱強度・火傷 

（kW/m2） 

輻射熱強度・痛み 

（kW/m2） 

5  18.7  8.1  
10  11.3  5.5  
15  8.4  4.4  
20  6.8  3.7  
25  5.8  3.3  
30  5.1  3.0  
35  4.6  2.7  
40  4.1  2.5  
45  3.8  2.4  
50  3.5  2.2  
55  3.3  2.1  
60  3.1  2.0  
65  2.9  1.9  
70  2.8  1.8  
75  2.6  1.8  
80  2.5  1.7  
85  2.4  1.6  
90  2.3  1.6  
95  2.2  1.5  

100  2.1  1.5  
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６ 異種泡消火薬剤の使用上の留意事項  

泡消火薬剤は、通常、同一の火災対象に対しては同一の泡消火薬剤が使用されるが、タンク

全面火災等の大規模な火災の場合、泡消火薬剤が不足し、同一の火災対象に対して異なる種類

の泡消火薬剤を使用することも考えられる。この場合、異なる泡消火薬剤の組合せによる消火

効果の減衰等に配慮する必要がある。 

平成 18 年 3 月、独立行政法人消防研究所が示した「石油タンク火災の安全確保に関する研究

報告書－石油タンク火災に使用される泡消火薬剤の消火特性－」では、石油タンク火災の消火

に適した泡消火薬剤を選択すること及び大容量泡放水砲の放射特性と放射時の泡性状を把握す

ることを目的としているが、この中において、異なる種類の泡消火薬剤を組み合わせた場合の

消火実験等についても実施しており、フッ素たん白泡消火薬剤（FP）、合成界面活性剤泡消火

薬剤（SD）、水成膜泡消火薬剤（AFFF）及び多糖類添加水成膜泡消火薬剤（AR-AFFF）の組

合せによる消火実験の結果、『SD との組合せでは、全ての組合せにおいて、消火することがで

きなかった。特に、同位置下放射での FP との組合せでは、90％コントロールすることさえ、

できなかった。SD がタンク火災の消火に適さないことは、これまで、随所で述べてきたが、

SD を消火可能な別の泡消火薬剤と併用した場合でも、消火が困難であることが示唆された。

従って、SD をタンク火災の消火に使用することは、いかなる場合でも避けるべきである。』

と、考察している。 

この消火実験の方法及び結果は、以下のとおりである。 

 

⑴ 実験方法 

ア 2 本のノズルを高さ 1m の位置に水平に設置し、図 6-1 に示す同位置落下放射及び平行

放射の 2 種類の放射方法で実施した。 
 

図 6-1 ノズル設置位置概略図 

イ 火災模型：面積 4m2、深さ 30cm の円形火皿 

燃料：n－ヘプタン、200L 

予燃時間：1 分 

泡供給時間：3 分 

火災模型 火災模型 ノズル 

ノズル 

平行放射 同位置落下放射 
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泡供給率：2 本のノズルを合わせて 2.5Lpm/m2 

       （1 本のノズルの泡供給率は 1.25 Lpm/m2） 

 

⑵ 実験結果 

 同位置落下放射及び平行放射による、各泡消火薬剤の組合せごとの消火性能は、表 6-1 及

び 6-2 のとおりである。 

表 6-1 同位置落下放射による各泡消火薬剤の組合せごとの消火性能 

No. 
ノズル 

被覆 90％コン

トロール 
泡落下 
位置消炎 消火 

ノズル① ノズル② 
T-1 FP FP 1 分 25 秒 1 分 30 秒 3 分 07 秒 8 分 17 秒 
T-2 AFFF FP 1 分 00 秒 1 分 58 秒 3 分 06 秒 3 分 13 秒 
T-3 AR-AFFF FP 1 分 00 秒 1 分 39 秒 2 分 23 秒 2 分 28 秒 
T-4 AR-AFFF AR-AFFF 50 秒 55 秒 1 分 45 秒 4 分 58 秒 
T-5 AR-AFFF AFFF 56 秒 55 秒 1 分 32 秒 1 分 40 秒 
T-6 AFFF AFFF 50 秒 55 秒 2 分 08 秒 2 分 08 秒 
T-7 SD AFFF 1 分 00 秒 2 分 13 秒 3 分 00 秒 消火不可 
T-8 SD AR-AFFF 54 秒 2 分 32 秒 2 分 54 秒 消火不可 
T-9 SD FP 1 分 00 秒 不可 不可 消火不可 

 

 

表 6-2 平行放射による各泡消火薬剤の組合せごとの消火性能 

No. 
ノズル 

被覆 90％コン

トロール 
泡落下位置消炎 

消火 
ノズル① ノズル② ノズル① ノズル② 

T-10 FP FP 1 分 19 秒 2 分 10 秒 3 分 10 秒 3 分 10 秒 8 分 30 秒 
T-11 FP  AFFF 1 分 28 秒 1 分 20 秒 3 分 04 秒 1 分 52 秒 3 分 21 秒 
T-12 FP AR-AFFF  1 分 05 秒 1 分 10 秒 2 分 51 秒 1 分 18 秒 2 分 51 秒 
T-13 AR-AFFF AR-AFFF 1 分 05 秒 58 秒 1 分 23 秒 1 分 08 秒 1 分 58 秒 
T-14 AFFF  AR-AFFF 1 分 19 秒 58 秒 1 分 21 秒 1 分 02 秒 1 分 47 秒 
T-15 AFFF AFFF 1 分 17 秒 54 秒 1 分 37 秒 1 分 30 秒 1 分 37 秒 
T-16 SD AFFF 1 分 09 秒 1 分 20 秒 2 分 07 秒 1 分 53 秒 消火不可 
T-17 SD AR-AFFF 1 分 04 秒 54 秒 1 分 30 秒 1 分 26 秒 消火不可 
T-18 SD FP 1 分 26 秒 1 分 58 秒 3 分 00 秒 3 分 10 秒 消火不可 
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 参考資料 2  

海外における災害事例 

 

 海外で発生した過去の災害事例の中には、ボイルオーバーや BLEVE、蒸気雲爆発が発生し、

多数の被害を及ぼした大災害がある。ボイルオーバー、BLEVE 及び蒸気雲爆発は消防活動にあ

たる防災要員や消防隊員等のみならず、周辺住民等に対しても甚大な被害を及ぼすことが考えら

れることから、防災要員等はタンク火災等の対応にあたって、これらの発生防止及び被害の拡大

防止を念頭に置くことが重要である。 

 以下に海外で発生したボイルオーバー、BLEVE 及び蒸気雲爆発に係る事故事例を示す。 

 

１ ボイルオーバーに係る事故 

1.1 テッサロニキ・油槽所火災事故 

⑴ 事故概要 

ア 1986 年 2 月 24 日、ギリシャのテッサロニキに所在する油槽所において発生した大火

災事故で、油槽所のタンク 12 基のうち、10 基が炎上し、地上火災が油槽所敷地の 75％

に及ぶ等、損害総額は 10 百万ドル（邦貨換算約 18 億円）を越えた。 

 また、消火主配管や固定消火設備がすべて破損し、消火活動が困難を極めた災害であ

る。 

イ 堤内の漏油、泡消火薬剤の不足、及び風等の要因により、隣接する防油堤内へ次々と

延焼拡大し、固定屋根式タンク 7 基中の 6 基で地上火災の放射熱によって内圧が上昇し

て屋根板が裂け、全面火災を起こしたほか、発災後 5 日目には原油タンク Tk-8 でボイ

ルオーバーを起こし、ファイヤーボールが約 300m の高さまで立ち上り、着火した油が

タンクから 150m の範囲に降り注いだ。また、発災後 7 日目には、炎上中の燃料油タン

ク Tk-2 でボイルオーバー状の内容物噴出が起こり、油が燃えながら周辺に飛び散り、

そのたびにリング火災が発生して火勢が強まった。発災から 7 日後に、ようやく鎮火し

た。 

 

⑵ 事故原因 

 燃料油タンク Tk-1 の防油堤内で補修工事中、切断火花が堤内の漏油に着火したもので

あり、防油堤内の漏油及び枯れ草等への延焼を経て、防油堤内を貫通する開渠を通じて隣

接の防油堤へ拡大し、防油堤内の全面火災になったものとされている。 

 なお、防油堤内の漏油についての原因は不明である。 
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⑶ 防災活動上の問題点及び教訓等 

ア 発端となった防油堤の火災に対し、当初、油槽所の従業員が可搬式消火器で消火しよ

うとして、地元公設消防隊への通報が発災から約 30 分後となり、公設消防隊の到着が

遅れた。 

イ 広域からの公設消防隊及び陸軍消防隊が消防活動のため、ぞくぞくと現地に到着した

が、アクセス道路の整備が不十分であったため、消火活動が困難であった。 

ウ 地上火災及びタンク火災は油槽所のほぼ全域に拡大し、消火設備及びプロセス配管の

損害による使用不能等もあり、多数の消防隊員が火に包まれる危険にさらされ、消防車

１台が炎上した。 

エ 防油堤内の地上火災が広範囲に及び、相当数の消防隊員が燃えている原油を泡消火薬

剤で消火する作業にあたっていたが、ホースの展張や発砲ノズルの操作等に伴い、すで

に消火した部分の泡被膜が乱れて破れ、再着火する危険性が懸念された。（実際に数回こ

のような場面があったが、これによる火傷者はいなかった。） 

 

1.2 リヨン・油槽所火災事故 

⑴ 事故概要 

ア 1987 年 6 月 2 日、フランスのリヨンに所在する油槽所において発生した爆発火災事

故で、設備の損害額は 1 億フラン（邦貨換算約 24 億円）に及び、工事中の作業員 2 名

が焼死したほか、負傷者 16 名が発生した災害である。 

イ 事故が起きたのは、面積 5,400m2の防油堤内（堤内は間仕切りで 7 つに区分され、ポ

ンプ設備及び屋外貯蔵タンク 58 基があった。）で、タンク及びポンプの変更工事の準備

中、ポンプ設備付近からガスが霧状に噴出して着火し、1 分後大爆発が起こり、ポンプ

ブロックで火災が発生し、拡大した。10 分後にはガソリン用添加剤 250kl が入ったタン

クが爆発して、防油堤内火災に急速に拡大、他のタンク 5 基が爆発、四散したためさら

に延焼範囲が拡大した。 

ウ 発災から約 5 時間 30 分後、消火活動によって火勢は衰えてきていたが、No.6 軽油タ

ンク（容量 2,900kl、在槽量 1,000kl）がボイルオーバーを起こし、高さ約 450m、幅 200m

にも及ぶファイヤーボールを生じた。幸いにも、消防隊員等はボイルオーバー直前にタ

ンク上部に亀裂が入り始めたことに気付き、緊急退避して難を逃れたが、このボイルオ

ーバーにより、隣接防油堤内及び所内の各種建物へ火災が新たに拡大した。鎮火したの

は、発災から 22 時間後であった。 

 

⑵ 事故原因 

 防油堤内のポンプ設備付近で霧状に噴出したガスに何らかの着火源により着火し、大爆

発を起こし火災となったものとされているが、ガスの漏えいがタンクからの漏えいか、ポ
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ンプからの漏えいか不明であり、着火源も不明であることから、原因は特定されていない。 

 

⑶ 防災活動上の問題点及び教訓等 

ア 発災現場には、多くの極性を有する石油製品があったため、使用した泡消火薬剤の効

果が低下した。消火対象物の性状に応じて、泡原液を選ぶ必要がある。 

イ 泡消火にあたり、消防ホース等がもつれたため、泡の拡散が阻害された。 

ウ 発災から約 10 分後に発生したガソリン用添加剤が入ったタンクの爆発に伴い、自衛

消防隊員が設置した放水装置が破損した。 

エ 事故が発生した防油堤内には、溶接、切断、サンドブラスト等約 10 種の作業場が設

置されていたほか、仮設小屋、クレーン、発電装置等を設置するため、防油堤が部分的

に撤去されていた。 

 

２ BLEVE に係る事故 

2.1 メキシコシティ・液化石油ガスタンク群の大爆発 

⑴ 事故概要 

ア 1984 年 11 月 19 日、メキシコのメキシコシティ近郊に所在する石油公社のガス供給

センターにおいて発生した液化ガスタンクの大爆発事故で、センター内の液化ガスタン

ク 54 基のほとんどが爆発炎上し、センターに隣接する住宅地等に対して、爆風、飛散

物等による多大な被害（全半壊した家屋は 1,400 軒以上にのぼり、31,000 人が家屋を失

った。）をもたらした災害である。 

 人的被害は、死者 500 人以上、負傷者 4,000 人以上にも及ぶ大惨事である。 

イ ガス供給センターには、6 基の球形タンクがあったが、このうち 4 基が大音響ととも

に相次いで爆発し、残る 2 基も大きく傾いて、タンク頂部から激しく炎を噴き上げたほ

か、隣接する枕形タンクも次々と爆発した。爆発は少なくとも 10 回に及び、上空数百

メートルまで達する巨大なファイヤーボールが発生、爆風により約 10km も離れた民家

の窓ガラスが割れ、タンクの破片は 3km 四方に飛散した。 

 化学消防車等 100 台余りが出動したほか、ヘリコプターによる空からの消火活動も行

われたが、火勢が強く、炎上中のタンクに冷却注水するのが精一杯であった。当時セン

ター内に貯蔵された 12,000kl の液化ガスがすべて燃え尽き、完全に鎮火したのは、発災

から約 36 時間後であった。 

 

⑵ 事故原因 

 1984 年 12 月 12 日に公表されたメキシコ連邦検察庁による第 1 回調査報告書では、ガ

ス供給センター内のガス導管に亀裂が生じ、周辺に滞留していた漏えいガスに、センター

内のガスバーナーの火が着火したためとされている。 
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３ 蒸気雲爆発に係る事故 

3.1 フリックスボロー・化学プラント爆発事故 

⑴ 事故概要 

ア 1974 年 6 月 1 日、イギリスのフリックスボローに所在する化学プラントにおいて発

生した大規模な爆発事故で、工場内で死者 28 人と負傷者 89 人を出したほか、工場外に

おいても負傷者及び損傷が広範囲にわたって生じ、1821 軒の家屋、167 の作業場及び工

場が損傷を受け、負傷者 53 人を出した災害である。 

イ プラントの反応器間を接続していた仮設配管のベローズ部がせん断破壊したことによ

り、破断部から大量のシクロヘキサンが漏えいしたが、この漏えいが始まってから発火

するまでの 50 秒の間に漏えいしたシクロヘキサンの量は約 30～50t とされており、16

時 53 分、TNT 爆薬 15t に匹敵する爆発が発生した。 

 

⑵ 事故原因 

 シクロヘキサンの空気酸化により、シクロヘキサノンとシクロヘキサノールの混合物を

生成させるプラントにおいて、No.5 反応器の修理に伴い、No.4 と No.6 の反応器を、ベロ

ーズを介して仮設配管で接続（反応器間には段差があったため、S 字型に屈曲して接続）

して稼働させていたところ、ベローズがせん断破壊され、大量のシクロヘキサンが漏えい

して蒸気雲を形成し、着火、爆発したものである。 

 なお、漏えいしたシクロヘキサンの蒸気雲に対する着火源は、若干離れた位置にあった

加熱炉と推察されている。 

 

3.2 バンスフィールド油槽所爆発火災事故 

⑴ 事故概要 

ア 2005 年 12 月 11 日、イギリスのハートフォード県メルへムステッドに所在するバン

スフィールド油槽所において発生し、20 基を越える石油タンクがほぼ一度に炎上した大

規模な爆発火災事故である。 

イ 6 時 01 分に発生した最初の大爆発の規模はマグニチュード 2.4 を記録するなど、その

規模が極めて大きかったため、複数のタンクが同時に火災に巻き込まれ、結果的に 22

基のタンクが炎上し、消火まで 4 日を要した。事故当時、油槽所にはおよそ 10 万 kl の

燃料が貯蔵されていたが、この爆発火災によっておよそ 6 万 kl が焼失している。 

ウ 爆発による建物の構造的被害は半径 3km に及び、油槽所に隣接する工業団地の約 500

人が勤務する 20 の企業の建物が破壊されるとともに、約 3,500 人が勤務する 60 の企業

の建物が利用を再開するためには補修を要する状態となった。 

 なお、人的被害については、死者は発生しておらず、負傷者は 43 人であった。 
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⑵ 事故原因 

 No.912 タンクに無鉛ガソリンを受け入れていたが、液面上限安全スイッチが作動せず、

過剰に充填されたため、タンク屋根の通気口からガソリンが溢流し、側壁を伝って燃料が 

流れ落ちる際に空気を巻き込んで形成された燃焼混合気が防油堤内に滞留し、何らかの火

源によって着火、爆発したものとされている。 
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